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令和７年度北見商工会議所事業報告書 

令和 ７年４月 １日から 

令和 ８年３月３１日まで 

 

Ⅰ．総 括 的 概 要 

 

我が国の経済は、成長型経済への転換に向けた正念場にあると言われておりましたが、世界情勢等の

影響からエネルギー・原材料が高騰し、物価高騰も相まって厳しい状況が続いております。さらに、当

地域では、急速に進む高齢化と人口減少に加え、若者等の域外への流出による労働力不足、域内市場の

縮小に対する不安等から事業継続を断念する事業者が増加しております。 

こうした中、当所では、部会、委員会等を開催すると共に、各種調査や相談・支援等を通じ会員ニー

ズを把握し、事業に反映すると共に事業者に寄り添った伴走型支援を実施して参りました。 

また、オホーツク地域では、道路整備、鉄路の維持・存続、防災、物流体制の維持・確保、地元公共

交通機関の維持・存続など、様々な課題が山積しております。加えて、北見市では財政状況が厳しくな

ることから令和７年度から令和９年度までを集中健全化期間と位置づけ「財政健全化計画アクションプ

ラン」に取組む事といたしておりますが、市民生活はもとより企業経営に大きな影響を及ぼすことが懸

念されることから丁寧な説明・対応を求めると共に、経済活性化対策を北見市、北見市議会へ要望し、

併せて東北海道商工会議所連絡協議会、北海道商工会議所連合会を通じ、中小・小規模企業対策等の早

期支援の実施等を要望いたしました。 

 

エネルギー・原材料の高騰・物価高騰の影響を受けた中小・小規模事業者に対しては、資金繰りに係

る相談並びに事業計画作成支援等を実施すると共に、国から認定を受けた「第３期経営発達支援計画」

に則り、地元中小・小規模企業の経営改善、販路拡大、事業承継、創業支援に取り組み、企業経営に関

わる各種セミナーを開催しました。また、企業における自然災害等への事前の備え、迅速な復旧に繋げ

るべく事業継続力強化計画の策定支援に取り組み、地元企業の人材確保では、「高校生のための企業概要

説明会」、「出張型企業説明会」、「就職・転職フェアｉｎオホーツク」等関係機関と連携し開催しました。 

 

交流人口の拡大では、「第７２回北見ぼんちまつり」を市内中心部において開催し、多くの子供たちや

家族に来場いただき楽しんでいただきました。また、６回目となる「きたみホワイトイルミネーション」

を市内小公園で実施しました。 

 

第７３回全道商工会議所大会が平成１０年以来２７年ぶりに北見市にて行われ、出席者４１２名（来

賓を含む）のもと盛大に開催しました。 

 

経済センターを含む北見市中央大通沿道地区第一種市街地再開発事業において、北見経済センタービ

ルが竣工し、落成祝賀会を６月１２日に役員・議員はじめ関係者を招き挙行しました。 

 

その他、日本商工会議所はじめ、北海道商工会議所連合会、各地商工会議所並びに関係機関と連携、

協調を図りながら地域振興活性化のために諸事業を実施いたしました。 

 

令和７年１１月、任期満了に伴う役員・議員改選が実施され、舛川誠会頭が再選され３期目の体制が

スタートしました。 
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Ⅱ．事 項 別 状 況   
 
１．定款および規約等 
 Ａ． 定 款 

第２２３回通常議員総会（令和７年６月２３日）において、次のとおり定款を一部改正した。 

 

１ ２０２５年６月１日に、刑罰の「懲役」と「禁錮」を一本化し、「拘禁刑」を創設する改正刑法が施行さ

れたことに伴い、「刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年

６月１７日法律第６８号）」第３１０条により、商工会議所法においても同旨の改正が行われことに伴う

改正。 
２ ２０２２年４月１日施行の改正弁理士法により、弁理士が所属する法人の名称を「特許業務法人」から

「弁理士法人」に改める法改正が実施されたことに伴う改正。 
旧条文 新条文 

（会員の資格） 

第１０条  本商工会議所の地区内に引き続き６月

以上営業所、事務所、工場又は事業場

（以下「営業所等」という。）を有する

商工業者は、本商工会議所の会員となる

ことができる。ただし、次に掲げるもの

であって、常議員会の承認を得た場合

は、本商工会議所の会員となることがで

きる。 

(1) 本商工会議所の地区内で事業活動を行う

次に掲げる団体 

①協同組合 

      ②信用金庫  

      ③労働金庫 

      ④公社 

      ⑤経済関係団体 

      ⑥医療法人 

      ⑦社会福祉法人 

      ⑧弁護士法人 

      ⑨監査法人 

       

⑩税理士法人 

      ⑪特許業務法人 

       

⑫産学連携、商工会議所事業等に関わる学

校法人 

⑬地域経済の発展、教育・文化・学術の振

（会員の資格） 

第１０条  本商工会議所の地区内に引き続き６月

以上営業所、事務所、工場又は事業場

（以下「営業所等」という。）を有する

商工業者は、本商工会議所の会員となる

ことができる。ただし、次に掲げるもの

であって、常議員会の承認を得た場合

は、本商工会議所の会員となることがで

きる。 

(1) 本商工会議所の地区内で事業活動を行う

次に掲げる団体 

①協同組合 

      ②信用金庫  

      ③労働金庫 

      ④公社 

      ⑤経済団体 

      ⑥医療法人 

      ⑦社会福祉法人 

      ⑧弁護士法人 

      ⑨監査法人 

      ⑩司法書士法人 

⑪税理士法人 

      ⑫行政書士法人 

      ⑬弁理士法人 

⑭産学連携、商工会議所事業等に関わる学

校法人 

⑮地域経済の発展、教育・文化・学術の振
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興、医療・福祉の増進等に資する社団法

人 

⑭地域経済の発展、教育・文化・学術の振

興、医療・福祉の増進等に資する財団法

人 

      ⑮地域経済の振興等に資する中間法人 

⑯まちづくり、教育・文化、医療・福祉等

の活動を行う特定非営利活動法人  

      ⑰観光資源等として地域経済の発展に貢献

する宗教法人 

(2)～(3) 省略 

２ 省略 

３  次の各号の１に該当する者は、会員となる

ことができない。 

    (1)～(2) 省略 

    (3) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終

わるまでの者又はその執行を受けること

がなくなるまでの者 

(4) 省略 

 

（役員の任免） 

第３３条  会頭は、議員総会において、会員（会

員が法人その他の団体である場合は会員

の権利を行使する１人の者。以下本条に

おいて同じ。）のうちから選任し、又は

解任する。 

  ２～８ 省略 

  ９  次の各号の１に該当する者は、役員になる

ことができない。 

    (1) 第１０条第３項第１号又は第２号（資

格）に該当する者 

    (2) 未成年者 

    (3) 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行

を終わった日又は執行を受けることがな

くなった日から５年を経過するまでの者 

 

(4) 省略 

興、医療・福祉の増進等に資する一般社

団法人および公益社団法人 

⑯地域経済の発展、教育・文化・学術の振

興、医療・福祉の増進等に資する一般財

団法人および公益財団法人 

      ⑮ 削除 

⑰まちづくり、教育・文化、医療・福祉等

の活動を行う特定非営利活動法人 

      ⑱観光資源等として地域経済の発展に貢献

する宗教法人 

(2)～(3) 省略 

２ 省略 

３  次の各号のいずれかに該当する者は、会員

となることができない。 

(1)～(2) 省略 

(3) 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執  

行を終わるまでの者又はその執行を受け

ることがなくなるまでの者 

(4) 省略 

 

（役員の任免） 

第３３条  会頭は、議員総会において、会員（会

員が法人その他の団体である場合は会員

の権利を行使する１人の者。以下この条

において同じ。）のうちから選任し、又

は解任する。 

  ２～８ 省略 

  ９  次の各号のいずれかに該当する者は、役員

になることができない。 

    (1) 第１０条第３項第１号又は第２号（資

格）に該当する者 

    (2) 未成年者 

    (3) 拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執

行を終わった日又は執行を受けることが

なくなった日から５年を経過するまでの

者 

(4) 省略 
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 附  則 

 （実施の時期） 

１ 第１０条（会員の資格）、第３３条（役員の

任免）の改正規定は、令和７年６月２３日から実

施する。 

 

 

第２２４回臨時議員総会（令和７年９月１６日）において、次のとおり定款を一部改正した。 

 

１ 組織基盤の強化を図り、商工業の振興発展に寄与することを目的に改正。 

旧条文 新条文 

（議員総会及び議員） 

第３５条  本商工会議所に、議員総会を置く。 

  ２  議員総会は、次に掲げる者をもって組織す

る。 

    (1) 会員及び会員以外の特定商工業者が投票

によって会員のうちから選挙した議員

（この定款において「１号議員」とい

う。）４１人 

    (2) 部会が部会員のうちから選任した議員

（この定款において「２号議員」とい

う。）２７人 

    (3) 前２号の議員のほか、会頭が常議員会の

同意を得て会員のうちから選任した議員

（この定款において「３号議員」とい

う。）１２人 

  ３～７ 省略 

 

 

（議員総会及び議員） 

第３５条  本商工会議所に、議員総会を置く。 

  ２  議員総会は、次に掲げる者をもって組織す

る。 

    (1) 会員及び会員以外の特定商工業者が投票

によって会員のうちから選挙した議員

（この定款において「１号議員」とい

う。）４５人 

    (2) 部会が部会員のうちから選任した議員

（この定款において「２号議員」とい

う。）２８人 

    (3) 前２号の議員のほか、会頭が常議員会の

同意を得て会員のうちから選任した議員

（この定款において「３号議員」とい

う。）１２人 

  ３～７ 省略 

 

附  則 

 （実施の時期） 

１ 第３５条（議員総会及び議員）の改正規定

は、令和７年９月１６日から実施する。 
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第２２５回臨時議員総会（令和７年１１月４日）において、次のとおり定款を一部改正した。 

 

１ 組織基盤の強化を図り、商工業の振興発展に寄与することを目的に改正。 

旧条文 新条文 

（役    員） 

第３１条  本商工会議所に、次の役員を置く。 

         (1)  会    頭    １人 

         (2)  副 会 頭        ３人 

         (3)  専務理事    １人 

         (4)  常 議 員      ２６人 

         (5)  監    事    ３人 

  ２  省略 

 

（役    員） 

第３１条  本商工会議所に、次の役員を置く。 

         (1)  会    頭    １人 

         (2)  副 会 頭        ３人 

         (3)  専務理事    １人 

         (4)  常 議 員      ２８人 

         (5)  監    事    ３人 

  ２  省略 

 

附  則 

 （実施の時期） 

１ 第３１条（役員）の改正規定は、令和７年１

１月４日から実施する。 

 

 

 

 Ｂ． 規則・規程 
第２２３回通常議員総会（令和７年６月２３日）において、次のとおり規程を改正した。 

 

１．育児・介護休業規程の改正 

旧条文 新条文 

第１条 〔目 的〕 

本規則は、北見商工会議所の育児・介護休業、

子の看護休暇、介護休暇、育児・介護のための所

定外労働の制限、育児・介護のための時間外労働

および深夜業の制限ならびに育児・介護短時間勤

務等に関する取扱いについて定めるものである。 

 

 

 

第２条 〔育児休業の対象者〕 

 育児のために休業することを希望する職員（日

雇職員を除く）であって、１歳に満たない子と同

居し、養育する者は、この規程に定めるところに

より育児休業をすることができる。 

 

第１条 〔目 的〕 

本規則は、北見商工会議所の職員の育児・介護

休業（出生時育児休業含む。以下同じ。）、子の

看護等休暇、介護休暇、育児・介護のための所定

外労働、時間外労働および深夜業の制限、育児・

介護短時間勤務ならびに柔軟な働き方を実現する

ための措置等に関する取扱いについて定めるもの

である。 

 

第２条 〔育児休業の対象者〕 

 育児のために休業することを希望する職員（日

雇職員を除く）であって、１歳に満たない子と同

居し、養育する者は、この規程に定めるところに

より、子が１歳に達するまでの間で、本人が申し

出た期間、育児休業をすることができる。 
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 ただし、有期契約職員にあっては、申出時点に

おいて、子が１歳６か月（本条第６項または第７

項の申出にあっては２歳）に達する日までに労働

契約期間が満了し、更新されないことが明らかで

ない者に限り、育児休業をすることができる。 

２ 第１項、第３項から第７項にかかわらず、労

使協定により除外された次の職員からの休業の申

出は拒むことができる。 

（１）入所１年未満の職員 

（２）申出の日から１年以内（本条第４項から第

７項の申出にあっては６か月以内）に雇用

関係が終了することが明らかな職員 

（３）１週間の所定労働日数が２日以下の職員 

３ 省略 

４ 次のいずれにも該当する職員は、子が１歳６

か月に達するまでの間で必要な日数について育児

休業をすることができる。なお、育児休業を開始

しようとする日は、原則として子の１歳の誕生日

に限るものとする。 

ただし、配偶者が本項に基づく休業を子の１歳

の誕生日から開始する場合は、配偶者の育児休業

終了予定日の翌日以前の日を開始日とすることが

できる。 

（１）～（３） 省略 

５ 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時

育児休業、介護休業または新たな育児休業が始

まったことにより本条第１項に基づく休業（配偶

者の死亡等特別な事情による３回目以降の休業を

含む）が終了し、終了事由である産前・産後休業

等に係る子または介護休業に係る対象家族が死亡

等した職員は、子が１歳６か月に達するまでの間

で必要な日数について育児休業をすることができ

る。 

６ 次のいずれにも該当する職員は、子が２歳に

達するまでの間で必要な日数について育児休業を

することができる。なお、育児休業を開始しよう

とする日は、原則として子の１歳６か月の誕生日

応当日に限るものとする。 

ただし、配偶者が本項に基づく休業を子の１歳

６か月の誕生日応当日から開始する場合は、配偶

ただし、有期雇用職員にあっては、申出時点に

おいて、子が１歳６か月（本条第６項又は第７項

の申出にあっては２歳）に達する日までに労働契

約期間が満了し、更新されないことが明らかでな

い者に限り育児休業をすることができる。 

２ 本条第１項、第３項から第７項にかかわら

ず、労使協定により除外された次の職員からの休

業の申出は拒むことができる。 

（１）入所１年未満の職員 

（２）申出の日から１年（本条第４項から第７項

の申出にあっては６か月）以内に雇用関係

が終了することが明らかな職員 

（３）１週間の所定労働日数が２日以下の職員 

３ 省略 

４ 次のいずれにも該当する職員は、子が１歳６

か月に達するまでの間で必要な日数について育児

休業をすることができる。なお、育児休業を開始

しようとする日は、原則として子の１歳の誕生日

に限るものとする。 

ただし、配偶者が育児・介護休業法第５条第３

項（本項）に基づく休業を子の１歳の誕生日から

開始する場合は、配偶者の育児休業終了予定日の

翌日以前の日を開始日とすることができる。 

（１）～（３） 省略 

５ 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時

育児休業、介護休業又は新たな育児休業が始まっ

たことにより本条第１項または第３項に基づく休

業（配偶者の死亡等特別な事情による休業を含

む）が終了し、終了事由である産前・産後休業等

に係る子または介護休業に係る対象家族が死亡等

した職員は、子が１歳６か月に達するまでの間で

必要な日数について育児休業をすることができ

る。 

６ 次のいずれにも該当する職員は、子が２歳に

達するまでの間で必要な日数について育児休業を

することができる。なお、育児休業を開始しよう

とする日は、原則として子の１歳６か月の誕生日

応当日に限るものとする。 

ただし、配偶者が育児・介護休業法第５条第４

項（本項）に基づく休業を子の１歳６か月の誕生
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者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を開始日

とすることができる。 

 

（１）～（３） 省略 

７ 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時

育児休業、介護休業または新たな育児休業が始

まったことにより本条第４項または第５項に基づ

く育児休業（再度の休業を含む）が終了し、終了

事由である産前・産後休業等に係る子または介護

休業に係る対象家族が死亡等した職員は、子が２

歳に達するまでの間で必要な日数について育児休

業をすることができる。 

 

第３条 〔育児休業の申出の手続等〕 

 育児休業をすることを希望する職員は、原則と

して育児休業を開始しようとする日（以下「育児

休業開始予定日」という。）の１か月前(第２条第

４項から第７項に基づく１歳および１歳６か月を

超える休業の場合は、２週間前）までに育児休業

申出書兼取扱通知書を商工会議所に提出すること

により申出るものとする。 

 なお、育児休業中の有期契約職員が労働契約を

更新するにあたり、引き続き休業を希望する場合

には、更新された労働契約期間の初日を育児休業

開始予定日として、育児休業申出書兼取扱通知書

により再度の申出を行うものとする。 

２ 省略 

３ 第２条第４項または第５項に基づく休業の申

出は、次のいずれかに該当する場合を除き、一子

につき１回限りとする。 

（１）第２条第４項または第５項に基づく休業を

した者が本条第１項後段の申出をしようと

する場合 

（２）産前・産後休業、出生時育児休業、介護休

業または新たな育児休業が始まったことに

より第２条第４項または第５項に基づく育

児休業が終了したが、終了事由である産

前・産後休業等に係る子または介護休業に

係る対象家族が死亡等した場合 

４ 第２条第６項または第７項に基づく休業の申

日応当日から開始する場合は、配偶者の育児休業

終了予定日の翌日以前の日を開始日とすることが

できる。 

（１）～（３） 省略 

７ 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時

育児休業、介護休業または新たな育児休業が始

まったことにより本条第１項、第３項、第４項ま

たは第５項に基づく休業が終了し、終了事由であ

る産前・産後休業等に係る子又は介護休業に係る

対象家族が死亡等した職員は、子が２歳に達する

までの間で必要な日数について育児休業をするこ

とができる。 

 

第３条 〔育児休業の申出の手続等〕 

 育児休業をすることを希望する職員は、原則と

して育児休業を開始しようとする日（以下「育児

休業開始予定日」という。）の１か月前（第２条

第４項から第７項に基づく１歳及び１歳６か月を

超える休業の場合は、２週間前）までに育児休業

申出書を商工会議所に提出することにより申出る

ものとする。 

なお、育児休業中の有期雇用職員が労働契約を

更新するに当たり、引き続き休業を希望する場合

には、更新された労働契約期間の初日を育児休業

開始予定日として、育児休業申出書により再度の

申出を行うものとする。  

２ 省略 

３ 第２条第４項に基づく休業の申出は、次のい

ずれかに該当する場合を除き、一子につき１回限

りとする。 

（１）第２条第３項または４項または第５項に基

づく休業をした者が本条第１項後段の申出

をしようとする場合 

（２）産前・産後休業、出生時育児休業、介護休

業または新たな育児休業が始まったことに

より第２条第１項、第４項または第５項に

基づく育児休業が終了したが、終了事由で

ある産前・産後休業等に係る子または介護

休業に係る対象家族が死亡等した場合 

４ 第２条第６項に基づく休業の申出は、次のい
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出は、次のいずれかに該当する場合を除き、一子

につき1回限りとする。 

（１）第２条第６項または第７項に基づく休業を

した者が本条第１項後段の申出をしようと

する場合 

（２）産前・産後休業、出生時育児休業、介護休

業または新たな育児休業が始まったことに

より第２条第６項または第７項に基づく育

児休業が終了したが、終了事由である産

前・産後休業等に係る子または介護休業に

係る対象家族が死亡等した場合 

 

５ 商工会議所は、育児休業申出書兼取扱通知書

を受け取るにあたり、必要最小限度の各種証明書

の提出を求めることがある。 

６ 育児休業申出書兼取扱通知書が提出されたと

きは、商工会議所は速やかに当該育児休業申出書

兼取扱通知書を提出した者（以下この章において

「育休申出者」という。）に対し、育児休業申出

書兼取扱通知書（用紙下部記入）を交付する。 

７ 省略 

 

第４条 〔育児休業の申出の撤回等〕 

  省略 

２ 育児休業申出撤回届が提出されたときは、商

工会議所は速やかに当該育児休業申出撤回届を提

出した者に対し、育児休業申出書兼取扱通知書

（用紙下部記入）を交付する。 

３ 第２条第１項に基づく休業の申出の撤回は、

撤回１回につき１回休業したものとみなす。第２

条第４項または第５項および第６項または第７項

に基づく休業の申出を撤回した者は、特別の事情

がない限り同一の子については再度申出をするこ

とができない。 

ただし、第２条第１項に基づく休業の申出を撤

回した者であっても、同条第４項または第５項お

よび第６項または第７項に基づく休業の申出をす

ることができ、第２条第４項または第５項に基づ

く休業の申出を撤回した者であっても、同条第６

項または第７項に基づく休業の申出をすることが

ずれかに該当する場合を除き、一子につき１回限

りとする。 

（１）第２条第５項、６項又は第７項に基づく休

業をした者が本条第１項後段の申出をしよ

うとする場合 

（２）産前・産後休業、出生時育児休業、介護休

業又は新たな育児休業が始まったことによ

り第２条第１項、第４項、第５項、第６項

又は第７項に基づく育児休業が終了した

が、終了事由である産前・産後休業等に係

る子または介護休業に係る対象家族が死亡

等した場合 

５ 商工会議所は、育児休業申出書を受け取るに

当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求め

ることがある。 

６ 育児休業申出書が提出されたときは、商工会

議所は速やかに当該育児休業申出書を提出した者

（以下この章において「育休申出者」という。）

に対し、育児休業取扱通知書を交付する。 

 

７ 省略 

 

第４条 〔育児休業の申出の撤回等〕 

  省略 

２ 育児休業申出撤回届が提出されたときは、商

工会議所は速やかに当該育児休業申出撤回届を提

出した者に対し、育児休業取扱通知書を交付す

る。 

３ 第２条第１項に基づく休業の申出の撤回は、

撤回１回につき１回休業したものとみなす。第２

条第４項、第５項、第６項または第７項に基づく

休業の申出を撤回した者は、特別の事情がない限

り同一の子については再度申出をすることができ

ない。 

ただし、第２条第１項に基づく休業の申出を撤

回した者であっても、同条第４項、第５項、第６

項または第７項に基づく休業の申出をすることが

でき、第２条第４項または第５項に基づく休業の

申出を撤回した者であっても、同条第６項または

第７項に基づく休業の申出をすることができる。  
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できる。  

４ 育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡

等により申出者が休業申出に係る子を養育しない

こととなった場合には、育児休業の申出はされな

かったものとみなす。この場合において、育休申

出者は、原則として当該事由が発生した日に、商

工会議所にその旨を通知しなければならない。 

 

 

第５条 〔育児休業の期間等〕 

 育児休業の期間は、原則として、子が１歳に達

するまで（第２条第３項から第７項に基づく休業

の場合は、それぞれ定められた時期まで）を限度

として育児休業申出書兼取扱通知書に記載された

期間とする。 

２ 育児休業を開始しようとする日の１か月前ま

でに申出がなされなかった場合には、前項にかか

わらず、商工会議所は、育児・介護休業法の定め

るところにより育児休業開始予定日の指定を行う

ことができる。 

３ 職員は、育児休業期間変更申出書兼取扱通知

書で商工会議所に育児休業開始予定日の１週間前

までに申出ることにより、育児休業開始予定日の

繰り上げ変更を、また、育児休業を終了しようと

する日（以下「育児休業終了予定日」という。）

の１か月前（第２条第４項から第７項に基づく休

業をしている場合は、２週間前）までに申出るこ

とにより、育児休業終了予定日の繰り下げ変更を

行うことができる。 

 省略 

４ 育児休業期間変更申出書兼取扱通知書が提出

されたときは、商工会議所は速やかに当該育児休

業期間変更申出書兼取扱通知書を提出した者に対

し、育児休業期間変更申出書兼取扱通知書（用紙

下部記入）を交付する。 

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、育児休業は終了するものとし、当該育児

休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）子の死亡等育児休業に係る子を養育しない

こととなった場合 

 

４ 育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡

等により育休申出者が休業申出に係る子を養育し

ないこととなった場合には、育児休業の申出はさ

れなかったものとみなす。この場合において、育

休申出者は、原則として当該事由が発生した日

に、商工会議所にその旨を通知しなければならな

い。 

 

第５条 〔育児休業の期間等〕 

 育児休業の期間は、原則として、子が１歳に達

するまで（第２条第３項から第７項に基づく休業

の場合は、それぞれ定められた時期まで）を限度

として育児休業申出書に記載された期間とする。  

 

２ 育児休業を開始しようとする日の１か月前

（１歳以降の休業については２週間前）までに申

出がなされなかった場合、商工会議所は、育児・

介護休業法の定めるところにより育児休業開始予

定日の指定を行うことができる。 

３ 職員は、育児休業期間変更申出書により商工

会議所に、育児休業開始予定日の１週間前までに

申出ることにより、育児休業開始予定日の繰り上

げ変更を、また、育児休業を終了しようとする日

（以下「育児休業終了予定日」という。）の１か

月前（第２条第４項から第７項に基づく休業をし

ている場合は、２週間前）までに申出ることによ

り、育児休業終了予定日の繰り下げ変更を行うこ

とができる。 

 省略 

４ 育児休業期間変更申出書が提出されたとき

は、商工会議所は速やかに当該育児休業期間変更

申出書を提出した者に対し、育児休業期間変更取

扱通知書を交付する。  

 

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、育児休業は終了するものとし、当該育児

休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）子の死亡等育児休業に係る子を養育しない

こととなった場合 
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当該事由が発生した日（本人が出勤 

する日は、事由発生の日から２週間 

以内であって、商工会議所と本人が 

話し合いの上決定した日とする。） 

 

（２）～（４） 省略 

６ ５（１）の事由が生じた場合には、育休申出

者は原則として当該事由が生じた日に商工会議所

にその旨を通知しなければならない。 

 

第６条 〔出生時育児休業の対象者〕 

  省略 

ただし、有期契約職員にあっては、申出時点に

おいて、子の出生日または出産予定日のいずれか

遅い方から８週間を経過する日の翌日から６か月

を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新

されないことが明らかでない者に限り、出生時育

児休業をすることができる。 

２ 省略 

 

第７条 〔出生時育児休業の申出の手続等〕 

 出生時育児休業をすることを希望する職員は、

原則として出生時育児休業を開始しようとする日

（以下「出生時育児休業開始予定日」という。）

の２週間前までに出生時育児休業申出書兼取扱通

知書を商工会議所に提出することにより申出るも

のとする。  

 なお、出生時育児休業中の有期契約職員が労働

契約を更新するにあたり、引き続き休業を希望す

る場合には、更新された労働契約期間の初日を出

生時育児休業開始予定日として、出生時育児休業

申出書兼取扱通知書により再度の申出を行うもの

とする。 

２ 省略 

３ 商工会議所は、出生時育児休業申出書兼取扱

通知書を受け取るにあたり、必要最小限度の各種

証明書の提出を求めることがある。 

４ 出生時育児休業申出書兼取扱通知書が提出さ

れたときは、商工会議所は速やかに当該出生時育

児休業申出書兼取扱通知書を提出した者（以下 こ

当該事由が発生した日（なお、この 

場合において本人が出勤する日は、 

事由発生の日から２週間以内であっ 

て、商工会議所と本人が話し合いの 

上決定した日とする。） 

（２）～（４） 省略 

６ 本条第５項第１号の事由が生じた場合には、

育休申出者は原則として当該事由が生じた日に商

工会議所にその旨を通知しなければならない。 

 

第６条 〔出生時育児休業の対象者〕 

  省略 

ただし、有期雇用職員にあっては、申出時点に

おいて、子の出生日または出産予定日のいずれか

遅い方から８週間を経過する日の翌日から６か月

を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新

されないことが明らかでない者に限り、出生時育

児休業をすることができる。 

２ 省略 

 

第７条 〔出生時育児休業の申出の手続等〕 

 出生時育児休業をすることを希望する職員は、

原則として出生時育児休業を開始しようとする日

（以下「出生時育児休業開始予定日」という。）

の２週間前までに出生時育児休業申出書を商工会

議所に提出することにより申出るものとする。 

なお、出生時育児休業中の有期雇用職員が労働

契約を更新するに当たり、引き続き休業を希望す

る場合には、更新された労働契約期間の初日を出

生時育児休業開始予定日として、出生時育児休業

申出書により再度の申出を行うものとする。 

 

 

２ 省略 

３ 商工会議所は、出生時育児休業申出書を受け

取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出

を求めることがある。 

４ 出生時育児休業申出書が提出されたときは、

商工会議所は速やかに当該出生時育児休業申出書

を提出した者（以下この章において「出生時育休
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の章において「出生時育休申出者」という。）に

対し、出生時育児休業申出書兼取扱通知書を交付

する。 

５ 省略 

 

第８条 〔出生時育児休業の申出の撤回等〕 

  省略 

２ 出生時育児休業申出撤回届が提出されたとき

は、商工会議所は速やかに当該出生時育児休業申

出撤回届を提出した者に対し、出生時育児休業申

出書兼取扱通知書（用紙下部記入）を交付する。 

３～４ 省略 

 

第９条 〔出生時育児休業の期間等〕 

 出生時育児休業の期間は、原則として、子の出

生後８週間以内のうち４週間（２８日）を限度と

して出生時育児休業申出書兼取扱通知書に記載さ

れた期間とする。 

２ 出生時育児休業を開始しようとする日の２週

間前までに申出がなされなかった場合には、前項

にかかわらず、商工会議所は、育児・介護休業法

の定めるところにより育児休業開始予定日の指定

を行うことができる。 

３ 職員は、出生時育児休業期間変更申出書兼取

扱通知書で商工会議所に出生時育児休業開始予定

日の１週間前までに申出ることにより、出生時育

児休業開始予定日の繰り上げ変更を休業１回につ

き１回、また、出生時育児休業を終了しようとす

る日（以下「出生時育児休業終了予定日」とい

う。）の２週間前までに申出ることにより、出生

時育児休業終了予定日の繰り下げ変更を休業１回

につき１回行うことができる。 

４ 出生時育児休業期間変更申出書兼取扱通知書

が提出されたときは、商工会議所は速やかに当該

出生時育児休業期間変更申出書兼取扱通知書を提

出した者に対し、出生時育児休業期間変更申出書

兼取扱通知書（用紙下部記入）を交付する。 

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、出生時育児休業は終了するものとし、当

該出生時育児休業の終了日は当該各号に掲げる日

申出者」という。）に対し、出生時育児休業取扱

通知書を交付する。 

 

５ 省略 

 

第８条 〔出生時育児休業の申出の撤回等〕 

  省略 

２ 出生時育児休業申出撤回届が提出されたとき

は、商工会議所は速やかに当該出生時育児休業申

出撤回届を提出した者に対し、出生時育児休業取

扱通知書を交付する。 

３～４ 省略 

 

第９条 〔出生時育児休業の期間等〕 

 出生時育児休業の期間は、原則として、子の出

生日又は出産予定日のいずれか遅い方から８週間

以内のうち４週間（２８日）を限度として出生時

育児休業申出書に記載された期間とする。  

２ 出生時育児休業を開始しようとする日の２週

間前までに申出がなされなかった場合、商工会議

所は、育児・介護休業法の定めるところにより出

生時育児休業開始予定日の指定を行うことができ

る。  

３ 職員は、出生時育児休業期間変更申出書によ

り商工会議所に、出生時育児休業開始予定日の１

週間前までに申出ることにより、出生時育児休業

開始予定日の繰り上げ変更を休業１回につき１

回、また、出生時育児休業を終了しようとする日

（以下「出生時育児休業終了予定日」という。）

の２週間前までに申出ることにより、出生時育児

休業終了予定日の繰り下げ変更を休業１回につき

１回行うことができる。 

４ 出生時育児休業期間変更申出書が提出された

ときは、商工会議所は速やかに当該出生時育児休

業期間変更申出書を提出した者に対し、出生時育

児休業期間変更取扱通知書を交付する。 

  

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、出生時育児休業は終了するものとし、当

該出生時育児休業の終了日は当該各号に掲げる日
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とする。  

（１） 省略 

（２）子の出生日の翌日または出産予定日の翌日

のいずれか遅い方から８週間を経過した場

合 

子の出生日の翌日または出産予定日 

の翌日のいずれか遅い方から８週間 

を経過した日 

（３）～（４） 省略 

６ ５（１）の事由が生じた場合には、出生時育

休申出者は原則として当該事由が生じた日に商工

会議所にその旨を通知しなければならない。 

 

 

第１０条 〔介護休業の対象者〕 

要介護状態にある家族を介護する職員（日雇職

員を除く）は、この規程に定めるところにより介

護を必要とする家族１人につき、のべ９３日間ま

での範囲内で３回を限度として介護休業をするこ

とができる。 

ただし、有期契約職員にあっては、申出時点に

おいて、介護休業を開始しようとする日（以下、

「介護休業開始予定日」という）から起算して９

３日を経過する日から６か月を経過する日まで

に、その労働契約期間が満了し、更新されないこ

とが明らかでない者に限り、介護休業をすること

ができる。 

２～３ 省略 

 

第１１条 〔介護休業の申出の手続等〕 

 介護休業をすることを希望する職員は、原則と

して介護休業開始予定日の２週間前までに、介護

休業申出書兼取扱通知書を商工会議所に提出する

ことにより申出るものとする。なお、介護休業中

の有期契約職員が労働契約を更新するにあたり、

引き続き休業を希望する場合には、更新された労

働契約期間の初日を介護休業開始予定日として、

介護休業申出書兼取扱通知書により再度の申出を

行うものとする。 

２ 省略 

とする。  

（１） 省略 

（２）子の出生日の翌日または出産予定日の翌日

のいずれか遅い方から８週間を経過する場

合 

子の出生日の翌日または出産予定日 

の翌日のいずれか遅い方から８週間 

を経過する日 

（３）～（４） 省略 

６ 本条第５項第１号の事由が生じた場合には、

出生時育休申出者は原則として当該事由が生じた

日に商工会議所にその旨を通知しなければならな

い。 

 

第１０条 〔介護休業の対象者〕 

 要介護状態にある家族を介護する職員（日雇職

員を除く）は、この規程に定めるところにより介

護休業をすることができる。 

ただし、有期雇用職員にあっては、申出時点に

おいて、介護休業を開始しようとする日（以下、

「介護休業開始予定日」という。）から９３日経

過日から６か月を経過する日までに労働契約期間

が満了し、更新されないことが明らかでない者に

限り介護休業をすることができる。  

 

 

 

２～３ 省略 

 

第１１条 〔介護休業の申出の手続等〕 

 介護休業をすることを希望する職員は、原則と

して介護休業開始予定日の２週間前までに、介護

休業申出書を商工会議所に提出することにより申

出るものとする。なお、介護休業中の有期雇用職

員が労働契約を更新するに当たり、引き続き休業

を希望する場合には、更新された労働契約期間の

初日を介護休業開始予定日として、介護休業申出

書により再度の申出を行うものとする。 

 

２ 省略 
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３ 商工会議所は、介護休業申出書兼取扱通知書

を受け取るにあたり、必要最小限度の各種証明書

の提出を求めることがある。 

４ 介護休業申出書兼取扱通知書が提出されたと

きは、商工会議所は速やかに当該介護休業申出書

兼取扱通知書を提出した者（以下この章において

「申出者」という。）に対し、介護休業申出書兼

取扱通知書（用紙下部記入）を交付する。 

 

第１２条 〔介護休業の申出の撤回等〕 

  省略 

２ 介護休業申出撤回届が提出されたときは、商

工会議所は速やかに当該介護休業申出撤回届を提

出した者に対し、介護休業申出書兼取扱通知書

（用紙下部記入）を交付する。 

３ 同一対象家族について介護休業の申出を２回

連続して撤回した者について、当該家族について

再度の申出はすることができない。ただし、特段

の事情がある場合について商工会議所がこれを適

当と認めた場合には、２回を超えて申し出ること

ができるものとする。 

４ 省略 

 

第１３条 〔介護休業の期間等〕 

 介護休業の期間は、対象家族１人につき、原則

として、通算９３日間の範囲内で、介護休業申出

書兼取扱通知書に記載された期間とする。 

２ 介護休業を開始しようとする日の２週間前ま

でに申出がなされなかった場合には、前項にかか

わらず、商工会議所は、育児・介護休業法の定め

るところにより介護休業開始予定日の指定を行う

ことができる。 

３ 職員は、介護休業期間変更申出書兼取扱通知

書により、介護休業を終了しようとする日（以下

「介護休業終了予定日」という。）の２週間前ま

でに商工会議所に申出ることにより、介護休業終

了予定日の繰下げ変更を行うことができる。 

この場合において、介護休業開始予定日から変

更後の介護休業終了予定日までの期間は通算９３

日の範囲を超えないことを原則とする。 

３ 商工会議所は、介護休業申出書を受け取るに

当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求め

ることがある。 

４ 介護休業申出書が提出されたときは、商工会

議所は速やかに当該介護休業申出書を提出した者

（以下この章において「申出者」という。）に対

し、介護休業取扱通知書を交付する。 

 

 

第１２条 〔介護休業の申出の撤回等〕 

  省略 

２ 介護休業申出撤回届が提出されたときは、商

工会議所は速やかに当該介護休業申出撤回届を提

出した者に対し、介護休業取扱通知書を交付す

る。 

３ 同一対象家族について２回連続して介護休業

の申出を撤回した者について、当該家族について

再度の申出はすることができない。ただし、商工

会議所がこれを適当と認めた場合には、申し出る

ことができるものとする。 

 

４ 省略 

 

第１３条 〔介護休業の期間等〕 

 介護休業の期間は、対象家族１人につき、原則

として、通算９３日の範囲内で、介護休業申出書

に記載された期間とする。 

２ 介護休業を開始しようとする日の２週間前ま

でに申出がなされなかった場合には、商工会議所

は、育児・介護休業法の定めるところにより介護

休業開始予定日の指定を行うことができる。  

 

３ 職員は、介護休業期間変更申出書により、介

護休業を終了しようとする日（以下「介護休業終

了予定日」という。）の２週間前までに商工会議

所に申出ることにより、介護休業終了予定日の繰

下げ変更を行うことができる。 

この場合において、介護休業開始予定日から変

更後の介護休業終了予定日までの期間は通算９３

日の範囲を超えないことを原則とする。  
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４ 介護休業期間変更申出書兼取扱通知書が提出

されたときは、商工会議所は速やかに当該介護休

業期間変更申出書兼取扱通知書を提出した者に対

し、介護休業期間変更申出書兼取扱通知書（用紙

下部記入）を交付する。 

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、介護休業は終了するものとし、当該介護

休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）家族の死亡等介護休業に係る家族を介護し

ないこととなった場合 

当該事由が発生した日（本人が出勤 

する日は、事由発生の日から２週間 

以内であって、商工会議所と本人が 

話し合いの上決定した日とする。） 

 

（２） 省略 

６ ５（１）の事由が生じた場合には、申出者は

原則として当該事由が生じた日に商工会議所にそ

の旨を通知しなければならない。 

 

第１４条 〔子の看護休暇〕 

 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

職員（日雇職員を除く）は、負傷し、若しくは疾

病にかかった当該子の世話をするために、または

当該子に予防接種や健康診断を受けさせるため

に、年次有給休暇とは別に、当該子が１人の場合

は１年間につき５日、２人以上の場合は１年間に

つき１０日を限度として、子の看護休暇を取得す

ることができる。この場合の１年間とは、４月１

日から翌年３月３１日までの期間とする。 

 

 

 

 

 

 

２ 前項にかかわらず、労使協定によって除外さ

れた次の職員からの子の看護休暇の申出は拒むこ

とができる。 

（１）入所６か月未満の職員 

４ 介護休業期間変更申出書が提出されたとき

は、商工会議所は速やかに当該介護休業期間変更

申出書を提出した者に対し、介護休業期間変更取

扱通知書を交付する。  

 

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、介護休業は終了するものとし、当該介護

休業の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）家族の死亡等介護休業に係る家族を介護し

ないこととなった場合 

当該事由が発生した日（なお、この 

場合において本人が出勤する日は、 

事由発生の日から 2週間以内であっ 

て、商工会議所と本人が話し合いの 

上決定した日とする。） 

（２） 省略 

６ 本条第５項第１号の事由が生じた場合には、

申出者は原則として当該事由が生じた日に商工会

議所にその旨を通知しなければならない。 

 

第１４条 〔子の看護等休暇〕 

小学校第３学年修了までの子を養育する職員

（日雇職員を除く）は、次に定める当該子の世話

等のために、就業規則に規定する年次有給休暇と

は別に、当該子が１人の場合は１年間につき５

日、２人以上の場合は１年間につき１０日を限度

として、子の看護等休暇を取得することができ

る。この場合の１年間とは、４月１日から翌年３

月３１日までの期間とする。 

 

（１）負傷し、または疾病にかかった子の 

   世話 

（２）当該子に予防接種や健康診断を受けさせる

こと 

（３）感染症に伴う学級閉鎖等になった子の世話 

（４）当該子の入園（入学）式、卒園式への参加 

ただし、事業主は労使協定によって除外され

た、１週間の所定労働日数が２日以下の職員から

の子の看護等休暇の申出は拒むことができる。 
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（２）１週間の所定労働日数が２日以下の職員  

３ 子の看護休暇は、時間単位で始業時刻から連

続または終業時刻まで連続して取得することがで

きる。 

４ 取得しようとする者は、原則として、子の看

護休暇申出書兼取扱通知書を事前に商工会議所に

提出することにより申出るものとする。 

５ 給与、期末手当、定期昇給及び退職金の計算

にあたっては、取得期間は通常の勤務をしたもの

とみなす。 

 

第１５条 〔介護休暇〕 

要介護状態にある家族の介護その他の世話をす

る職員（日雇職員を除く）は、年次有給休暇とは

別に、当該家族が１人の場合は１年間につき５

日、２人以上の場合は１年間につき１０日を限度

として、介護休暇を取得することができる。この

場合の１年間とは、４月１日から翌年３月３１日

までの期間とする。 

２ 前項にかかわらず、労使協定によって除外さ

れた次の職員からの介護休暇の申出は拒むことが

できる。 

（１）入所６か月未満の職員 

（２）１週間の所定労働日数が２日以下 

の職員  

３ 介護休暇は、時間単位で始業時刻から連続ま

たは終業時刻まで連続して取得することができ

る。 

４ 取得しようとする者は、原則として、介護休

暇申出書兼取扱通知書を事前に商工会議所に提出

することにより申出るものとする。 

５ 給与、期末手当、定期昇給及び退職金の計算

にあたっては、取得期間は通常の勤務をしたもの

とみなす。 

 

第１６条 〔育児・介護のための所定外労働の制

限〕 

３歳に満たない子を養育する職員（日雇職員を

除く）が当該子を養育するため、または要介護状

態にある家族を介護する職員が当該家族を介護す

 

２ 子の看護等休暇は、時間単位で始業時刻から

連続または終業時刻まで連続して取得することが

できる。 

３ 取得しようとする者は、原則として、子の看

護等休暇申出書をもって事前に商工会議所に申出

るものとする。  

４ 給与、期末手当、定期昇給及び退職金の計算

にあたっては、取得期間は通常の勤務をしたもの

とみなす。 

 

第１５条 〔介護休暇〕 

 要介護状態にある家族の介護その他の世話をす

る職員（日雇職員を除く）は、就業規則に規定す

る年次有給休暇とは別に、当該家族が１人の場合

は１年間につき５日、２人以上の場合は１年間に

つき１０日を限度として、介護休暇を取得するこ

とができる。この場合の１年間とは、４月１日か

ら翌年３月３１日までの期間とする。 

ただし、事業主は労使協定によって除外され

た、１週間の所定労働日数が２日以下の職員から

の介護休暇の申出は拒むことができる。 

 

 

 

２ 介護休暇は、時間単位で始業時刻から連続又

は終業時刻まで連続して取得することができる。 

 

３ 取得しようとする者は、原則として、介護休

暇申出書をもって事前に商工会議所に申出るもの

とする。 

４ 給与、期末手当、定期昇給及び退職金の計算

にあたっては、取得期間は通常の勤務をしたもの

とみなす。 

 

第１６条 〔育児・介護のための所定外労働の制

限〕 

 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

職員（日雇職員を除く）が当該子を養育するた

め、または要介護状態にある家族を介護する職員
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るために申出た場合には、事業の正常な運営に支

障がある場合を除き、所定労働時間を超えて労働

をさせることはない。 

 

２ 前項にかかわらず、労使協定によって除外さ

れた次の職員からの所定外労働の制限の申出は拒

むことができる。 

（１）～（２） 省略 

３ 申出をしようとする者は、１回につき、１か

月以上１年以内の期間（以下この条において「制

限期間」という。）について、制限を開始しよう

とする日（以下この条において「制限開始予定

日」という。）および制限を終了しようとする日

を明らかにして、原則として、制限開始予定日の

１か月前までに、育児・介護のための所定外労働

制限申出書兼取扱通知書を商工会議所に提出する

ものとする。この場合において、制限期間は、次

条第３項に規定する制限期間と重複しないように

しなければならない。 

４ 商工会議所は、所定外労働制限申出書兼取扱

通知書を受け取るにあたり、必要最小限度の各種

証明書の提出を求めることがある。  

５ 申出の日後に申出に係る子が出生したとき

は、所定外労働制限申出書兼取扱通知書を提出し

た者（以下この条において「申出者」という。）

は、出生後２週間以内に商工会議所に所定外労働

制限対象児出生届を提出しなければならない。 

６ 制限開始予定日の前日までに、申出に係る子

の死亡等により申出者が子を養育しないことと

なった場合または家族の死亡等により申出者が家

族を介護しないこととなった場合には、申出され

なかったものとみなす。この場合において、申出

者は、原則として当該事由が発生した日に、商工

会議所にその旨を通知しなければならない。 

７ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、制限期間は終了するものとし、当該制限

期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。 

（１） 省略 

（２）制限に係る子が３歳に達した場合 

当該３歳に達した日  

（日雇職員を除く）が当該家族を介護するために

請求した場合には、事業の正常な運営に支障があ

る場合を除き、所定労働時間を超えて労働をさせ

ることはない。  

２ 本条第１項にかかわらず、労使協定によって

除外された次の職員からの所定外労働の制限の請

求は拒むことができる。  

（１）～（２） 省略 

３ 請求をしようとする者は、１回につき、１か

月以上１年以内の期間（以下この条において「制

限期間」という。）について、制限を開始しよう

とする日（以下この条において「制限開始予定

日」という。）及び制限を終了しようとする日を

明らかにして、原則として、制限開始予定日の１

か月前までに、育児・介護のための所定外労働制

限請求書を商工会議所に提出するものとする。こ

の場合において、制限期間は、次条第３項に規定

する制限期間と重複しないようにしなければなら

ない。  

４ 商工会議所は、所定外労働制限請求書を受け

取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出

を求めることがある。  

５ 請求の日後に請求に係る子が出生したとき

は、所定外労働制限請求書を提出した者（以下こ

の条において「請求者」という。）は、出生後２

週間以内に商工会議所に所定外労働制限対象児出

生届を提出しなければならない。  

６ 制限開始予定日の前日までに、請求に係る子

または家族の死亡等により請求者が子を養育また

は家族を介護しないこととなった場合には、請求

されなかったものとみなす。この場合において、

請求者は、原則として当該事由が発生した日に、

商工会議所にその旨を通知しなければならない。 

 

７ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、制限期間は終了するものとし、当該制限

期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１） 省略 

（２）制限に係る子が小学校就学の始期に達した

場合  
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（３）申出者について、産前・産後休業、育児休

業、出生時育児休業または介護休業が始

まった場合 

産前・産後休業、育児休業、出生時 

育児休業または介護休業の開始日の 

前日 

８ ７（１）の事由が生じた場合には、申出者は

原則として当該事由が生じた日に、商工会議所に

その旨を通知しなければならない。  

 

第１７条 〔育児・介護のための時間外労働の制

限〕 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

職員が当該子を養育するため、または要介護状態

にある家族を介護する職員が当該家族を介護する

ために申出た場合には、事業の正常な運営に支障

がある場合を除き、１か月について２４時間、１

年について１５０時間を超えて時間外労働をさせ

ることはない。  

 

２ 前項にかかわらず、次の（１）から（３）の

いずれかに該当する職員からの時間外労働の制限

の申出は拒むことができる。 

（１）～（３） 省略 

３ 申出をしようとする者は、１回につき、１か

月以上１年以内の期間（以下この条において「制

限期間」という。）について、制限を開始しよう

とする日（以下この条において「制限開始予定

日」という。）および制限を終了しようとする日

を明らかにして、原則として、制限開始予定日の

１か月前までに、育児・介護のための時間外労働

制限申出書を商工会議所に提出するものとする。 

この場合において、制限期間は、前条第３項に規

定する制限期間と重複しないようにしなければな

らない。 

４ 商工会議所は、時間外労働制限申出書兼取扱

通知書を受け取るにあたり、必要最小限度の各種

証明書の提出を求めることがある。  

子が６歳に達する日の属する年度の 

３月３１日 

（３）請求者について、産前・産後休業、育児休

業、出生時育児休業または介護休業が始

まった場合  

産前・産後休業、育児休業、出生時 

育児休業または介護休業の開始日の 

前日 

８ 本条第７項第１号の事由が生じた場合には、

請求者は原則として当該事由が生じた日に、商工

会議所にその旨を通知しなければならない。 

 

第１７条 〔育児・介護のための時間外労働の制

限〕 

 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

職員が当該子を養育するため、または要介護状態

にある家族を介護する職員が当該家族を介護する

ために請求した場合には、就業規則及び時間外労

働に関する協定にかかわらず、事業の正常な運営

に支障がある場合を除き、１か月について２４時

間、１年について１５０時間を超えて時間外労働

をさせることはない。  

２ 本条第１項にかかわらず、次の（１）から

（３）のいずれかに該当する職員からの時間外労

働の制限の請求は拒むことができる。 

（１）～（３） 省略 

３ 請求をしようとする者は、１回につき、１か

月以上１年以内の期間（以下この条において「制

限期間」という。）について、制限を開始しよう

とする日（以下この条において「制限開始予定

日」という。）及び制限を終了しようとする日を

明らかにして、原則として、制限開始予定日の１

か月前までに、育児・介護のための時間外労働制

限請求書を商工会議所に提出するものとする。 こ

の場合において、制限期間は、前条第３項に規定

する制限期間と重複しないようにしなければなら

ない。 

４ 商工会議所は、時間外労働制限請求書を受け

取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出

を求めることがある。  
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５ 申出の日後に申出に係る子が出生したとき

は、時間外労働制限申出書兼取扱通知書を提出し

た者（以下この条において「申出者」という。）

は、出生後２週間以内に商工会議所に時間外労働

制限対象児出生届を提出しなければならない。  

６ 制限開始予定日の前日までに、申出に係る子

または家族の死亡等により申出者が子を養育また

は家族を介護しないこととなった場合には、申出

されなかったものとみなす。この場合において、

申出者は、原則として当該事由が発生した日に、

商工会議所にその旨を通知しなければならない。 

７ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、制限期間は終了するものとし、当該制限

期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）～（２） 省略 

（３）申出者について、産前・産後休業、育児休

業、出生時育児休業または介護休業が始

まった場合 

産前・産後休業、育児休業、出生時 

育児休業または介護休業の開始日の 

前日  

８ ７（１）の事由が生じた場合には、申出者は

原則として当該事由が生じた日に、商工会議所に

その旨を通知しなければならない。 

 

第１８条 〔育児・介護のための深夜業の制限〕 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

職員が当該子を養育するため、または要介護状態

にある家族を介護する職員が当該家族を介護する

ために申出た場合には、事業の正常な運営に支障

がある場合を除き、午後１０時から午前５時まで

の間（以下「深夜」という。）に労働させること

はない。  

２ 前項にかかわらず、次のいずれかに該当する

職員からの深夜業の制限の申出は拒むことができ

る。  

（１）～（３） 省略 

イ） 省略 

ロ）心身の状況が申出に係る子の保育または家

族の介護をすることができる者であるこ

５ 請求の日後に請求に係る子が出生したとき

は、時間外労働制限請求書を提出した者（以下こ

の条において「請求者」という。）は、出生後２

週間以内に商工会議所に時間外労働制限対象児出

生届を提出しなければならない。  

６ 制限開始予定日の前日までに、請求に係る子

又は家族の死亡等により請求者が子を養育又は家

族を介護しないこととなった場合には、請求され

なかったものとみなす。この場合において、請求

者は、原則として当該事由が発生した日に、商工

会議所にその旨を通知しなければならない。 

７ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、制限期間は終了するものとし、当該制限

期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）～（２） 省略 

（３）請求者について、産前・産後休業、育児休

業、出生時育児休業または介護休業が始

まった場合 

産前・産後休業、育児休業、出生時 

育児休業または介護休業の開始日の 

前日 

８ 本条第７項第１号の事由が生じた場合には、

請求者は原則として当該事由が生じた日に、商工

会議所にその旨を通知しなければならない。 

 

第１８条 〔育児・介護のための深夜業の制限〕 

 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

職員が当該子を養育するため、または要介護状態

にある家族を介護する職員が当該家族を介護する

ために請求した場合には、就業規則の規定にかか

わらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除

き、午後１０時から午前５時までの間（以下「深

夜」という。）に労働させることはない。  

２ 本条第１項にかかわらず、次のいずれかに該

当する職員からの深夜業の制限の請求は拒むこと

ができる。  

（１）～（３） 省略 

イ 省略 

ロ 心身の状況が請求に係る子の保育または家

族の介護をすることができる者であるこ
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と。  

ハ） 省略 

（４）～（５） 省略 

３ 申出をしようとする者は、１回につき、１か

月以上６か月以内の期間（以下この条において

「制限期間」という。）について、制限を開始し

ようとする日（以下この条において「制限開始予

定日」という。）および制限を終了しようとする

日を明らかにして、原則として、制限開始予定日

の１か月前までに、育児・介護のための深夜業制

限申出書兼取扱通知書を商工会議所に提出するも

のとする。  

４ 商工会議所は、深夜業制限申出書兼取扱通知

書を受け取るにあたり、必要最小限度の各種証明

書の提出を求めることがある。  

５ 申出の日後に申出に係る子が出生したとき

は、深夜業制限申出書兼取扱通知書を提出した者

（以下この条において「申出者」という。）は、

出生後２週間以内に商工会議所に深夜業制限対象

児出生届を提出しなければならない。  

６ 制限開始予定日の前日までに、申出に係る子

または家族の死亡等により申出者が子を養育また

は家族を介護しないこととなった場合には、申出

されなかったものとみなす。この場合において、

申出者は、原則として当該事由が発生した日に、

商工会議所にその旨を通知しなければならない。 

７ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、制限期間は終了するものとし、当該制限

期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）～（２） 省略 

（３）申出者について、産前・産後休業、育児休

業、出生時育児休業または介護休業が始

まった場合  

産前・産後休業、育児休業、出生時 

育児休業または介護休業の開始日の 

前日 

８ ７（１）の事由が生じた場合には、申出者は

原則として当該事由が生じた日に、商工会議所に

その旨を通知しなければならない。 

９ 省略 

と。  

 ハ 省略 

（４）～（５） 省略 

３ 請求をしようとする者は、１回につき、１か

月以上６か月以内の期間（以下この条において

「制限期間」という。）について、制限を開始し

ようとする日（以下この条において「制限開始予

定日」という。）及び制限を終了しようとする日

を明らかにして、原則として、制限開始予定日の

１か月前までに、育児・介護のための深夜業制限

請求書を商工会議所に提出するものとする。  

 

４ 商工会議所は、深夜業制限請求書を受け取る

に当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を求

めることがある。  

５ 請求の日後に請求に係る子が出生したとき

は、深夜業制限請求書を提出した者（以下この条

において「請求者」という。）は、出生後２週間

以内に商工会議所に深夜業制限対象児出生届を提

出しなければならない。  

６ 制限開始予定日の前日までに、請求に係る子

又は家族の死亡等により請求者が子を養育又は家

族を介護しないこととなった場合には、請求され

なかったものとみなす。この場合において、請求

者は、原則として当該事由が発生した日に、商工

会議所にその旨を通知しなければならない。 

７ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場

合には、制限期間は終了するものとし、当該制限

期間の終了日は当該各号に掲げる日とする。  

（１）～（２） 省略 

（３）請求者について、産前・産後休業、育児休

業、出生時育児休業または介護休業が始

まった場合  

産前・産後休業、育児休業、出生時 

育児休業または介護休業の開始日の 

前日 

８ 本条第７項第１号の事由が生じた場合には、

請求者は原則として当該事由が生じた日に、商工

会議所にその旨を通知しなければならない。 

９ 省略 
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第１９条 〔育児短時間勤務〕 

３歳に満たない子を養育する職員は、申出るこ

とにより、所定労働時間を、午前９時から午後４

時まで（うち休憩時間は、正午から午後１時まで

の１時間とする。）の６時間とすることができ

る。 

２ 前項にかかわらず、所定労働時間は本人が希

望し商工会議所が認めた場合に短縮または延長す

ることがある。 

３ 第１項にかかわらず、次のいずれかに該当す

る職員からの育児短時間勤務の申出は拒むことが

できる。 

（１）～（３） 省略 

４ 申出をしようとする者は、１回につき、１か

月以上１年以内の期間について、短縮を開始しよ

うとする日および短縮を終了しようとする日を明

らかにして、原則として、短縮開始予定日の１か

月前までに、育児短時間勤務申出書兼取扱通知書

により商工会議所に申出なければならない。申出

書が提出されたときは、商工会議所は速やかに申

出者に対し、育児短時間勤務申出書兼取扱通知書

（用紙下部記入）を交付する。 

その他適用のための手続等については、第３条

から第５条までの規定（第３条第２項および第４

条第３項を除く。）を準用する。 

５ 本制度の適用を受ける間の給与については、

基本給と諸手当を時間換算した額を支給する。 

 

 

６～７ 省略 

 

第２０条 〔介護短時間勤務） 

 要介護状態にある家族を介護する職員は、申出

ることにより、対象家族１人あたり短時間勤務利

用開始から連続する３年間で２回まで、所定労働

時間を午前９時から午後４時まで（うち休憩時間

は、１時間とする。）の６時間とすることができ

る。 

２ 省略 

３ 第１項にかかわらず、次のいずれかに該当す

第１９条 〔育児短時間勤務〕 

３歳に満たない子を養育する職員は、申出るこ

とにより、就業規則に定める所定労働時間につい

て、所定労働時間を午前９時から午後４時まで

（うち休憩時間は、正午から午後１時までの１時

間とする。）の６時間とすることができる。 

２ 前項にかかわらず、本人の希望がある場合、

始業終業の時刻および休憩時間は、本人の希望を

聴いた上で商工会議所が個別に決定する。 

３ 本条第１項にかかわらず、次のいずれかに該

当する職員からの育児短時間勤務の申出は拒むこ

とができる。 

（１）～（３） 省略 

４ 申出をしようとする者は、１回につき、１か

月以上１年以内の期間について、短縮を開始しよ

うとする日及び短縮を終了しようとする日を明ら

かにして、原則として、短縮開始予定日の１か月

前までに、育児短時間勤務申出書により商工会議

所に申し出なければならない。申出書が提出され

たときは、商工会議所は速やかに申出者に対し、

育児短時間勤務取扱通知書を交付する。 

その他適用のための手続等については、第３条

から第５条までの規定（第３条第２項、第３項、

第４項及び第４条第３項を除く。）を準用する。 

 

５ 本制度の適用を受ける間の賃金については、

別途定める賃金規定に基づき労務提供のなかった

時間分に相当する額を控除した基本給と諸手当を

支給する。 

６～７ 省略 

 

第２０条 〔介護短時間勤務〕 

 要介護状態にある家族を介護する職員は、申し

出ることにより、当該家族１人あたり利用開始の

日から３年の間で２回までの範囲内で所定労働時

間を午前９時から午後４時まで（うち休憩時間

は、正午から午後１時までの１時間とする。）の

６時間とすることができる。 

２ 省略 

３ 本条第１項にかかわらず、次のいずれかに該
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る職員からの介護短時間勤務の申出は拒むことが

できる。 

（１）～（２） 省略 

４ 申出をしようとする者は、短縮を開始しよう

とする日および短縮を終了しようとする日を明ら

かにして、原則として、短縮開始予定日の２週間

前までに、介護短時間勤務申出書兼取扱通知書に

より商工会議所に申出なければならない。申出書

が提出されたときは、商工会議所は速やかに申出

者に対し、介護短時間勤務申出書兼取扱通知書

（用紙下部記入）を交付する。 

その他適用のための手続等については、第１１

条から第１３条までの規定を準用する。 

５ 本制度の適用を受ける間の給与については、

基本給と諸手当を時間換算した額を支給する。 

 

 

６～７ 省略 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当する職員からの介護短時間勤務の申出は拒むこ

とができる。 

（１）～（２） 省略 

４ 申出をしようとする者は、短縮を開始しよう

とする日及び短縮を終了しようとする日を明らか

にして、原則として、短縮開始予定日の２週間前

までに、介護短時間勤務申出書により商工会議所

に申出なければならない。申出書が提出されたと

きは、商工会議所は速やかに申出者に対し、介護

短時間勤務取扱通知書を交付する。 

その他適用のための手続等については、第１１

条から第１３条までの規定を準用する。 

 

５ 本制度の適用を受ける間の賃金については、

別途定める賃金規定に基づき労務提供のなかった

時間分に相当する額を控除した基本給と諸手当を

支給する。 

６～７ 省略 

第２１条 〔禁止行為〕 

 すべての職員は、他の職員を業務遂行上の対等

なパートナーとして認め、職場における健全な秩

序ならびに協力関係を保持する義務を負うととも

に、職場内において次の各号に掲げる行為をして

はならない。また、当所の職員以外の者に対して

も、これに類する行為を行ってはならない。 

（１）部下の育児･介護に関する制度や措置の利用

等に関し、解雇その他不利益な取扱いを示

唆する言動 

（２）部下または同僚の育児･介護に関する制度や

措置の利用を阻害する言動 

（３）部下または同僚が育児･介護に関する制度や

措置を利用したことによる嫌がらせ等 

（４）部下である職員が（１）～（３）の行為を

受けている事実を認めながら、これを黙認

する上司の行為 

 

第２２条 〔懲戒〕 

次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める

懲戒処分を行う。 

（１）第２２条（１）～（４）の行為を行った場
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合 

   就業規則第４７条に定める訓戒、減給、出

勤停止 

（２）前号の行為が再度に及んだ場合、その情状

が悪質と認められる場合 

就業規則に定める解職 

 

第２３条 〔相談及び苦情への対応〕 

 商工会議所は育児休業・介護休業等に関するハ

ラスメントの相談窓口を設けることとし、その責

任者は総務部長とする。総務部長は、窓口担当者

の名前を周知するとともに、担当者に対する必要

な教育を行うものとする。 

２ 育児休業・介護休業等に関するハラスメント

の被害者に限らず、すべての職員は育児休業・介

護休業等に関する就業環境を害する言動に関する

相談を相談窓口の担当者に申し出ることができ

る。 

３ 相談窓口担当者は相談者からの事実確認の

後、相談内容を総務部長へ報告する。報告に基づ

き、総務部長は相談者のプライバシーに配慮した

上で、必要に応じて行為者、被害者、上司その他

の職員に事実関係を聴取する。 

４ 前項の聴取を求められた職員は、正当な理由

なくこれを拒むことはできない。 

５ 商工会議所は、問題解決のための措置とし

て、第２３条による懲戒の他、行為者の異動等被

害者の労働条件及び就業環境を改善するために必

要な措置を講じる。 

６ 相談及び苦情への対応にあたっては、関係者

のプライバシーを保護し、相談をしたこと又は事

実関係の確認に協力したこと等を理由として不利

益な取扱いは行わない。 

 

第２４条 〔再発防止の義務〕 

総務部長は、育児休業・介護休業等に関するハ

ラスメント事案が生じた時は、周知の再徹底及び

研修の実施、事案発生の原因の分析と再発防止

等、適切な再発防止策を講じなければならない。 
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第２１条 〔給与等の取扱い〕 

 省略 

２ 期末手当については、その算定対象期間に育

児・介護休業をした期間が含まれる場合には、出

勤日数に応じて計算した額を支給する。 

３ 定期昇給は、育児・介護休業の期間中は行わ

ないものとするが、復職後の給与は、育児・介護

休業前の給与を下回らないものとする。 

４ 省略 

 

 

 

第２２条 〔休業期間中の社会保険料の取扱い〕 

育児休業により賃金が支払われない月における

社会保険の被保険者負担分は社会保険料の免除申

請を行い、保険料免除を受けることができるとき

はそれに従うものとする。 

２ 商工会議所は介護休業により賃金が支払われ

ない月における社会保険料の被保険者負担分を職

員に請求するものとし、職員は商工会議所が指定

する日までに支払うものとする。 

 

第２３条 〔円滑な取得および職場復帰支援〕 

 会議所は、職員から本人または配偶者が妊娠・

出産等したことまたは本人が対象家族を介護して

いることの申出があった場合は、当該職員に対し

て、円滑な休業取得及び職場復帰を支援するため

に、以下（１）の措置を実施する。また、育児休

業の申出が円滑に行われるようにするため、

（２）の措置を実施する。 

 

 

（１）当該職員に個別に育児休業に関する制度等

（育児休業、パパ・ママ育休プラス、その

他の両立支援制度、育児休業等の申出先、

育児・介護休業給付に関すること、休業期

間中の社会保険料の取扱いなど）の周知及

び制度利用の意向確認を実施する。 

 

 

第２５条 〔賃金等の取扱い〕 

  省略 

２ 期末手当については、その算定対象期間に育

児・介護休業をした期間が含まれる場合には、出

勤日における勤務成績などを考慮して計算した額

を支給する。 

３ 定期昇給は、育児・介護休業の期間中は行わ

ないものとするが、育児・介護休業期間中に改定

日が到来した者については、復職後に変更するも

のとする。  

４ 省略 

 

第２６条 〔介護休業期間中の社会保険料の取扱

い〕 

（削除） 

 

 

介護休業により賃金が支払われない月における

社会保険料の被保険者負担分については、職員は

商工会議所が指定する日までに支払うものとす

る。 

 

第２７条 〔円滑な取得及び職場復帰、制度利用

支援〕 

 商工会議所は、職員から本人または配偶者が妊

娠・出産等したことまたは本人が対象家族を介護

していることの申出があった場合は、当該職員に

対して、円滑な休業取得及び職場復帰ならびに制

度利用を支援するために、第１号の措置を実施す

る。また、育児休業、出生時育児休業、介護休業

及び介護両立支援制度等の申出が円滑に行われる

ようにするため、第２号の措置を実施する。 

（１）当該職員に個別に育児・介護休業に関する

制度等（育児・介護休業、出生時育児休

業、パパ・ママ育休プラス、その他の両立

支援制度、育児・介護休業等の申出先、育

児・介護休業給付に関すること、育児休業

期間中の社会保険料の取扱い、育児・介護

休業中及び休業後の待遇や労働条件など）

の周知及び制度利用の意向確認を実施す
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（２）育児休業（出生時育児休業含む）に関する

相談体制を整備する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

第２４条〔復職後の勤務〕 

 育児・介護休業後の勤務は、原則として、休業

直前の部署および職務とする。 

２ 前項にかかわらず、本人の希望がある場合お

よび組織の変更等やむを得ない事情がある場合に

は、部署および職務の変更を行うことがある。こ

の場合は、育児休業終了予定日の１か月前または

介護休業終了予定日の２週間前までに正式に決定

し通知する。 

 

第２５条 〔年次有給休暇〕 

  省略 

 

第２６条 〔育児休業、介護休業等に関するハラ

スメントの防止〕 

 すべての職員は第２章～第９章の制度の申出・

利用に関して、当該申出・利用する職員の就業環

境を害する言動を行ってはならない。 

２ 前項の言動を行ったと認められる職員に対し

ては、商工会議所は厳正に対処する。 

 

第２７条 〔法令との関係〕 

育児・介護休業、子の看護休暇、介護休暇、育

児・介護のための所定外労働の制限、育児・介護

のための時間外労働および深夜業の制限ならびに

所定労働時間の短縮措置等に関して、この規則に

定めのないことについては、育児・介護休業法そ

の他の法令の定めるところによる。 

 

る。 

（２）育児休業（出生時育児休業含む）に関する

相談体制を整備する。 

２ 商工会議所は、職員が４０歳に達する日の属

する年度において、当該職員に対して、介護休業

に関する制度等（介護休業、その他の両立支援制

度、介護休業等の申出先、介護休業給付に関する

こと）について情報提供を実施する。 

 

第２８条〔復職後の勤務〕 

 育児・介護休業後の勤務は、原則として、休業

直前の部署及び職務とする。 

２ 本条第１項にかかわらず、本人の希望がある

場合及び組織の変更等やむを得ない事情がある場

合には、部署及び職務の変更を行うことがある。

この場合は、育児休業終了予定日の１か月前、介

護休業終了予定日の２週間前までに正式に決定し

通知する。 

 

第２９条〔年次有給休暇〕 

  省略 

 

（削除）※第２２条～２５条に再編。 

 

 

 

 

 

 

 

第３０条〔法令との関係〕 

育児・介護休業、子の看護等休暇、介護休暇、

育児・介護のための所定外労働の制限、育児・介

護のための時間外労働及び深夜業の制限並びに所

定労働時間の短縮措置等に関して、この規程に定

めのないことについては、育児・介護休業法その

他の法令の定めるところによる。 

 

附  則 

〔目 的〕〔育児休業の対象者〕 
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〔育児休業の申出の手続等〕 

〔育児休業の申出の撤回等〕 

〔育児休業の期間等〕 

〔出生時育児休業の対象者〕 

〔出生時育児休業の申出の手続等〕 

〔出生時育児休業の申出の撤回等〕 

〔出生時育児休業の期間等〕 

〔介護休業の対象者〕 

〔介護休業の申出の手続等〕 

〔介護休業の申出の撤回等〕 

〔介護休業の期間等〕〔子の看護等休暇〕 

〔介護休暇〕 

〔育児・介護のための所定外労働の制限〕 

〔育児・介護のための時間外労働の制限〕 

〔育児・介護のための深夜業の制限〕 

〔育児短時間勤務〕〔介護短時間勤務〕 

〔禁止行為〕〔懲戒〕 

〔相談及び苦情への対応〕 

〔再発防止の義務〕〔賃金等の取扱い〕 

〔介護休業期間中の社会保険料の取扱い〕 

〔円滑な取得及び職場復帰、制度利用支援〕〔復

職後の勤務〕〔年次有給休暇〕 

〔法令との関係〕 

この改正規程は令和７年６月２３日から施行す

る。 

 

第２２５回臨時議員総会（令和７年１１月４日）において、次のとおり規則を改正した。 

 

１．委員会規則の改正 

旧条文 新条文 

第２条 本商工会議所は、その目的を達成する必

要な重要事項を調査研究するため、下記の

委員会を置く。 

       (1) 都市振興委員会 

       (2) 中小企業委員会 

       (3) 税務労政委員会 

       (4) 交通観光委員会 

       (5) 総務委員会 

第２条 本商工会議所は、その目的を達成する必

要な重要事項を調査研究するため、下記の

委員会を置く。 

       (1) 都市振興委員会 

       (2) 中小企業委員会 

       (3) 人材・労務委員会 

       (4) 交通観光委員会 

       (5) 総務委員会 
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 附  則 

１ 第２条の改正規則は、令和７年１１月４日か

ら実施する。 

 

第２２６回通常議員総会（令和８年３月２３日）において、次のとおり規則並びに規程を改正した。 

 

１．就業規則  

旧条文 新条文 

（手 当） 

第２１条 時間外及び休日勤務は次のとおりと

し、別に定める給与規則により手当を支給す

る。 

１．平 日 午後６時００分より 

 

 

２．休 日 就業時間 

 

２ 省略 

 

（手 当） 

第２１条 時間外及び休日勤務は次のとおりと

し、別に定める給与規則により手当を支給す

る。 

１．平 日 法定労働時間を超えて 

業務を命じられ勤務し 

た時間 

２．休 日 業務を命じられ勤務し 

た時間 

２ 省略 

 

附  則 

（手 当） 

この改正規則は令和８年３月２３日から施行す

る。 

 

２．育児・介護休業規程 

旧条文 新条文 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２０条 〔柔軟な働き方を実現するための措

置〕 

 ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を

養育する職員（対象職員）は、柔軟な働き方を実

現するために申出ることにより、次のうちいずれ

か１つの措置を選択して利用することができる。 

（１）始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ 

（２）養育両立支援休暇の付与 

２ 本条第１項にかかわらず、次のいずれかに該

当する職員からの柔軟な働き方を実現するための

措置の申出は拒むことができる。 

（１）日雇職員 

（２）労使協定によって除外された次の職員 

  イ 入所１年未満の職員 
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  ロ １週間の所定労働日数が２日以下の職員 

３ 本条第１項第１号に定める始業・終業時刻の

繰上げ・繰下げの措置内容および申出について

は、次のとおりとする。 

（１）対象職員は、申出ることにより、就業規則

に定める始業および終業の時刻について、

１時間の範囲で始業・終業時刻の繰上げ・

繰り下げをすることができる。 

（２）申出をしようとする者は、１回につき１年

以内の期間について、制度の適用を開始し

ようとする日および終了しようとする日な

らびに始業・終業時刻の繰上げ・繰下げの

範囲を明らかにして、原則として適用開始

予定日の１か月前までに、時差出勤申出書

により商工会議所に申出なければならな

い。申出書が提出されたときは、商工会議

所は速やかに申出者に対し、育児時差出勤

取扱通知書を交付する。その他適用のため

の手続等については、第３条から第５条ま

での規定（第３条第２項、第３項、第４項

及び第４条第３項を除く。）を準用する。 

４ 給与、期末手当、定期昇給および退職金の計

算にあたっては、取得期間は通常の勤務をしたも

のとみなす。 

５ 本条第１項第２号に定める養育両立支援休暇

の措置内容および申出については、次のとおりと

する。 

（１）対象職員は、就業しつつ子を養育する事を

容易にするため、年間１０日を限度として

養育両立支援休暇を取得する事ができる。 

（２）養育両立支援休暇は、１日の所定労働時間

を変更せず、時間単位で始業時刻から連続または

終業時刻まで連続して取得することができるもの

とする。 

（３）取得しようとする者は、原則として、所定

の手続きによって事前に商工会議所に申出るもの

とする。 

６ 給与、期末手当、定期昇給および退職金の計

算にあたっては、取得期間は通常の勤務をしたも

のとみなす。 
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第２０条 〔介護短時間勤務〕 

  省略 

 

第２１条 〔禁止行為〕 

省略 

 

第２２条 〔懲戒〕 

省略 

 

第２３条 〔相談及び苦情への対応〕 

省略 

 

第２４条 〔再発防止の義務〕 

省略 

 

第２５条 〔賃金等の取扱い〕 

  省略 

 

第２６条 〔介護休業期間中の社会保険料の取扱

い〕 

省略 

 

第２７条 〔円滑な取得及び職場復帰、制度利用

支援〕 

 商工会議所は、職員から本人または配偶者が妊

娠・出産等したことまたは本人が対象家族を介護

していることの申出があった場合は、当該職員に

対して、円滑な休業取得及び職場復帰ならびに制

度利用を支援するために、第１号の措置を実施す

る。また、育児休業、出生時育児休業、介護休業

及び介護両立支援制度等の申出が円滑に行われる

ようにするため、第２号の措置を実施する。 

（１） 省略 

（２）育児休業（出生時育児休業含む）に関する

相談体制を整備する。 

 

 

 

 

 

第２１条 〔介護短時間勤務〕 

  省略 

 

第２２条 〔禁止行為〕 

省略 

 

第２３条 〔懲戒〕 

省略 

 

第２４条 〔相談及び苦情への対応） 

省略 

 

第２５条 〔再発防止の義務〕 

省略 

 

第２６条 〔賃金等の取扱い〕 

  省略 

 

第２７条 〔介護休業期間中の社会保険料の取扱

い〕 

省略 

 

第２８条 〔円滑な取得及び職場復帰、制度利用

支援〕 

 商工会議所は、職員から本人または配偶者が妊

娠・出産等したことまたは本人が対象家族を介護

していることの申出があった場合は、当該職員に

対して、円滑な休業取得及び職場復帰ならびに制

度利用を支援するために、第１号の措置を実施す

る。また、育児休業、出生時育児休業、介護休業

及び介護両立支援制度等の申出が円滑に行われる

ようにするため、第２号の措置を実施する。 

（１） 省略 

（２）育児休業（出生時育児休業含む）に関する

相談体制を整備する。 

２ 商工会議所は、職員の子が１歳１１か月に達

する日の翌々日から２歳１１か月に達する日の翌

日までの間に、第１６条から第１８条の制度およ

び第２０条に規定する措置等（措置の内容および

申出先）の周知および制度利用の意向確認を実施
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２ 省略 

 

第２８条〔復職後の勤務〕 

  省略 

 

第２９条〔年次有給休暇〕 

  省略 

 

第３０条〔法令との関係〕 

  省略 

 

 

する。 

３ 商工会議所は、職員から本人または配偶者が

妊娠・出産等したことの申出があったとき、ま

た、商工会議所は、職員の子が１歳１１か月に達

する日の翌々日から２歳１１か月に達する日の翌

日までの間に、当該職員に対して、仕事と育児の

両立の支障となる個別の事情の改善に資する事項

（勤務時間帯、勤務地、育児両立支援制度等の利

用期間など）に関する意向の聴取を実施する。 

４ 省略 

 

第２９条〔復職後の勤務〕 

 省略 

 

第３０条〔年次有給休暇〕 

  省略 

 

第３１条〔法令との関係〕 

  省略 

 

附  則 

〔柔軟な働き方を実現するための措置〕〔円滑な

取得及び職場復帰、制度利用支援〕 

この改正規程は令和８年３月２３日から施行す

る。 

 

  ３．服装・身だしなみに関する規程 

第１条（目的・適用範囲） 

この規程は、北見商工会議所（以下、「当所」）に勤務する全ての職員、嘱託職員等の服装と身だしなみ

について定める。 

第２条（基本方針） 

  職員の服装と身だしなみは、働きやすいもの、会員企業や来訪者に違和感や奇異感を与えないものを基本

とし、社会常識の範囲内にあるものとする。 

第３条（環境配慮） 

 職員は年間を通じて過度な冷暖房に頼らず、気候と気温に合わせた服装を選択し、環境に配慮した働き

方を意識するものとする。 

第４条（公式行事の服装） 

総会、委員会・部会等、公式会議や事業の運営・出席は、下記の通りとする。 
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１ 上下スーツ、Yシャツ、ブラウスを着用する。（記章着用） 

  ２ 通年でノーネクタイを可とするが、必要に応じてネクタイ着用（新年交礼会や記念式典等） 

とする。 

第５条（通常勤務の服装） 

通常勤務時（内部会議等の運営・出席を含む）は、下記の通りとする。 

１ 商工会議所職員として品位を失わない節度ある服装であること。 

２ 通年でノーネクタイを可とする。 

３ Yシャツやブラウス等（襟無しシャツ可）、及びジャケットを着用する。（記章着用） 

但し、夏期（６月～９月）はジャケット無しを可とする。 

４ 靴は革靴、パンプス、フラットシューズなど華美でないものとし、スニーカー、サンダル、オープン

トゥーなどは不可とする。 

第６条（イベント・屋外業務時の服装） 

 イベント、物販催事、屋外業務などの服装は、下記の通りとする。 

１ 商工会議所職員として品位を失わない節度ある服装であること。 

２ 労働環境や業務内容に応じた機能性と清潔感のある服装で、且つ気候と気温に十分に配慮した服装

とする。 

３ 所属長の判断で動きやすい服装（ポロシャツ・チノパン・スニーカーなど）を可とする。 

第７条（禁止事項） 

  次の各号に挙げる服装と身だしなみは認めない。 

   １ 動きにくいもの、仕事の効率を阻害するもの。 

２ 他者に奇異な感じや不快感を与えるもの 

３ 著しく派手なもの。 

４ 透け感や露出度の多いもの、挑発的なもの。 

５ その他、過度なアクセサリー装着、入れ墨、ひげ等、職員として相応しくないと判断されるもの。 

第８条（判定基準） 

 服装と身だしなみが前条に該当するかどうかの判定は、事務局長、総務部長、所属長および周囲の複数

職員の判断により行う。 

第９条（改善指導・制裁） 

服装と身だしなみが第７条に該当すると判定されたときは、その職員に対して改善を指示する。指示に

従わないときは就業規則第４７条に定める制裁の対象とする。 

附   則 

１．この規程は、令和８年４月１日より施行する。 
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２．組    織  

Ａ．会    員（令和８年３月３１日現在） 

（１）会  員  数                  

区 分      年度当初会員数 加 入 者 数 脱 退 者 数       年度末現在会員数 

個 人      ３９６ １０ ４２ ３６４ 

法 人      １，１７０ １８ ４２ １，１４６ 

団 体      ３０ ０ ４ ２６ 

特 別 会 員 ３３ ７ １ ３９ 

計 １，６２９ ３５ ８９ １，５７５ 

※令和７年度新入会員数 ２５社（人） 

 令和７年度退会会員数 ７９社（人） 

 

（ａ）会費負担別会員数 

口 数 別 １３０口 １００口 ９０口 ６５口 ６０口 ５０口 ４５口 ４０口 

会 員 数 １ １ ３ ３ １ ６ ４ ４ 

口数別計 １３０ １００ ２７０ １９５ ６０ ３００ １８０ １６０ 

 

３５口 ３２口 ３０口 ２５口 ２０口 １５口 １４口 １３口 １２口 

４３ １  ２ ３３ ３ ７ ２ １ ４ 

１，５０５ ３２    ６０ ８２５ ６０ １０５ ２８ １３  ４８ 

          
１１口 １０口  ８ 口 ７ 口 ６ 口 ５ 口 ４ 口  ３ 口 ２ 口 

２ ５３   １０  ５   １２ ７４ ３４ ９０３ ３６３ 

２２ ５３０ ８０     ３５ ７２ ３７０ １３６ ２，７０９ ７２６ 

 

合 計 

１，５７５ 

８，７５１ 

 

（ｂ）選挙権保有別会員数 

選挙権別 ５０票 ４６票 ４１票 ３６票 ３３票 ３１票 ２６票 

会 員 数 １５ ４ ４ ４３ １ ２ ３２ 

選挙権数 ７５０ １８４ １６４ １，５４８ ３３ ６２ ８３２ 

 
２１票 １６票 １５票 １４票 １３票 １２票 １１票 ９票 

 ３ ７ ２ １ ３ ２ ５２ １０ 

６３ １１２ ３０ １４ ３９ ２４ ５７２ ９０ 
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８ 票 ７ 票 ６ 票 ５ 票 ４ 票 ３ 票 合  計 

５ １２ ７１ ３４ ８７７ ３５６ １，５３６ 

４０ ８４ ４２６ １７０ ３，５０８ １，０６８       ９，８１３       

※注）特別会員は、選挙権を有しない。 

 

 

（２）部会及び法人・個人別会員数 

部 会 ・ 分 科 会 名               法 人 会 員        個 人 会 員        合 計        

商 業 部 会         

工 業 部 会         

建 設 業 部 会         

理 財 部 会         

サービス業部会         

料理飲食業分科会           

庶 業 分 科 会           

運 輸 車 輌 部 会         

 ２２６ 

１１５ 

３０３ 

１０２ 

２８８ 

７７ 

２１１ 

１３７ 

５２ 

１６ 

６４ 

３０ 

１８８ 

１０９ 

７９ 

１５ 

２７８ 

１３１ 

３６７ 

１３２ 

４７６ 

１８６ 

２９０ 

１５２ 

合                計 １，１７１ ３６５ １，５３６ 

特 別 会 員 ３２ ７ ３９ 

総        計 １，２０３ ３７２ １，５７５ 

 

 

（３）委  員  会  

委員会名 委員数 主  な  審  議  事  項 

都市振興委員会 １６人 

本道の総合開発また当地域の都市計画、産業立地条件、中心市街地活性化

等の諸問題の研究調査及びその検討と対策にあたる。また当地域の振興、開

発に関る政策について国・道・市などに対して意見活動を行なう。   

中小企業委員会 １６人 

中小企業の経営全般、雇用問題、従業員等の技術及び技能の向上など中小

企業振興並びに国税、地方税等の税制について、また、地域と企業の情報化

支援などの検討とその対策にあたる。  

人材・労務委員会 １６人 
人口減少と労働力不足（人材確保）及び雇用労働環境問題についてその検

討と対策にあたる。 

交通観光委員会 １７人 
当地域の道路、運輸及び交通体系の整備並びに市内観光、広域的観光及び

物産振興等の諸問題の研究調査及び検討と対策にあたる。 

総 務 委 員 会        １６人 
本商工会議所会員の拡大、その他本商工会議所の運営に関して必要な諸問

題、表彰及び他の委員会に属さない事項等の検討と対策にあたる。 

姉妹友好都市        

経済交流委員会        
２０人 

国内外の姉妹都市友好都市との経済交流及び親善交流活動についての調査

研究及び審議にあたる。 

会員拡大委員会 ２０人 組織率向上の検討と対策にあたる。 
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Ｂ．特定商工業者数（令和８年３月３１日現在） 

      特定商工業者数は次のとおりである。 

区         分 特定商工業者数 
内              訳 

会    員    数 非  会  員  数 

個          人 

法          人 

３４ 

１，６６６ 

２０ 

１，０９４ 

１４(  1) 

５７２(197) 

計 １，７００ １，１１４ ５８６(198) 

（  ）内は負担金を納入している非会員数。 

 

 

 

Ｃ．役  員（令和８年３月３１日現在） 

区      分 定      数 実      数 備      考 

会          頭 

副    会    頭 

専  務  理  事 

常    議    員 

監          事 

理     事 

 １人 

 ３人 

 １人 

２８人 

 ３人 

 ２人 

 １人 

 ３人 

 １人 

２８人 

 ３人 

 １人 

 

計 ３８人 ３７人  

 

役    名 氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業   種 

会    頭 

副 会 頭 

〃 

〃 

専務理事 

常 議 員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

舛 川   誠 

河 合 昭 徳 

片 山 隆 文 

永 田 裕 一 

服 部 浩 司 

天 内 健 吾 

飯 田   守 

五十嵐   龍 

小 原   誠 

海 田 有 一 

柏 尾 典 秀 

亀 井   滋 

鴨 下 辰 哉 

桑 原 賢史朗 

小 泉 富 裕 

小 柳 亨 信 

坂 口 政 義 

佐 藤 慎 也 

北見通運株式会社代表取締役社長 

ネッツトヨタ北見株式会社代表取締役社長 

北見信用金庫理事長 

株式会社北見薄荷通商代表取締役 

北見商工会議所 

株式会社天内工務店代表取締役社長 

株式会社飯田葬儀社代表取締役 

五十嵐建設株式会社代表取締役 

北洋建設株式会社代表取締役 

株式会社海田鋼材代表取締役会長 

学校法人栗原学園理事長 

北見石灰工業株式会社代表取締役社長 

北辰土建株式会社代表取締役社長 

桑原電装株式会社代表取締役社長 

村井小泉建設株式会社代表取締役社長 

株式会社小柳中央堂代表取締役 

株式会社坂口精肉店代表取締役 

株式会社北進商会代表取締役 

通 運 業 

自 動 車 小 売 業 

金 融 業 

食 品等製造 卸売業 

 

建 設 業 

葬 儀 葬 祭 業 

建 設 業 

建 設 業 

鋼 材 卸 売 業 

教 育・学習 支援業 

石 灰 製 造 業 

建 設 業 

電 装 品 卸 小 売 業 

建 設 業 

事 務 機 卸 売 業 

精 肉 卸 売 業 

建 築 資 材 卸 売 業 
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常 議 員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

監  事 

〃 

〃 

理  事 

主 藤 隆 臣 

主 藤 雅 裕 

田 尾 航 太 

高 橋 廣 志 

田 巻 順 子 

堂 田 佳 裕 

中 村 雅 俊 

成 中 徳 一 

西   嘉 隆 

原 谷 真 人 

前 田 康 仁 

松 原 英 行 

宮 武 亨 丞 

渡 部 徳 章 

渡 辺 裕 之 

戸 田 龍 一 

阪 田   裕 

西 田 篤 史 

因   芳 広 

株式会社北見メッセ代表取締役 

株式会社安全代表取締役 

株式会社東部第一代表取締役社長 

鐘ヶ江建設株式会社代表取締役 

株式会社田巻美石園代表取締役 

堂田車輌工業株式会社代表取締役社長 

株式会社中村陶苑取締役 

株式会社東洋リネンサプライ代表取締役 

株式会社マルニ西木材店代表取締役社長 

北見石油販売株式会社代表取締役 

北一食品株式会社代表取締役 

有限会社松原新聞販売店代表取締役 

株式会社メンティス代表取締役 

有限会社小柳仏壇店代表取締役社長 

北見観光開発株式会社代表取締役 

株式会社サン園芸取締役会長 

阪田労務管理事務所所長 

税理士法人西田会計事務所代表社員 

北見商工会議所参与 

不 動 産 賃 貸 業 

自 動車硝子 販売業 

石 油 製 品 小 売 業 

建 設 業 

花 卉 小 売 業 

車 輌 整 備 業 

陶 器 小 売 業 

リ ネンサプ ライ 業 

製 材 製 造 業 

石 油製品卸 小売業 

飲 食 業 

新 聞 小 売 業 

ビルメンテナンス業  

仏 壇 仏 具 小 売 業 

宿 泊 業 

種 苗・肥料 卸売業 

社 会保険労 務士業 

税 理 士 業 

 

 

 

Ｄ．議    員（令和８年３月３１日現在） 

区          分 定      数 実      数 備                考 

1 号 議 員        ４５  人 ４５  人  

2 号 議 員        ２８  人 ２８  人  

3 号 議 員        １２  人 １２  人  

計 ８５  人   ８５  人  

 
氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業   種 

（１号議員）        

天 池 鉄 也 

天 内 健 吾 

伊 谷 樹 里 

市 川 隆 博 

稲 村 秀 一 

今 川 秀 樹 

近 江 孝 介 

加 藤 善 和 

亀 井   滋 

 

株式会社吉崎工業所代表取締役社長 

株式会社天内工務店代表取締役社長 

株式会社アルカス代表取締役社長 

株式会社マルミチ代表取締役 

稲村電設工事株式会社代表取締役 

株式会社ミズノ硝子建材常務取締役 

近江司法書士事務所所長 

株式会社陽気堂代表取締役社長 

北見石灰工業株式会社代表取締役社長 

 

建 設 業 

建 設 業 

飲 食 業 

建 設 資 材 卸 売 業 

電 気 工 事 業 

建 材 卸 小 売 業 

司 法 書 士 業 

建 設 業 

石 灰 製 造 業 
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北 野 達 志 

京 塚 啓 司 

倉 本   宏 

黒 部 一 哉 

桑 原 賢史朗 

小 泉 富 裕 

近 藤 充 広 

紺 野 賢太郎 

坂 井 達 哉 

坂 本   勤 

佐々木 幸 紀 

 

佐々木 雄 一 

佐 藤 慎 也 

佐 藤 貴 彦 

篠 尾 和 孝 

隨 行 一 臣 

杉 田 英 寿 

田 尾 航 太 

高 橋 嗣 雄 

谷 口 日出夫 

田 巻 順 子 

千 葉 秀 俊 

津 村 健 太 

堂 田 佳 裕 

中 井 真太郎 

中 川 勝 一 

中 村 雅 俊 

成 中 徳 一 

原 谷 真 人 

船 橋 悠 太 

松 井 順 仁 

松 谷 光 浩 

松 原 英 行 

水 元   曜 

八 木 雅 之 

渡 辺 主 人 

株式会社道東アークス代表取締役 

有限会社マークス代表取締役 

株式会社倉本鉄工所代表取締役会長 

株式会社ホテル黒部代表取締役 

桑原電装株式会社代表取締役社長 

村井小泉建設株式会社代表取締役社長 

株式会社コンサルトジャパン代表取締役 

有限会社サンケイプリント社代表取締役常務 

株式会社坂井印刷常務取締役 

株式会社ホームセンター坂本代表取締役社長 

アクサ生命保険株式会社道東営業所北見オフィス 

採用育成マネージャー 

大幸建設株式会社代表取締役社長 

株式会社北進商会代表取締役 

北見木工協同組合副理事長 

河西建設株式会社代表取締役社長 

有限会社ドライケミカル北見代表取締役 

有限会社杉商代表取締役 

株式会社東部第一代表取締役社長 

北都板金工業株式会社代表取締役 

株式会社日本旅行北海道北見支店支店長 

株式会社田巻美石園代表取締役 

光化成株式会社代表取締役 

株式会社ツムラ代表取締役 

堂田車輌工業株式会社代表取締役社長 

株式会社エース・クリーン代表取締役 

株式会社エヌ・ケー建築設計室代表取締役 

株式会社中村陶苑取締役 

株式会社東洋リネンサプライ代表取締役 

北見石油販売株式会社代表取締役 

船橋西川建設株式会社代表取締役副社長 

株式会社ワカバ堂代表取締役専務 

三和工業株式会社代表取締役社長 

有限会社松原新聞販売店代表取締役 

水元建設株式会社代表取締役 

北見地区電気工事業協同組合北見支部支部長 

株式会社清月代表取締役 

食 料 品 小 売 業 

自 動 車 小 売 業 

鉄 工 業 

宿 泊 業 

電 装 品 卸 小 売 業 

建 設 業 

保 険 代 理 業 

印 刷 業 

印 刷 業 

ホ ー ム セ ン タ ー 

保 険 業 

 

建 設 業 

建 築 資 材 卸 売 業 

協 同 組 合 

舗 装 工 事 業 

消 防 設 備 工 事 業 

飲 食 業 

石 油 製 品 小 売 業 

建 設 業 

旅 行 業 

花 卉 小 売 業 

化 学 製 品 卸 売 業 

食品 製造卸 小売 業 

車 輌 整 備 業 

廃 棄 物 処 理 業 

建 築 設 計 業 

陶 器 小 売 業 

リネ ンサプライ 業 

石油 製品卸小売 業 

建 設 業 

看 板 請 負 業 

建 設 業 

新 聞 小 売 業 

建 設 業 

協 同 組 合 

菓 子 製 造 小 売 業 
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氏      名 企業の名称及び企業上の地位 選 出 部 会      

（２号議員）        

安 部 彰 人 

荒 井   勉 

飯 田   守 

近 江   強 

岡 村 金 司 

小 原   誠 

海 田 有 一 

柏 尾 典 秀 

加 藤 雄 市 

鴨 下 辰 哉 

河 合 昭 徳 

木 村 眞 吾 

小 柳 亨 信 

坂 口 政 義 

主 藤 隆 臣 

主 藤 雅 裕 

高 橋 廣 志 

竹 田 貴 彦 

中 神   拓 

永 田 裕 一 

西   嘉 隆 

久 島 玲 一 

前 田 康 仁 

宮 武 亨 丞 

向 井 明 廣 

弓 山 充 康 

渡 部 徳 章 

渡 辺 裕 之 

 

北見情報技術株式会社代表取締役 

株式会社勉強屋本部代表取締役 

株式会社飯田葬儀社代表取締役 

株式会社セクト取締役会長 

岡村建設株式会社代表取締役会長 

北洋建設株式会社代表取締役 

株式会社海田鋼材代表取締役会長 

学校法人栗原学園理事長 

北見管工事事業協同組合代表理事 

北辰土建株式会社代表取締役社長 

ネッツトヨタ北見株式会社代表取締役社長 

北海道電力ネットワーク株式会社北見支店北見支店長 

株式会社小柳中央堂代表取締役 

株式会社坂口精肉店代表取締役 

株式会社北見メッセ代表取締役 

株式会社安全代表取締役 

鐘ヶ江建設株式会社代表取締役 

北見日産自動車株式会社代表取締役社長 

株式会社中神土木設計事務所代表取締役 

株式会社北見薄荷通商代表取締役 

株式会社マルニ西木材店代表取締役社長 

北成建設株式会社代表取締役社長 

北一食品株式会社代表取締役 

株式会社メンティス代表取締役 

株式会社東亜リサーチ代表取締役社長 

株式会社日専連ニックコーポレーション代表取締役 

有限会社小柳仏壇店代表取締役社長 

北見観光開発株式会社代表取締役 

 

サ ー ビ ス 業 部 会 

商 業 部 会 

サ ー ビ ス 業 部 会 

理 財 部 会 

建 設 業 部 会 

建 設 業 部 会 

商 業 部 会 

サ ー ビ ス 業 部 会 

建 設 業 部 会 

建 設 業 部 会 

運 輸 車 輌 部 会 

工 業 部 会 

商 業 部 会 

商 業 部 会 

理 財 部 会 

運 輸 車 輌 部 会 

建 設 業 部 会 

運 輸 車 輌 部 会 

建 設 業 部 会 

工 業 部 会 

工 業 部 会 

建 設 業 部 会 

サ ー ビ ス 業 部 会 

サ ー ビ ス 業 部 会 

サ ー ビ ス 業 部 会 

理 財 部 会 

商 業 部 会 

サ ー ビ ス 業 部 会 

 
氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業   種 

（３号議員）        

五十嵐   龍 

小野田 禎 久 

片 山 隆 文 

木 村 友 美 

清 水   一 

中 地 大 介 

橋 川   功 

 

五十嵐建設株式会社代表取締役 

北海道ガス株式会社北見支店支店長 

北見信用金庫理事長 

北海道電力株式会社北見支社北見支社長 

北海道糖業株式会社北見製糖所執行役員北見製糖所長 

株式会社北洋銀行北見中央支店執行理事支店長 

株式会社ほくべい代表取締役社長 

 

建 設 業 

ガ ス 業 

金 融 業 

電 気 業 

食 品 製 造 業 

金 融 業 

米穀・食料品卸売業 
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東 田 武 彦 

福 村 泰 司 

藤 澤 慎 也 

舛 川   誠 

三 國 聡 司 

株式会社北海道銀行北見支店執行役員支店長 

北海道北見バス株式会社代表取締役社長 

住友生命保険相互会社北見支社支社長 

北見通運株式会社代表取締役社長 

ＮＴＴ東日本株式会社北海道東支店北見営業支店北見営業支店長 

金 融 業 

旅 客 運 送 業 

保 険 業 

通 運 業 

情 報 通 信 業 

 
議員の職務を行う者の変更 

（１）令和７年４月１日付けで、住友生命保険相互会社北見支社より米津知裕氏を藤澤慎也氏に変更の届

出があった。  

（２）令和７年４月１日付けで、北海道糖業株式会社北見製糖所より岩崎豪司氏を清水一氏に変更の届出

があった。  

（３）令和７年７月２日付けで、北見地区電気工事業協同組合北見支部より佐藤洋二氏を八木雅之氏に変

更の届出があった。  

 

 

 

Ｅ．部会長等（令和８年３月３１日現在）   

（１）商業部会 

役              名 氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業    種 

部    会    長 

副 部 会 長            

〃 

〃 

〃 

坂 口 政 義 

荒 井   勉 

市 川 隆 博 

北 野 達 志 

小 柳 亨 信 

株式会社坂口精肉店代表取締役 

株式会社勉強屋本部代表取締役 

株式会社マルミチ代表取締役 

株式会社道東アークス代表取締役 

株式会社小柳中央堂代表取締役 

精 肉 卸 売 業 

衣 類 品 小 売 業 

建設資材卸売業 

食 料 品 小 売 業 

事 務 機 卸 売 業 

 

（常任委員） 

アストモスリテイリング㈱、㈲飯坂商店、イオン北海道㈱イオン北見店、石崎石油㈱、イト電商事㈱北見支店、

植松呉服店、エネルギーサービス北海道㈱、㈱オホーツク大地、㈱カイダ、㈱海田鋼材、北日本事務機㈱、北

見小売酒販組合、北見石油販売㈱、（協組）北見綜合卸センター、㈱キョクイチマルキタ事業部、㈲ケイ・エ

ム・テイ、㈱コージ、小西畜肉㈱、（生協）コープさっぽろ、こばた屋時計店、㈲小柳仏壇店、㈱ササキ種苗、

㈱サン園芸、㈱太陽商会、大協商事㈱、㈱ダックショップたかはし、㈱たつみ商事、㈱田巻美石園、㈱玉屋眼

鏡院、㈱東部第一、㈲西田商店、㈱つじ、㈱中村陶苑、㈲ニューおだ、長谷川産業㈱北見店、㈱ブリックシオ

タ、ブルームスピリッツ、㈱ホームセンター坂本、㈱ほくべい、㈱北進商会、㈱まちづくり北見、㈱マルモ、

㈱ミズノ硝子建材、ムラセ時計店、㈱ヤマヨシ、ヨシヤ・㈲石川洋品店、㈱リヨーユウ石油 
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（２）工業部会  

役              名 氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業    種 

部 会 長            

副 部 会 長            

〃 

〃 

亀 井   滋 

佐 藤 貴 彦 

紺 野 賢太郎 

渡 辺 主 人 

北見石灰工業株式会社代表取締役社長 

北見木工協同組合副理事長 

有限会社サンケイプリント社代表取締役常務

㈱清月代表取締役 

石 灰 製 造 業 

協 同 組 合 

印 刷 業 

菓 子製造 小売 業 

 

（常任委員） 

㈲一勝庵、㈲羽前屋、㈱菓子工房バースデーイヴ、㈱菓子處大丸、企業組合北見産学医協働センター、北見第

一木材㈱、㈱北見薄荷通商、北見プレス㈱、京セラ㈱北海道北見工場、㈱倉本鉄工所、㈱グリーンズ北見、㈱

坂井印刷、㈱坂野電機工業所、㈱佐藤建具、㈱三永技研工業、㈱ツムラ、東興建材㈱、永田製飴㈱、㈱中橋建

装、㈱林鉄工、光化成㈱、㈱福地工業、㈱北信、北海教材木工㈱、北海道ガス㈱北見支店、北海道電力㈱北見

支社、北海道電力ネットワーク㈱北見支店、北海道糖業㈱北見製糖所、㈱マルニ西木材店、緑ヶ丘木工㈱、㈱

安田鉄工所、㈱Ｌａ Ｎａｔｕｒｅｖｅ 

 

 

 （３）建設業部会  

役          名 氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業    種 

部 会 長            

副 部 会 長            

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

岡 村 金 司 

松 井 順 仁 

鴨 下 辰 哉 

加 藤 雄 市 

中 神   拓 

篠 尾 和 孝 

八 木 雅 之 

佐々木 雄 一 

岡村建設株式会社代表取締役会長 

株式会社ワカバ堂代表取締役専務 

北辰土建株式会社代表取締役社長 

北見管工事事業協同組合代表理事 

株式会社中神土木設計事務所代表取締役 

河西建設株式会社代表取締役社長 

北見地区電気工事業協同組合北見支部支部長 

大幸建設株式会社代表取締役社長 

建 設 業 

看 板 請 負 業 

建 設 業 

協 同 組 合 

測 量 設 計 業 

舗 装 工 事 業 

協 同 組 合 

建 設 業 

 

（常任委員） 

㈲阿部板金工業、天内工業㈱、㈱天内工務店、五十嵐建設㈱、イガリ建設㈱、稲村電設工事㈱、㈱イワサキ、

エスケー電気㈱、㈱エヌ・ケー建築設計室、㈱大江建設工業、鐘ヶ江建設㈱、㈱北見宇部、（一社）北見地域

職業訓練センター運営協会、桑原電工㈱、興和建設㈱、㈱ゴダイ、小西工業㈱、㈲左官釡澤組、桜井暖房工業

㈱、㈱三共後藤建設、㈱三晃測地設計、㈲サンテック、三和工業㈱、㈱ダイイチ、㈱大設工業、大地建設㈱、

塚原ガラス工業㈱、㈱東伸、㈱時枝工業、㈲ドライケミカル北見、日建片桐リース㈱北見営業所、船橋西川建

設㈱、㈱舟山組、㈱北辰工業、㈲北進塗装工業、北成建設㈱、北都板金工業㈱、北洋建設㈱、㈱ホクリンコン

サルタント、北海設計㈱北見支店、㈱北海電工北見支店、㈱北海道建設新聞社北見支社、北海ロード㈱、㈱松

浦板金工業所、水元建設㈱、村井小泉建設㈱、モーリー㈱、㈱山腰測量設計事務所、㈱陽気堂、陽気堂クリ

エート工業㈱、㈱吉崎工業所 
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（４）理財部会 

役           名 氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業    種 

部 会 長            

 

副 部 会 長            

 

〃 

〃 

 

〃 

中 地 大 介 

 

東 田 武 彦 

 

藤 澤 慎 也 

弓 山 充 康 

 

近 江 孝 介 

株式会社北洋銀行北見中央支店 

執行理事支店長 

株式会社北海道銀行北見支店 

執行役員支店長 

住友生命保険相互会社北見支社支社長 

株式会社日専連ニックコーポレーション 

代表取締役 

近江司法書士事務所所長 

金 融 業 

 

金 融 業 

 

保 険 業 

不 動 産 業 

 

司 法 書 士 業 

 

（常任委員）  

アクサ生命保険㈱道東営業所北見オフィス、網走信用金庫北見支店、エヌシーきたみ、遠軽信用金庫北見支店、

北見信用金庫、㈱北見メッセ、共栄火災海上保険㈱北見支社、㈱コンサルトジャパン、阪田労務管理事務所、

清水康嗣税理士事務所、昭和商事㈱、㈱セクト、損害保険ジャパン㈱東北海道支店北見支社、（税）中央総合

会計北見、東京海上日動火災保険㈱北見支社、㈱ナカシン、（税）西田会計事務所、㈱日本政策金融公庫北見

支店、㈲ハウスポート、富国生命保険(相)北見支社 

 

（５）サービス業部会    

役           名 氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業    種 

部 会 長            

副 部 会 長            

〃 

観光・飲食業分科会長 

〃    副分科会長       

  〃    〃 

  〃    〃 

〃    〃 

〃    〃 

 

庶 業 分 科 会 長            

〃    副分科会長       

〃    〃 

〃    〃          

 

  〃    〃 

〃    〃 

〃    〃 

〃    〃 

〃    〃 

杉 田 英 寿 

渡 辺 裕 之 

柏 尾 典 秀 

渡 辺 裕 之 

伊 谷 樹 里 

小 原 直 人 

前 田 康 仁 

黒 部 一 哉 

小 池 康 幸 

 

柏 尾 典 秀 

飯 田   守 

中 井 真太郎 

三 國 聡 司 

 

向 井 明 廣 

成 中 徳 一 

谷 口 日出夫 

松 原 英 行 

宮 武 亨 丞 

有限会社杉商代表取締役 

北見観光開発株式会社代表取締役 

学校法人栗原学園理事長 

北見観光開発株式会社代表取締役 

株式会社アルカス代表取締役社長 

株式会社オホーツクビール取締役支配人 

北一食品株式会社代表取締役 

株式会社ホテル黒部代表取締役 

北海道社交飲食生活衛生同業組合北見支部 

支部長 

学校法人栗原学園理事長 

株式会社飯田葬儀社代表取締役 

株式会社エース・クリーン代表取締役 

ＮＴＴ東日本株式会社北海道東支店 

      北見営業支店北見営業支店長 

株式会社東亜リサーチ代表取締役社長 

株式会社東洋リネンサプライ代表取締役 

株式会社日本旅行北海道北見支店支店長 

有限会社松原新聞販売店代表取締役 

株式会社メンティス代表取締役 

飲 食 業 

宿 泊 業 

教育・学習支援業 

宿 泊 業 

飲 食 業 

飲 食 業 

飲 食 業 

宿 泊 業 

団 体 

 

教育・学習支援業 

葬 儀 葬 祭 業 

廃 棄 物 処 理 業 

情 報 通 信 業 

 

情 報 サ ー ビ ス 業 

リネンサプライ業 

旅 行 業 

新 聞 小 売 業 

ビルメンテナンス業 
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（観光・飲食業分科会常任委員） 

甘太郎製菓㈱、(同)岡田商事、オホーツク企画㈱、㈱水穿、セントラル観光㈱、㈱ちから、㈱東横ＩＮＮ北見

駅前、㈱ホテルコモンズ、ヒルズバー 

 

（庶業分科会常任委員） 

㈱アスビック北見支店、愛和産業㈱、インター警備保障㈲、大槻理化学㈱、オホーツク美装興業㈱、㈲カメラ

ハウス、（一社）北見市観光協会、㈱北見コンピューター・ビジネス、北見情報技術㈱、㈱北見薬剤師会ミン

ト調剤薬局、㈱エムリンクホールディングス、三栄紙料㈱、㈱三和システムサービス、㈱伝書鳩、㈱東京商工

リサーチ北見支店、東京美装北海道㈱北見支店、日本郵便㈱北見郵便局、ヘアーサロン久保、㈱北海道新聞社

北見支社、（一財）北海道電気保安協会北見支部、㈱北方広放社、㈲舞夢、㈱目黒新聞店 

 

 

（６）運輸車輌部会 

役           名 氏      名 企業の名称及び企業上の地位 業    種 

部 会 長            

副 部 会 長            

〃 

〃 

〃 

福 村 泰 司    

京 塚 啓 司 

桑 原 賢史朗 

竹 田 貴 彦 

堂 田 佳 裕 

北海道北見バス株式会社代表取締役社長 

有限会社マークス代表取締役 

桑原電装株式会社代表取締役社長 

北見日産自動車株式会社代表取締役社長 

堂田車輌工業株式会社代表取締役社長 

旅 客 運 送 業 

自 動 車 小 売 業 

電 装 品 卸 小 売 業 

自 動 車 小 売 業 

車 輌 整 備 業 

 

（常任委員）  

旭川トヨタ自動車㈱北見店、㈱安全、㈱きたみ観光バス、北見コウベ電池㈱、北見個人タクシー（協組）、 

北見三星運輸㈱、北見通運㈱、金星北見ハイヤー㈱、㈱シュテルン北見メルセデス・ベンツ北見、㈱石北、 

㈲高橋総合車輌、㈱富田通商、トヨタカローラ北見㈱、㈱トヨタレンタリース北見、(一社)日本自動車販売協

会連合会北見支部、日本通運㈱北見支店、日本航空㈱北海道支社北見支店、ネッツトヨタ北見㈱、東北海道い

すゞ自動車㈱北見支店、東北海道日野自動車㈱北見支店、㈱ホンダ販売北見、ＵＤトラックス道東㈱北見支店 
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Ｆ．委員長等（令和８年３月３１日現在） 

都市振興委員会（１６名） 

役 名     氏 名      企業の名称及び企業上の地位 

委 員 長     

副委員長 

委  員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

五十嵐   龍 

佐 藤 慎 也 

天 池 鉄 也 

稲 村 秀 一 

小野田 禎 久 

加 藤 雄 市 

加 藤 善 和 

木 村 友 美 

小 泉 富 裕 

清 水   一 

高 橋 廣 志 

中 井 真太郎 

中 川 勝 一 

東 田 武 彦 

藤 澤 慎 也 

八 木 雅 之 

五十嵐建設株式会社代表取締役 

株式会社北進商会代表取締役 

株式会社吉崎工業所代表取締役社長 

稲村電設工事株式会社代表取締役 

北海道ガス株式会社北見支店支店長 

北見管工事事業協同組合代表理事 

株式会社陽気堂代表取締役社長 

北海道電力株式会社北見支社北見支社長 

村井小泉建設株式会社代表取締役社長 

北海道糖業株式会社北見製糖所執行役員北見製糖所長 

鐘ヶ江建設株式会社代表取締役 

株式会社エース・クリーン代表取締役 

株式会社エヌ・ケー建築設計室代表取締役 

株式会社北海道銀行北見支店執行役員支店長 

住友生命相互会社北見支社支社長 

北見地区電気工事業協同組合北見支部支部長 

 

中小企業委員会（１６名）   

役 名     氏 名      企業の名称及び企業上の地位 

委 員 長     

副委員長 

委  員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

渡 部 徳 章 

小 柳 亨 信 

天 内 健 吾 

今 川 秀 樹 

坂 本   勤 

佐々木 雄 一 

佐 藤 貴 彦 

篠 尾 和 孝 

主 藤 隆 臣 

杉 田 英 寿 

千 葉 秀 俊 

中 神   拓 

橋 川   功 

船 橋 悠 太 

三 國 聡 司 

向 井 明 廣 

有限会社小柳仏壇店代表取締役社長 

株式会社小柳中央堂代表取締役 

株式会社天内工務店代表取締役社長 

株式会社ミズノ硝子建材常務取締役 

株式会社ホームセンター坂本代表取締役社長 

大幸建設株式会社代表取締役社長 

北見木工協同組合副理事長 

河西建設株式会社代表取締役社長 

株式会社北見メッセ代表取締役 

有限会社杉商代表取締役 

光化成株式会社代表取締役 

株式会社中神土木設計事務所代表取締役 

株式会社ほくべい代表取締役社長 

船橋西川建設株式会社代表取締役副社長 

東日本電信電話株式会社北海道東支店北見営業支店北見営業支店長 

株式会社東亜リサーチ代表取締役社長 
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交通観光委員会（１７名）  

役 名     氏 名      企業の名称及び企業上の地位 

委 員 長     

副委員長 

委  員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

田 巻 順 子 

渡 辺 裕 之 

伊 谷 樹 里 

鴨 下 辰 哉 

京 塚 啓 司 

黒 部 一 哉 

近 藤 充 広 

坂 井 達 哉 

坂 口 政 義 

谷 口 日出夫 

津 村 健 太 

中 地 大 介 

原 谷 真 人 

久 島 玲 一 

松 井 順 仁 

松 谷 光 浩 

渡 辺 主 人 

株式会社田巻美石園代表取締役 

北見観光開発株式会社代表取締役 

株式会社アルカス代表取締役社長 

北辰土建株式会社代表取締役社長 

株式会社マークス代表取締役 

株式会社ホテル黒部代表取締役 

株式会社コンサルトジャパン代表取締役 

株式会社坂井印刷常務取締役 

株式会社坂口精肉店代表取締役 

株式会社日本旅行北海道北見支店支店長 

株式会社ツムラ代表取締役 

株式会社北洋銀行北見中央支店執行理事支店長 

北見石油販売株式会社代表取締役 

北成建設株式会社代表取締役社長 

株式会社ワカバ堂代表取締役専務 

三和工業株式会社代表取締役社長 

株式会社清月代表取締役 

 

人材・労務委員会（１６名） 

役 名     氏 名      企業の名称及び企業上の地位 

委 員 長 

副委員長 

委  員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

田 尾 航 太 

桑 原 賢史朗 

安 部 彰 人 

近 江 孝 介 

亀 井   滋 

北 野 達 志 

木 村 眞 吾 

倉 本   宏 

主 藤 雅 裕 

高 橋 嗣 雄 

竹 田 貴 彦 

成 中 徳 一 

福 村 泰 司 

水 元   曜 

宮 武 亨 丞 

弓 山 充 康 

株式会社東部第一代表取締役社長 

桑原電装株式会社代表取締役社長 

北見情報技術株式会社代表取締役 

近江司法書士事務所所長 

北見石灰工業株式会社代表取締役社長 

株式会社道東アークス代表取締役 

北海道電力ネットワーク株式会社北見支店北見支店長 

株式会社倉本鉄工所代表取締役会長 

株式会社安全代表取締役 

北都板金工業株式会社代表取締役 

北見日産自動車株式会社代表取締役社長 

株式会社東洋リネンサプライ代表取締役 

北海道北見バス株式会社代表取締役社長 

水元建設株式会社代表取締役 

株式会社メンティス代表取締役 

株式会社日専連ニックコーポレーション代表取締役 
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総務委員会（１６名） 

役 名     氏 名      企業の名称及び企業上の地位 

委 員 長     

副委員長 

委  員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

柏 尾 典 秀 

飯 田   守 

荒 井   勉 

市 川 隆 博 

近 江   強 

岡 村 金 司 

小 原   誠 

海 田 有 一 

紺 野 賢太郎 

佐々木 幸 紀 

隨 行 一 臣 

堂 田 佳 裕 

中 村 雅 俊 

西   嘉 隆 

前 田 康 仁 

松 原 英 行 

学校法人栗原学園理事長 

株式会社飯田葬儀社代表取締役 

株式会社勉強屋本部代表取締役 

株式会社マルミチ代表取締役 

株式会社セクト取締役会長 

岡村建設株式会社代表取締役会長 

北洋建設株式会社代表取締役 

株式会社海田鋼材代表取締役会長 

有限会社サンケイプリント社代表取締役常務 

アクサ生命保険株式会社道東営業所北見オフィス採用育成マネージャー 

有限会社ドライケミカル北見代表取締役 

堂田車輌工業株式会社代表取締役社長 

株式会社中村陶苑取締役 

株式会社マルニ西木材店代表取締役社長 

北一食品株式会社代表取締役 

有限会社松原新聞販売店代表取締役 

  

    姉妹友好都市経済交流委員会 

     委 員 長  宮 武 亨 丞 

     副委員長   鴨 下 辰 哉 

     委  員  五十嵐   龍  市 川 隆 博  稲 村 秀 一  近 江   強 

           岡 村 金 司  海 田 有 一  亀 井   滋  小 柳 亨 信 

坂 本   勤  主 藤 雅 裕  隨 行 一 臣  田 尾 航 太 

           田 巻 順 子  中 井 真太郎  久 島 玲 一  松 谷 光 浩 

松 原 英 行  弓 山 充 康 

  

    会員拡大委員会 

     委 員 長  高 橋 廣 志 

     副委員長   成 中 徳 一 

     委  員  飯 田   守  近 江 孝 介  加 藤 雄 市  京 塚 啓 司 

           桑 原 賢史朗  近 藤 充 広  坂 口 政 義  佐々木 雄 一 

        佐 藤 慎 也  主 藤 隆 臣  高 橋 嗣 雄  堂 田 佳 裕 

          西   嘉 隆  原 谷 真 人  船 橋 悠 太  八 木 雅 之 

          渡 辺 裕 之  渡 辺 主 人 

 

小規模事業者経営改善資金審査委員会 

         委 員 長      河 合 昭 徳 

         委    員  渡 部 徳 章  中 地 大 介  服 部 浩 司 
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  経営安定特別相談室 

         商工調停士              河 合 昭 徳 

         相  談  員（弁護士）  伊 藤 昌 博 

 

 

 

Ｇ．顧    問（令和８年３月３１日現在） 

氏      名 役        職 

辻󠄀󠄀   直 孝 

飯 田 修 司 

北見市長 

北見市議会議長 

 

 

 

Ｈ．名誉会頭（令和８年３月３１日現在） 

氏      名 役        職 

永 田 正 記 北見商工会議所前会頭 

 

 

 

Ｉ．名誉議員（令和８年３月３１日現在） 

氏      名 役        職 

亀 井   益 

渡 辺 主 税 

田 尾 忠 正 

加 藤 農夫也 

小 柳 直 久 

成 中 健 二 

藤 井 紀 一 

辻󠄀󠄀   好 治 

岡 村 叶 夫 

佐々木   護 

田 巻 秀 隆 

真 柳 正 裕 

長谷川   豊 

福 地 博 行 

村 井 泰 彦 

小 澤 實之郎 

中 村 寿 志 

久 島 和 俊 

北見商工会議所元常議員    

北見商工会議所元常議員   

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元常議員   

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元副会頭 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元副会頭 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所元常議員 

北見商工会議所前常議員 

北見商工会議所前常議員 
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３．選挙および選任 

  Ａ．議    員   

（１）１号議員の選挙 

（イ）第２２３回通常議員総会（令和７年６月２３日）において１号議員の選挙施行日程を決定した。 

（ロ）第３３７回常議員会（令和７年６月２３日）において下記の諸氏に選挙委員を委嘱する事に決定

した。 

  長谷川豊氏、福地博行氏、村井泰彦氏 

（ハ）令和７年９月１１日選挙委員会を開催し、選挙委員長に長谷川豊氏を互選した。 

（ニ）令和７年９月２８日より１０月７日まで１号議員（定数４５人）の立候補受付を行なったが、締

切時までに下記の４５名から立候補の届出があった。（受付順） 

株式会社坂井印刷、村井小泉建設株式会社、株式会社マルミチ、株式会社ホテル黒部、北見木工協

同組合、有限会社松原新聞販売店、船橋西川建設株式会社、三和工業株式会社、株式会社ホームセン

ター坂本、株式会社コンサルトジャパン、株式会社陽気堂、有限会社マークス、大幸建設株式会社、

有限会社杉商、株式会社東洋リネンサプライ、株式会社日本旅行北海道北見支店、有限会社サンケイ

プリント社、河西建設株式会社、株式会社吉崎工業所、北見地区電気工事業協同組合北見支部、株式

会社ミズノ硝子建材、株式会社エヌ・ケー建築設計室、株式会社天内工務店、株式会社東部第一、ア

クサ生命保険株式会社北見営業所、水元建設株式会社、有限会社ドライケミカル北見、株式会社道東

アークス、稲村電設工事株式会社、堂田車輌工業株式会社、株式会社アルカス、株式会社ワカバ堂、

株式会社中村陶苑、株式会社清月、北見石灰工業株式会社、株式会社倉本鉄工所、北都板金工業株式

会社、光化成株式会社、北見石油販売株式会社、株式会社北進商会、株式会社エース・クリーン、株

式会社田巻美石園、株式会社ツムラ、桑原電装株式会社、近江孝介 

（ホ）令和７年１０月１日から同７日まで選挙人名簿の従覧を行なったが、この間に異議の申立てはな

かった。 

           選挙人名簿登載の有権者数                 １，５８２人 

           会   員                        １，４１２人 

          会員外の特定商工業者                     １７０人 

          選挙権数                         ９，３２３個 

          会   員                        ９，１５３個 

          会員外の特定商工業者                     １７０個 

（へ）選挙入場券は令和７年９月２５日有権者に郵送した。 

（ト）選挙権の分割については令和７年１０月７日午後５時の締切までに５会員より分割の申請があり、

これを１２枚に分割した。 

（チ）選挙入場券を紛失し再発行したものはなかった。 

（リ）令和７年１０月７日午後５時に立候補届けを締め切ったところ立候補者数と定数（４５人）が同

数となったため、同８日に選挙委員会を開催、１０月１０日施行予定の投票は行なわないことに決

定し、４５名の立候補者をもって当選人と決定し当選通知を発した。 

 

 

（２）２号議員の選任 

（イ）第２２４回臨時議員総会（令和７年９月１６日）において２号議員２８人の各部会への割当を決

定した。 
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（ロ）令和７年９月１６日部会長・分科会長会議を開催し、指定した期日までに部会を開催して割当て

られた２号議員を選任するよう要請した。 

（ハ）選任された２号議員は次の通りである。（部会開催日が選任の日である） 

○商業部会（５人）      令和７年９月２４日開催 

株式会社海田鋼材、株式会社小柳中央堂、有限会社小柳仏壇店、株式会社坂口精肉店、 

株式会社勉強屋本部 

○工業部会（３人）      令和７年９月２４日開催 

株式会社北見薄荷通商、北海道電力ネットワーク株式会社北見支店、 
株式会社マルニ西木材店 

○建設業部会（７人）     令和７年９月２４日開催 

岡村建設株式会社、鐘ヶ江建設株式会社、北見管工事事業協同組合 、 

株式会社中神土木設計事務所、北辰土建株式会社、北成建設株式会社、 

北洋建設株式会社 

○理財部会（３人）      令和７年９月２５日開催 

株式会社北見メッセ、株式会社セクト、株式会社日専連ニックコーポレーション 

○サービス業部会（７人） 

観光・飲食業分科会（２人） 令和７年９月２５日開催 

北一食品株式会社、北見観光開発株式会社 

庶業分科会（５人）        令和７年９月２５日開催 

株式会社飯田葬儀社、北見情報技術株式会社、学校法人栗原学園、株式会社東亜リサーチ、

株式会社メンティス 

○運輸車輌部会（３人）    令和７年９月２５日開催 

株式会社安全、北見日産自動車株式会社、ネッツトヨタ北見株式会社 

 

 

（３）３号議員の選任 

（イ）第３３８回常議員会（令和７年９月１６日）において会頭が選任同意を求めた下記の３号議員(１

２人)を承認した。 

五十嵐建設株式会社、ＮＴＴ東日本株式会社北海道東支店北見営業支店、北見信用金庫、北見通運

株式会社、住友生命保険相互会社北見支社、株式会社ほくべい、株式会社北洋銀行北見中央支店、北

海道ガス株式会社北見支店、北海道北見バス株式会社、株式会社北海道銀行北見支店、北海道電力株

式会社北見支社、北海道糖業株式会社北見製糖所 

 

 

（４）選挙委員会 

    （ａ）第１回選挙委員会 

          日  時  令和７年９月１１日（木）午後４時 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  ６名 

          議 題 ①選挙委員長の選任について 

         ②選挙日程について 
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         ③選挙立会人について 

 

    （ｂ）第２回選挙委員会 

          日  時  令和７年９月１６日（火）午後５時１５分 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  ５名 

          議 題 ①３号議員の選任に関する告示について 

         ②２号議員の割当数について 

         ③議員の選挙及び選挙人名簿の縦覧に関する告示について 

         ④次回の選挙委員会について 

 

    （ｃ）第３回選挙委員会 

          日  時  令和７年９月２５日（木）午後５時３０分 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  ５名 

          議 題 ①２号議員の選任及び２号議員の選任に関する告示について 

         ②次回以降の選挙委員会について 

 

    （ｄ）第４回選挙委員会 

          日  時  令和７年１０月８日（水）午後５時 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  ５名 

          議 題 ①１号議員の立候補の状況について 

         ②１号議員に関する告示について 

 

 

 

Ｂ．役    員 

第２２５回臨時議員総会（令和７年１１月４日）において選任した。（Ｃ．役員の項参照） 

 

 

 

 

４．事務局（令和８年３月３１日現在） 

Ａ．事務局の機構                                 

                            総  務  部              総  務  課           総  務  係 

                                                        

  事  務  局                                                               

                             中小企業相談所          経営指導課             経営指導係 

                              

                             地 域 振 興 部             企画振興課         企画振興係 

− 47 −



 48 

Ｂ．事務局の所掌事務 

課    名 所    掌    事    務 

総    務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 定款その他諸規則に関すること。                                                     

(２) 機密並びに秘書事務に関すること。                                                   

(３) 人事に関すること。                                                                 

(４) 印章の保管に関すること。                                                           

(５) 議員選挙に関すること。                     

(６) 役員、議員、顧問及び参与に関すること。   

(７) 議員総会及び常議員会に関すること。 

(８) 三役会議に関すること。 

(９) 文書の収受、発送及び整理に関すること。 

(10) 叙勲及び表彰等に関すること。 

(11) 儀礼に関すること。 

(12) 官公署ならびに関係団体との連絡に関すること。 

(13) 事業その他諸報告ならびに諸記録の作成、保存に関すること。 

(14) 会員の募集、加入及び脱退に関すること。 

(15) 会費の調整に関すること。 

(16) 会員台帳の作成ならびに管理運用に関すること。 

(17) 特定商工業者法定台帳の作成、管理および運用に関すること。   

(18) 会員名簿、特定商工業者名簿の作成に関すること。   

(19) その他会員及び特定商工業者に関すること。 

(20) 共済制度の運用に関すること。 

(21) 職員の福利厚生に関すること。 

(22) 経費の収支予算及び決算に関すること。  

(23) 現金、預金及び有価証券の出納保管に関すること。 

(24) 会費、負担金諸料金及びその他の収納に関すること。  

(25) 諸給与の計算及び支払に関すること。   

(26) 財産目録ならびに貸借対照表の作成に関すること。 

(27) 会計帳簿の整理及び保管に関すること。 

(28) 関係各団体の経理に関すること。 

(29) 物品の出納、保管ならびに処分に関すること。  

(30) その他経理に関すること。 

(31) 経済センターの運営に関すること。 

(32) 会場の貸与ならびに内外の整備清掃に関すること。 

(33) 財産の管理、運用及び営繕に関すること。 

(34) 非常措置及び災害予防措置に関すること。      

(35) 各課の連絡調整に関すること。 

(36) 他課に属さない事項に関すること。                  
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企画振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 産業経済に関する建議ならびに行政庁の諮問に対する調査、立案に関すること。                                                   

(２) 地域経済の発展を図るための諸施策の企画、立案推進に関すること。                                               

(３) 陳情、要望及び答申に関すること。                                                                

(４) 商工業に関する証明、鑑定に関すること。                                                   

(５) 商事取引の紛議についての斡旋、調停及び仲裁に関すること。 

(６) 商工業及び商事取引に関する紹介、仲介斡旋に関すること。 

(７) 商工業に関する市場調査、信用調査に関すること。 

(８) 商工業に関する講演会講習会等の開催及び斡旋に関すること。 

(９) 博覧会、展示会、見本市等の開催及び斡旋に関すること。 

(10) 観光事業の振興に関すること。 

(11) 知的財産権に関すること。 

(12) 輸出品の原産地証明及び貿易に関すること。 

(13) 商工業についての技術の改善及び事務能率の増進に関すること。 

(14) 商工業に関連する技術及び技能の普及、検定に関すること。 

(15) 交通、運輸、通信の改善に関すること。 

(16) 外郭団体の指導育成ならびにその業務に関すること。 

(17) 商工業関係組合等業界団体の指導育成ならびに業務連携に関すること。  

(18) 労働・雇用対策に関すること。  

(19) 部会及び委員会に関すること。 

(20) 消費流通対策に関すること。 

(21) 産業経済に関する統計、調査、研究に関すること。 

(22) 物価、賃金、消費、市場、景況、金融等経済状況の調査に関すること。 

(23) その他調査に関すること。 

(24) 広報に関すること。 

(25) 図書及び資料の収集、整理保管に関すること。 

(26) 統計資料の編纂及び刊行に関すること。 

(27) 社会一般の福祉の増進に関すること。 

(28) 行政庁から委託を受けた事務に関すること。 

経営指導 本商工会議所地区内おける中小企業とくに小規模事業の経営及び技術の改善発達を図る

ための諸事業を行なうものとし、その業務の内容については、別に定める『北見商工会

議所中小企業相談所設置規則』による。                           

 

 

Ｃ．事務局の職員 

区分 専任職員 経営指導員 補助員 記帳専任職員 傭 員 その他 計 

男 １ ４ １ ０ １ １ ８ 

女 ２ ０ １ １ ０ ０ ４ 

計 ３ ４ ２ １ １ １ １２ 
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Ｄ．主な職員の役職・氏名   

役      職 氏      名 

専 務 理 事 

理 事 ・ 参 与 

事 務 局 長 

事 務 局 次 長 

総務部長 

総務部次長 
総務課長 

総務係長 

地域振興部長 

中小企業相談所長 

経営指導課長     

経営指導係長  

企画振興課長 

企画振興係長 

北見ビジネス総合サポートセンター長 

服 部 浩 司 

因   芳 広 

（専務理事兼務） 

後 藤 達 哉 

（専務理事兼務） 

酒 井 正 則 

中 島 沙 織 

大 野   縁 

（事務局次長兼務） 

（事務局次長兼務） 

安 藤 辰 徳 

古 川 佳 佑 

（事務局次長兼務） 

武 田   卓 

竹 中 秀 之 

 

 

 

 

５．庶      務 

Ａ．文    書 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 

受信 268 306 307 248 203 210 206 223 238 195 185 209 2,798 

発信 9 10 3 6 9 4 7 9 8 15 4 4 88 

 
 
 
 Ｂ．表彰・受章  

（１）北見商工会議所表彰 

（ａ）第２２３回通常議員総会（令和７年６月２３日）において、永年当商工会議所の運営に功労の 

あった役員、議員の表彰を次のとおり行った。 

①表彰規則第４条第１項該当  前 議 員  故 佐 藤 洋 二（退   任） 
    ②表彰規則第４条第２項該当  会  頭   舛 川   誠（２０年勤続） 

               常 議 員   海 田 有 一（  〃  ） 
                 〃     坂 口 政 義（  〃  ） 
                 〃     中 村 寿 志（  〃  ） 
                 〃     前 田 康 仁（  〃  ） 
                 〃     松 原 英 行（  〃  ） 

    ③表彰規則第７条該当 総務部総務課総務係長 大 野   縁（４０年勤続） 

         地域振興部企画振興課企画振興係 池 亀 由 基（１０年勤続） 
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（ｂ）第２２６回通常議員総会（令和８年３月２３日）において、永年当商工会議所の運営に功労の 

あった役員、議員の表彰を次のとおり行った。 

①表彰規則第４条第１項該当  前常議員   坂 井   浩（退   任） 

                 〃     中 村 寿 志（  〃  ） 

                 〃     久 島 和 俊（  〃  ） 

前 監 事    小 澤 實之郎（  〃  ） 
                  前 議 員   後 藤 康 男（  〃  ） 

                 〃     船 橋 賢 二（  〃  ） 

 

 

（２）受  章 

（ａ）関係団体からの表彰 

  ①令和７年度北海道商工会議所連合会表彰（令和７年６月９日、令和７年１２月１日）において、

北海道商工会議所連合会会頭より表彰を受け、第２２３回通常議員総会（令和７年６月２３日）、

第２２６回通常議員総会（令和８年３月２３日）においてその伝達を次のとおり行った。 

退   任  前常議員  坂 井   浩  中 村 寿 志  久 島 和 俊 
       前 監 事  小 澤 實之郎 

４０年勤続  職  員  大 野   縁（総務部総務課総務係長） 

２５年勤続  職  員  中 島 沙 織（総務部総務課長） 

２０年勤続  会  頭  舛 川   誠 
        常 議 員  海 田 有 一  坂 口 政 義  中 村 寿 志 
              前 田 康 仁  松 原 英 行 
１０年勤続  職  員  池 亀 由 基（地域振興部企画振興課企画振興係） 

 

  ②日本商工会議所２０２５年表彰（随時）（令和７年６月２３日）、２０２６年３月表彰（令和８

年３月１９日）において、日本商工会議所会頭より表彰を受け、第２２３回通常議員総会（令和７

年６月２３日）、第２２６回通常議員総会（令和８年３月２３日）においてその伝達を次のとおり

行った。 

退   任  前常議員  坂 井   浩  中 村 寿 志  久 島 和 俊 
       前 監 事  小 澤 實之郎 

       前 議 員 故 佐 藤 洋 二  船 橋 賢 二 

４０年勤続  職  員  大 野   縁（総務部総務課総務係長） 

１０年勤続  職  員  池 亀 由 基（地域振興部企画振興課企画振興係） 

 

 

 

Ｃ．慶弔・その他 

日 付     内                     容 

７年 ４月 ５日 学校法人栗原学園合同入学式 

 ４月 ７日 日本赤十字北海道看護大学入学式 

４月 ７日 国立大学法人北海道国立大学機構北見工業大学入学式 

 ４月３０日 当所議員佐藤洋二儀葬儀 
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５月１９日 当所職員池亀由基ご祖父堀内秀三儀葬儀 

５月１９日 当所元常議員山上岩男儀葬儀 

６月１６日 北洋銀行北見中央支店移転 

７月 ４日 当所常議員渡部徳章氏ご岳母得能みや子儀葬儀 

７月１７日 当所議員安部彰人氏ご母堂安部智子儀葬儀 

８月３１日 当所議員安部彰人氏ご岳母猪狩正子儀葬儀 

９月  １日 当所議員天内健吾氏ご母堂天内越子儀葬儀 

９月２４日 遠軽商工会議所副会頭佐渡淳道氏ご尊父佐渡博夫儀葬儀 

１２月 ３日 根室商工会議所顧問山下洋司儀葬儀 

１２月 ５日 美幌商工会議所前会頭後藤哲也氏旭日小綬章受章 

１２月１８日 日本商工会議所理事・事務局長荒川恒一儀お別れの会 

８年 １月 ８日 当所議員加藤雄市氏ご岳母森谷孝子儀葬儀 

１月１３日 当所副会頭片山隆文氏ご尊父片山隆司儀葬儀 

１月１５日 当所会員村上鋸刃物店村上修儀葬儀 

１月２２日 当所会員リーズコーポレーション横溝清一儀葬儀 

２月１５日 紋別商工会議所会頭山本義明氏ご母堂山本美枝子儀葬儀 

２月１６日 当所前常議員中村寿志氏ご母堂中村照子儀葬儀 

３月１０日 日本赤十字北海道看護大学学位記授与式 

３月１１日 当所常議員成中徳一氏ご岳母黒河美惠子儀葬儀 

３月１９日 国立大学法人北海道国立大学機構北見工業大学学位記授与式 

３月１９日 北海道立北見高等技術専門学院修了式 

３月２２日 当所会員カードショップＭａｎａ佐藤学儀葬儀 

３月２６日 当所議員天池鉄也氏ご尊父天池寅男儀葬儀 

 

 

 

 

６．会    議 

  Ａ．議員総会 

  （１）通常議員総会 

    （ａ）第２２３回通常議員総会 

          日  時  令和７年６月２３日（月）午後４時 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  本人５４人、委任状１６人、議員以外の役員３人、事務局３人 

          議事の概要 

１．議決事項 

①定款及び規則の改正（案）について 

②令和６年度事業報告並びに一般会計及び各特別会計収支決算について 

  原案どおり承認（小澤監事が監査報告を行う。） 

２．報告事項 
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①議員の職務を行う者の変更について 

②北海道商工会議所連合会第２０３回通常会員総会及び第１０３回東北海道商工会議所連絡協 

議会要望活動について 

      ③令和７年度選挙委員会委員の選任について 

④令和７年度議員選挙日程について 

⑤北見市財政健全化計画及び北見市の総合的経済活性化に関わる要望書の回答について 

      ⑥第７３回全道商工会議所大会について 

⑦株式会社まちづくり北見状況について 

 

    （ｂ）第２２６回通常議員総会 

          日  時  令和８年３月２３日（月）午後４時 

          場  所  ホテル黒部 

          出席者  本人５７人、委任状２３人、議員以外の役員４人、事務局３人 

          議事の概要 

       １．議決事項 

①令和８年度事業計画（案）について 

②令和８年度一般会計及び各特別会計収支予算（案）について 

  ③規則並びに規程の改正（案）について 

   原案どおり承認 

２．報告事項 

①道商連第１９６回常議員会・第２０５回通常会員総会、日商第３１４回議員総会・第１４２

回通常会員総会について 

②部会・委員会開催報告について 

 

  （２）臨時議員総会 

    （ａ）第２２４回臨時議員総会 

          日  時  令和７年９月１６日（火）午後３時 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  本人４９人、委任状１９人、議員以外の役員３人、事務局３人 

          議事の概要 

       １．議決事項 

①定款の改正（案）について 

②各部会に対する２号議員の割当数について 

   原案どおり承認 

２．報告事項 

①議員の職務を行う者の変更について 

②３号議員の選任について 

      ③委員会開催経過について 

 

    （ｂ）第２２５回臨時議員総会 

          日  時  令和７年１１月４日（火）午後４時 
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          場  所  ホテル黒部 

          出席者  本人６３人、委任状１７人、議員以外の役員３人、事務局３人 

          議事の概要 

       １．議決事項 

①任期満了に伴う役員改選並びに定款及び委員会規則の改正（案）について 

   1.会頭選任について  

服部専務理事が第３３８回常議員会及び第２２４回臨時議員総会開催経過について報告を 

行い、舛川誠氏を選任した。  

2.副会頭選任同意について  

     舛川会頭が副会頭に河合昭徳氏、片山隆文氏、永田裕一氏３名の選任同意を求め承認した。  

3.専務理事選任同意について  

     舛川会頭が専務理事に服部浩司氏の選任同意を求め承認した。  

  4.定款及び委員会規則の改正（案）について 

    原案どおり承認 

5.常議員並びに監事の選任について  

原案どおり承認 

２．報告事項 

①第３３９回常議員会の報告について 

 

 

 

Ｂ．常議員会           

（１）第３３７回常議員会 

          日  時  令和７年６月２３日（月）午後３時３０分 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  会頭・副会頭・専務理事・常議員・監事 ２５人、事務局３人 

議事の概要 

１．議決事項 

 ①令和７年度商工会議所表彰（案）について 

      ②定款及び規則の改正（案）について 

③中小企業振興委員の選任（案）について 

④令和７年度選挙委員会委員の選任（案）について 

⑤令和７年度議員選挙日程（案）について 

⑥令和６年度事業報告並びに一般会計及び各特別会計収支決算について 

  原案どおり承認 

２．報告事項 

①議員の職務を行う者の変更について 

②北海道商工会議所連合会第２０３回通常会員総会及び第１０３回東北海道商工会議所連絡協 

議会要望活動について 

③北見市財政健全化計画及び北見市の総合的経済活性化に関わる要望書の回答について 

 ④第７３回全道商工会議所大会について 
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（２）第３３８回常議員会 

          日  時  令和７年９月１６日（火）午後２時 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  会頭・副会頭・専務理事・常議員・監事２３人、事務局３人 

議事の概要 

１．議決事項 

      ①定款の改正（案）について 

②３号議員の選任について 

③各部会に対する２号議員の割当数について 

④新会員加入承認について 

              原案どおり承認 

２．報告事項 

①議員の職務を行う者の変更について 

 

（３）第３３９回常議員会 

          日  時  令和７年１１月４日（火）午後４時５０分 

          場  所  ホテル黒部 

          出席者  会頭・副会頭・専務理事・常議員・監事２３人、事務局３人 

議事の概要 

１．議決事項 

①各委員会正副委員長並びに委員の委嘱について  

②理事の選任同意について  

③顧問の委嘱について  

④名誉議員の推薦について 

 原案どおり承認 

 

（４）第３４０回常議員会 

          日  時  令和８年３月９日（月）午後３時 

          場  所  北見経済センタービル 

          出席者  会頭・副会頭・専務理事・常議員・監事７人、事務局２人 

議事の概要 

１．議決事項 

      ①令和８年度事業計画（案）について 

②令和８年度一般会計及び各特別会計収支予算（案）について 

③令和７年度商工会議所役員・議員退任表彰（案）について 

④規則並びに規程の改正（案）について 

⑤令和８年度経営安定特別相談事業「商工調停士」の選任について 

⑥第１０４回東北海道商工会議所連絡協議会提出議案について 

⑦新会員加入承認について 

              原案どおり承認 
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  Ｃ．監  事  会 

（１）監事会 

日  時 令和７年５月２３日（金）午後２時 

場  所  北見経済センター 

出席者  監事３人  事務局５人 

議 題 令和６年度業務全般、一般会計、委託事業会計・中小企業相談所・経済センター他特別会

計の各収支決算並びに財産目録、貸借対照表について 

経 過 各会計の内容について、監査を行った。 

 

 

 

Ｄ．部  会 

部   会   名 年 月 日 出席者 議                     題 

商          業 

 

７年 ９月１７日 

 

９月２４日 

 

      

 

 

 

  １２月 ３日 

 

 

１２月１２日 

 

 

 

 

 

 

 

 

８年 １月２８日 

 

 

 

９名 

 

１４名 

 

 

 

 

 

５名 

 

 

９名 
 
 
 
 
 
 
 
 

３名 
 

 

 

（所属議員会議） 

（１）議員選挙について 

（１）北見市「企業版ふるさと納税」の仕組み・取組等について 

   説明 一般財団法人北見振興公社  

常務理事 髙 田 直 樹 氏                              

   北見市ネーミングライツの概要について 

説明 北見市 総務部総務課   課長 飯 田 和 孝 氏                                

（２）２号議員の選任について 

（所属議員会議） 

（１）部会長の選任について 

（２）副部会長の選任について 

（サービス業部会との合同） 

（１）「省エネルギーの取組等による脱炭素経営のメリット」につ

いて（オンライン説明） 

   説明 北海道電力㈱バリューマーケティング部 

      エネルギーソリューション室 

                主任 菅 田 由美子 氏 

熊 谷 柊 飛 氏 

（２）部会長・副部会長・常任委員の選任について 

（３）今後の部会活動について 

（正副部会長会議） 

（１）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（２）令和８年度部会活動計画（案）について 

（３）商業部会の開催について 
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商          業 

 

２月１８日 １１名 
 

（１）「外国人労働者育成就労制度」について 

   説明 Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 氏 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度部会活動計画（案）について 

工          業 ７年 ９月２２日 

 

 ９月２４日 

 

 

 

 

 

１２月 ５日 

 

 

１２月１０日 

 

 

 

 

 

 

 

８年 ２月１６日 

 

 

 

 

８名 

 

１３名 

 

 

 
 
 

４名 
 
 

１０名 
 

 

 

 

 

 

 

１１名 

（所属議員会議） 

（１）議員選挙について 

（１）北見市「企業版ふるさと納税」の仕組み・取組等について 

   説明 一般財団法人北見振興公社  

常務理事 髙 田 直 樹 氏                                

   北見市ネーミングライツの概要について 

説明 北見市 総務部総務課   課長 飯 田 和 孝 氏                                

（２）２号議員の選任について 

（所属議員会議） 

（１）部会長の選任について 

（２）副部会長の選任について 

（１）「省エネルギーの取組等による脱炭素経営のメリット」につ

いて（オンライン説明） 

   説明 北海道電力㈱バリューマーケティング部 

      エネルギーソリューション室 

                主任 菅 田 由美子 氏 

熊 谷 柊 飛 氏 

（２）正副部会長・常任委員の選任について 

（３）今後の部会活動について 

（理財部会との合同開催） 

（１）「外国人労働者育成就労制度」について 

   説明 Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 氏 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度部会活動計画（案）について 

建  設  業 ７年 ９月１９日 １０名 
 
 

 

（所属議員会議） 

（１）議員選挙について 

（２）２号議員の選出について 

（３）部会当日の進行について 
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建  設  業 ９月２４日 

 

 

 

 

 

 

１２月１６日 

 

 

 

 

 

 

 

８年 ２月１０日 

２９名 
 
 
 
 
 
 

１４名 

 

 

 

 

 

 

 

３６名 

（１）北見市「企業版ふるさと納税」の仕組み・取組等について 

   説明 一般財団法人北見振興公社  

常務理事 髙 田 直 樹 氏                                

主査 高 橋 慶 考 氏 

   北見市ネーミングライツの概要について 

説明 北見市 総務部総務課   課長 飯 田 和 孝 氏                                

（２）２号議員の選任について 

（１）省エネルギーの取組等による脱炭素経営のメリット 

   説明 北海道電力株式会社バリューマーケティング部 

      エネルギーソリューション室 

                   主任 菅 田 由美子 氏 

熊 谷 柊 飛 氏 

（２）部会長の選任について 

（３）副部会長、常任委員の選任について 

（４）今後の部会活動について 

（運輸車輌部会との合同開催） 

（１）「外国人労働者育成就労制度」について 

説明 一般社団法人海外人材開発推進機構・北海道観光人材

支援事業協同組合   代表理事 中 島   稔 氏 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度部会活動計画（案）について 

理     財 

 

７年 ９月１２日 

 

９月２５日 

 

 

 

 

 

 

１２月 ２日 

 

 

 １２月１１日 

７名 

 

１５名 

 

 

 

 

 

 

７名 

 

 

１１名 

 

（所属議員会議） 

（１）議員改選について 

（１）北見市「企業版ふるさと納税」の仕組み・取組等について 

説明 一般財団法人北見振興公社 

常務理事 髙 田 直 樹 氏 

主査 高 橋 慶 考 氏 

北見市ネーミングライツの概要について 

説明 北見市 総務部総務課   課長 飯 田 和 孝 氏 

（２）２号議員の選出について 

（所属議員会議） 

（１）正副部会長、常任委員の選任について 

（２）今後の部会活動について 

（１）省エネルギーの取組等による脱炭素経営のメリット 

   説明 北海道電力株式会社バリューマーケティング部 

      エネルギーソリューション室 

                   主任 菅 田 由美子 氏 

熊 谷 柊 飛 氏 

（２）正副部会長、常任委員について 

（３）今後の部会活動について 
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理     財 

 

８年 ２月 ９日 

 

 

 

２月１６日 

４名 

 

 

 

１０名 

（正副部会長会議） 

（１）部会当日の流れについて 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度部会活動計画（案）について 

（工業部会との合同開催） 

（１）「外国人労働者育成就労制度」について 

   説明 Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 氏 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度部会活動計画（案）について 

サ ー ビ ス 業 
 
 

 

７年 ９月１８日 

 

９月２５日 

 

 

 

 

 

 

１２月 ９日 

１２月１２日 

 

 

 

 

 

 

 

８年 ２月１７日 

 

 

 

 

５名 

 

１４名 

 

 

 

 

 

 

８名 

１１名 

 

 

 

 

 

 

 

１３名 

 

（所属議員会議） 

（１）議員選挙について 

（１）北見市「企業版ふるさと納税」の仕組み・取組等について 

説明 一般財団法人北見振興公社 

常務理事 髙 田 直 樹 氏 

主査 高 橋 慶 考 氏 

北見市ネーミングライツの概要について 

説明 北見市 総務部総務課   課長 飯 田 和 孝 氏 

（２）２号議員の選出について 

（所属議員会議） 

（１）正副部会長・常任委員の選任について 

（商業部会との合同） 

（１）「省エネルギーの取組等による脱炭素経営のメリット」 

   説明 北海道電力株式会社 バリューマーケティング部 

      エネルギーソリューション室 

               主任 菅 田 由美子 氏 

                   熊 谷 柊 飛 氏 

（２）正副部会長、副分科会長、常任委員の選任について 

（３）今後の部会活動について 

（１）「外国人労働者育成就労制度」について 

   説明 Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 氏 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度部会活動計画（案）について 
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運 輸 車 輌        

 

 

 

７年 ９月１２日 

 

９月２５日 

 

 

 

 

 

 

１２月 １日 

 

 

１２月１０日 

 

 

 

 

 

 

８年 ２月 ５日 

 

 

 

 ２月１０日 

 

 

 

４名 

 

１０名 

 

 

 

 

 

 

４名 

 

 

７名 

 

 

 

 

 

 

２名 

 

 

 

８名 

 

 

 

 

（所属議員会議） 

（１）２号議員の選任について 

（１）北見市「企業版ふるさと納税」の仕組み・取組等について 

   説明 一般財団法人北見振興公社  

常務理事 髙 田 直 樹 氏                                

主査 高 橋 慶 考 氏 

   北見市ネーミングライツの概要について 

説明 北見市 総務部総務課   課長 飯 田 和 孝 氏                                

（２）２号議員の選任について 

（所属議員会議） 

（１）正副部会長、常任委員の選任について 

（２）今後の部会活動について 

（１）省エネルギーの取組等による脱炭素経営のメリット 

   説明 北海道電力株式会社バリューマーケティング部 

      エネルギーソリューション室 

                   主任 菅 田 由美子 氏 

熊 谷 柊 飛 氏 

（２）正副部会長、常任委員について 

（３）今後の部会活動について 

（正副部会長会議） 

（１）運輸車輌部会の開催について 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度部会活動計画（案）について 

（建設業部会との合同開催） 

（１）「外国人労働者育成就労制度」について 

説明 一般社団法人海外人材開発推進機構・北海道観光人材

支援事業協同組合   代表理事 中 島   稔 氏 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度部会活動計画（案）について 

 

 

 

Ｅ．委員会 

委 員 会 名 年 月 日 出席者 議                      題 

都  市  振  興 

 

 

 

 

 

８年 １月２０日 

 

 

 

 

 

９名 

 

 

 

 

 

（１）道路・公園のネーミングライツの現状と今後について 

   説明 北見市都市建設部都市計画課 

課長 石 田 博 貴 氏 

主事 室 井 悠 希 氏 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度委員会活動計画（案）について 
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中 小 企 業 

 

 

 

８年 ２月 ４日 

 
５名 

 

 

 

（１）オホーツク管内の経済情勢について 

説明 北海道財務局北見出張所  所長 佐 藤 泰 治 氏        

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度委員会活動計画（案）について 

交 通 観 光 ８年 ２月 ４日 

 

 

 

 

 

５名 

 

 

 

 

 

（１）道路・公園のネーミングライツの現状と今後について 

   説明 北見市都市建設部都市計画課 

課長 石 田 博 貴 氏 

主事 室 井 悠 希 氏 

（２）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（３）令和８年度委員会活動計画（案）について 

人 材 ・ 労 務 

 

８年 ２月 ４日 

 

１０名 

 

（１）令和８年度当所事業計画（素案）について 

（２）令和８年度委員会活動計画（案）について 

総          務 

 

 

 

７年 ５月 ７日 

 

 

５月１５日 

 

 

８月２７日 

 

 

１０月２１日 

 

８年 １月２９日 

 

 

２月 ５日 

 

  

  

 

２名 

 

 

５名 

 

 

５名 

 

 

２名 

 

２名 

 

 

１０名 

 

 

 

 

（正副委員長会議） 

（１）総務委員会の開催について 

（２）第７５回永年勤続従業員表彰記念品について 

（１）議員の退任表彰について 

（２）第７５回永年勤続従業員表彰について 

（３）定款及び規則の改正について 

（１）定款の改正（案）について 

（２）第７５回永年勤続従業員表彰収支決算について 

（３）令和８年新年交礼会について 

（正副委員長会議） 

（１）名誉議員について 

（正副委員長会議） 

（１）総務委員会の開催について 

（２）令和８年度委員会活動計画（案）について 

（１）令和８年新年交礼会収支決算報告について 

（２）役員・議員退任表彰について 

（３）令和８年度健康診断事業の実施について 

（４）規則並びに規程の改正について 

（５）表彰規則実施要領の改正について 

（６）第７６回会員事業所永年勤続従業員表彰式の開催について 

（７）令和８年度事業計画（素案）について 

（８）令和８年度委員会活動計画（案）について 
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Ｆ．その他の会議  

（１）三役会 

年 月 日 出席者 内                     容 

７年 ４月 ４日 

 

 

 

 

 

９名 １．報告 

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

２．北見市財政健全化計画及び 

北見市の総合的経済活性化に関わる要望書の提出について 

３．第１０３回東北海道商工会議所連絡協議会開催要項について 

４．令和６年度仮決算について 

５．部会編成について 

６．竣工・落成祝賀会要領（案）について 

７．第７３回全道商工会議所大会要領（案）について 

８．議員の職務を行う者の変更について 

９．三役諸会議出席予定について 

10．その他 

  ・第３期経営発達支援計画認定について 

４月２１日 ９名 １．報告 

（１）業務報告・予定 

２．第１０３回東北海道商工会議所連絡協議会参加者について 

３．令和６年度収支決算について  

４．監事会について 

５．第３３７回常議員会、第２２３回通常議員総会議題について 

６．議員会視察研修参加者について 

７．三役諸会議出席予定について 

８．その他 

  ・クールビズについて 

  ・ＢＷＣキャンペーン（春季）の実施について 

  ・北見国際技術協力推進会議委員の推薦について 

  ・北見振興公社理事・評議員の推薦について 

  ・公益財団法人オホーツク財団監事就任依頼について 

  ５月 ８日 ９名 １．報告 

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）令和７年春季情報処理技術者試験実施経過 

２．第１０３回東北海道商工会議所連絡協議会参加者について 

３．竣工・落成祝賀会出席状況について 

４．第７３回全道商工会議所大会について  

５．令和７年度選挙委員会委員選任（案）について  

６．令和７年度選挙日程（案）について 

７．三役諸会議出席予定について  

８．その他 
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  ・北見市・晋州市姉妹都市提携４０周年記念実行委員会委員の 

推薦について 

  ・再開発に伴う施設建築敷地及び施設建築物増床価額支払について 

５月２６日 ９名 １．報告 

（１）委員会開催経過 

（２）業務報告・予定 

（３）北見経済センタービル管理委員会規約 

２．定款・規則の改定について 

３．令和６年度事業報告概要版について 

４．内覧会、竣工・落成祝賀会出席状況について 

５．第７３回全道商工会議所大会について 

６．第７５回永年勤続従業員表彰式について 

７．第７２回北見ぼんちまつり事業について 

８．三役諸会議出席予定について 

９．その他 

  ・中心市街地活性化協議会総会開催日程について 

６月１２日 ９名 １．報告 

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）北海道商工会議所連合会総会及び 

東北海道商工会議所連絡協議会要望活動経過 

２．北見市財政健全化計画及び 

北見市の総合的経済活性化に関わる要望書の回答について 

３．竣工・落成祝賀会の進行について  

４．第７３回全道商工会議所大会参加申込状況について  

５．三役諸会議出席予定について 

６．その他 

  ・商工会議所テナント契約について 

６月２３日 ８名 １．報告 

（１）第７２回北見ぼんちまつり実施事業 

（２）業務報告・予定 

（３）令和８年度予算確保に向けた北海道商工会議所連合会中央要望 

（４）ＢＷＣキャンペーン（春季）獲得状況 

２．第７３回全道商工会議所大会開催概要について  

３．第３３７回常議員会、第２２３回通常議員総会進行について  

４．三役諸会議出席予定について 

５．その他 

  相続税対策セミナーの後援について 
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７月１１日 ９名 １．報告  

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）第７２回北見ぼんちまつり実施事業 

（３）北見経済センタービル竣工・落成祝賀会収支決算 

（４）ＢＷＣキャンペーン（春季）獲得状況 

２．議員の職務を行う者の変更について 

３．高校生のための企業概要説明会について  

４．北見市ふるさと納税に対する協力依頼について 

５．議員定数の変更について 

６．議員選挙について  

７．三役諸会議出席予定について  

８．その他 

  ・北見市宿泊税使途検討委員会委員の推薦について 

８月 ４日 ９名 １．報告  

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）業務報告・予定 

（３）第７２回北見ぼんちまつり開催経過 

（４）高校生のための企業概要説明会 

２．定款変更について 

３．第７５回永年勤続従業員表彰式決算について  

４．議員選挙に係る３号議員の選任依頼について 

５．常議員会、議員総会議題について 

６．三役諸会議出席予定について  

７．その他 

  ・北見市指定管理者選定委員の選任ついて 

  ・北見市デザイン経営普及・啓蒙事業後援について 

  ・北見秋祭りの後援について 

  ・地域活性化フォーラムｉｎオホーツク パネラー依頼について 

８月２１日 ９名 １．報告  

（１）業務報告・予定 

（２）第７３回全道商工会議所大会収支決算 

（３）第７２回北見ぼんちまつり収支決算 

（４）令和７年度第Ⅰ四半期景気動向調査結果 

２．部会開催について  

３．議員改選の動向について 

４．三役諸会議出席予定について 

５．その他 

  ・第５８回東北・北海道商工会議所連絡協議会について 

  ・最低賃金改正について 

  ・オホーツクフェアｉｎチ・カ・ホ２０２６への共催について 
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  ・北見市子ども・子育て会議委員の推薦について 

９月１９日 

 

９名 １．報告  

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）業務報告・予定 

（３）令和７年度自由民主党北海道１２選挙区移動政調会要望項目 

（４）旭川マルシェ出店支援 

２．議員改選の動向について 

３．第２２５回臨時議員総会、第３３９回常議員会議題について 

４．三役諸会議出席予定について 

５．その他 

  ・北見市・高知市姉妹都市提携４０周年記念事業実行委員会 

委員の推薦について 

  ・第６５回全珠連オホーツク支部珠算選手権大会後援について 

１０月 ９日 ９名 １．報告  

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）議員の選任結果 

（３）小規模事業者持続化補助金採択結果 

２．次期役員について  

３．第３３９回常議員会の議題について 

４．臨時議員総会懇親会招待者について 

５．令和８年新年交礼会について 

６．三役諸会議出席予定について 

７．その他 

  ・北見地域定住自立圏共生ビジョン懇談会委員の推薦について 

  ・オホーツク新エネルギー開発推進機構 

新エネルギーセミナー後援依頼について 

 １０月２２日 

 

８名 １．報告 

（１）業務報告・予定 

（２）令和７年秋季情報処理技術者試験実施結果 

（３）きたみｄｅ街コン申込状況 

（４）街あるきスタンプラリー応募状況 

２．常設・特別委員会の正副委員長、委員（案）について 

３．第２２５回臨時議員総会、第３３９回常議員会の進行について 

４．臨時議員総会懇親会出席状況について  

５．三役諸会議出席予定について 

６．その他 

  ・学生×企業交流会後援依頼について 
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１１月１９日 ７名 １．報告  

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）業務報告・予定 

（３）部会開催日程 

（４）令和７年度第Ⅱ四半期景気動向調査結果 

（５）令和７年度歩行者通行量動態調査結果 

（６）きたみｄｅ街コン実施経過 

（７）令和７年度自由民主党北海道１２選挙区移動政調会開催日程 

２．国・道・北見市・関係団体に係る委員会、審議会等の委員について 

３．令和８年新年交礼会開催要領（案）について 

４．新議員研修会について 

５．三役諸会議出席予定について 

６．その他 

  ・令和７年度合同企業説明会・面接会後援依頼について 

１２月 ８日 ７名 １．報告 

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）北海道商工会議所連合会第１９４回常議員会、 

第２０４回臨時議員総会開催経過 

２．令和８年新年交礼会申込状況について 

３．令和７年度事業計画進捗状況、部会・委員会開催経過並びに 

令和８年度事業計画等策定スケジュールについて 

４．三役諸会議出席予定について 

５．その他 

  ・第５６回北見冬まつり後援依頼について 

  ・オホーツクダンスフェス２０２６協力依頼について 

１２月２６日 ９名 １．報告 

（１）「がんばろう北見」応援ホワイトイルミネーション寄附金額 

（２）部会開催経過及び正副部会長選任 

（３）中小企業振興委員連絡会議開催経過 

（４）第１回ビジネススクール実施経過 

（５）業務報告・予定 

２．令和８年新年交礼会について  

３．高知県の観光と物産展に係るスケジュールについて  

４．正副会頭と部会長・委員長懇談会について 

５．令和８年度事業計画（素案）について 

６．三役諸会議出席予定について 
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８年 １月１３日 ９名 １．報告 

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）令和８年新年交礼会開催経過 

２．今後の部会・委員会開催日程について  

３．女性会・青年部との懇談会日程について 

４．令和８年度事業計画（素案）について 

５．三役諸会議出席予定について 

６．その他 

  ・第７４回全道商工会議所大会、 

第５９回北海道・東北商工会議所連絡会議日程について 

１月２６日 ９名 １．報告 

（１）令和８年新年交礼会収支決算 

（２）業務報告・予定 

２．令和７年度一般会計及び各会計決算見込について 

３．就業規則及び育児・介護休業規定の改正について 

４．正副会頭と各部会長・委員長との懇談会進行について 

５．正副会頭と正副部会長・正副委員長合同連絡会議及び 

第３４０回常議員会議題について  

６．令和８年度事業計画（素案）について 

７．オホーツク管内商工会議所会頭会議日程について  

８．三役諸会議出席予定について 

９．その他 

  ・北見市表彰審議会委員の推薦について 

２月 ９日 ８名 １．報告 

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）令和７年度第Ⅲ四半期景気動向調査結果 

（３）委員会開催経過 

（４）道新就職・転職フェア実施概要 

（５）北見市物価高騰対策市民生活応援商品券事業加盟店募集 

２．事業継続力強化計画（案）について  

３．第２２６回通常議員総会議題について 

４．令和８年度事業計画（素案）について 

５．令和８年度職員給与について 

６．三役諸会議出席予定について 

７．その他 

  ・ドンキホーテ北見店求人募集状況について 

２月２６日 ７名 １．報告 

（１）業務報告・予定 

（２）委員会、部会開催経過 

（３）北見市中心市街地活性化協議会「街あるき事業」実施経過 
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２．令和８年度事業計画（原案）について 

３．令和８年度一般会計及び各会計収支予算（案）について 

４．正副会頭と各正副委員長・各正副部会長合同連絡会議 

進行について 

５．三役諸会議出席予定について 

６．その他 

・令和８年永年勤続従業員表彰式開催日程について 

・職員の服装について 

３月 ９日 ８名 １．報告 

（１）専門家相談・支援報告、会員加入状況 

（２）北海道商工会議所連合会第１９６回常議員会、 

第２０５回会員総会合同会議開催経過 

２．第３４０回常議員会の進行について 

３．オホーツク管内商工会議所会頭会議について 

４．令和８年北見市財政健全化計画 

北見市の総合経済活性化に関る要望書の提出日程について  

５．全国商工会議所観光振興大会２０２６ｉｎ北海道の概要について  

６．三役諸会議出席予定について 

７．その他 

  ・職員の服装規定について 

３月２３日 ９名 １．報告 

（１）健康経営優良法人２０２６認定企業 

（２）出張型企業説明会開催経過 

（３）道新就職・転職フェア実施経過 

（４）業務報告・予定 

（５）委員会開催経過 

２．第２２６回通常議員総会進行について  

３．三役諸会議出席予定について  

４．その他 

  ・北見市廃棄物減量等推進審議会委員の推薦について 

  ・北見市都市計画審議会委員の推薦について 

  ・北見市環境審議会委員の推薦について 

  ・全国商工会議所観光振興大会２０２６ｉｎ北海道の参加について 

 

 

（２）新議員説明会・交流会 

         日  時  令和８年１月２２日（木）午後４時３０分 

         場  所  ホテル黒部 

         出席者  １３名 

内  容 ①商工会議所のルーツ、設立根拠、使命、組織について 

②北見商工会議所組織・事業について 
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         ③再開発事業について 

         ④会議所共済、福祉制度について 

 

（３）正副会頭と各部会長・委員長との懇談会  

         日  時  令和８年１月２６日（月）午前１１時 

         場  所 ホテル黒部 

         出席者  １８名 

内  容  ①各部会･各委員会開催日程並びに事業計画策定スケジュールについて 

②令和７年度各部会・委員会開催状況について 

③令和８年度事業計画（素案）について 

④生産性向上に向けたＤＸ・ＡＩ活用について（情報交換） 

       

（４）正副会頭と女性会正副会長・青年部四役との合同懇談会 

         日  時  令和８年２月２６日（木）午前１１時 

         場  所  北見経済センタービル 

         出席者  １２名 

内  容  ①女性会並びに青年部における令和８年度事業計画について 

②令和８年度事業計画（素案）について 

         ③生産性向上に向けたＤＸ・ＡＩ活用について（意見交換） 
 

（５）正副会頭と正副部会長・正副委員長合同連絡会議 

         日  時  令和８年２月２６日（木）午後３時 

         場  所  ホテル黒部 

         出席者  ２０名 

内  容  ①令和８年度事業計画（原案）について 

②令和８年度各部会・各委員会活動計画について 

③生産性向上に向けたＤＸ・ＡＩ活用について（情報交換） 

 

 

 

７．事    業（各種事業活動）  

（１）財政健全化計画及び経済活性化対策の推進と当市経済界が抱える喫緊の課題や諸問題について、市

及び市議会に要望書を提出。さらに、道など関係方面に対し意見活動を行うと共に、東北海道商工会

議所連絡協議会を通じて、当地域の懸案事項を提起した。 

（２）深刻化している人材確保では、７月に「高校生のための企業概要説明会」、３月に「出張型企業説

明会」、「就職・転職フェアｉｎオホーツク」を関係機関と連携し開催した。 

（３）交流人口の拡大を図るべく「第７２回北見ぼんちまつり」を市内中心部において開催。さらに、６

回目となる「きたみホワイトイルミネーション」を実施し、市内中心街小公園に約９０，０００個の

イルミネーションを点灯した。 

（４）中小企業の従業員福利厚生事業として、会員事業所で永年にわたり業務に精励勤務した従業員を表

彰する永年勤続従業員表彰を実施した。 
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（５）中小企業の福祉の増進と経営の安定を図るため、各種の共済制度の加入促進を図るべく加入キャン

ペーンを実施すると共に労働保険事務組合の運営を行った。また、事業主、管理職、従業員等の健康

管理の啓蒙啓発に努め生活習慣病集団検診を実施した。さらに、地域内中小企業に対する健康経営の

推進を行った。 

（６）国から認定を受けた「第３期経営発達支援計画」に則り、地元中小・小規模企業の経営状況の分析

及び事業計画作成等会員ニーズにも対応した各種セミナーを開催すると共に、販路開拓、事業承継に

対する支援及び創業・起業に対する相談・助言等を行った。併せて、日本商工会議所と委託契約を結

び、制度改正や事業環境の変化による影響を受けた事業者に対して専門家による「経営相談窓口」を

設置し外国人雇用・デジタル化等個別相談を実施した。 

（７）小規模企業者の経営改善を図るための小規模事業者経営改善資金の斡旋（推薦・貸付決定２１件、

１億５，７４０万円）を行った。また、北海道融資・その他制度融資の斡旋（１５件、３億３，７０

０万円）を行った。 

（８）北海道から認定を受けた「第２期事業継続力強化支援計画」に則り、事業者の自然災害等への事前

の備え、迅速な復旧に向けた事業継続力強化計画の策定支援を行った。 

（９）中心商店街への集客、賑わいを創出すべく、北見市、北見市商店街振興組合連合会、（株）まちづ

くり北見と連携を強化し、まちんなかＳＨＯＷ１０（北２条西２丁目）を運営すると共に子ども達や

子育て世代の回遊を推進すべく、パラきたＫｉｄｓの協力を得て「街あるきスタンプラリー」を２回

実施した。 

（10）未婚の男女の出会いの場の提供と市内中心部飲食店街の活性化と交流人口の拡大に繋げるべく「き

たみｄｅ街コン」を開催した。 

（11）創業・事業承継並びに研究開発から事業化までワンストップサービスでサポートする「北見ビジネ

ス総合サポートセンター」の利活用を促進するために、中小企業基盤整備機構北海道本部北見オフィ

ス等関係機関と連携して効果的な運営に努めた。 

（12）本道産業経済の発展を図るため、第７３回全道商工会議所大会を全道４２商工会議所役員・議員約

４００名参加のもと、北見市で開催した。 

 

 

 

Ａ．意見活動 

（１）第１０３回東北海道商工会議所連絡協議会 －北見提出議案掲載－ 

令和７年５月１９日（月） 於 帯広市 

 

１．中小企業振興 

 １）中小・小規模事業者対策の推進 

２．運輸観光 

１）女満別空港の就航体制の強化及び利便性の向上 

①運航・就航体制の強化及び運航路線の維持・拡充 

②機材の大型化及び就航便数の増大 

③道内空港間との新規路線開設及び現行運航便の拡充 

④主要観光地との二次交通網の整備 

⑤国際チャーター便の誘致並びにＣＩＱ施設の整備と職員の常駐配置 
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２）ＪＲ石北本線の維持・存続に向けた支援 

①運行体制の早期回復及び安全の確保 

②ＪＲ石北本線の維持・存続 

③観光列車の継続運行 

３）北海道新幹線高速化に伴う鉄道貨物輸送の維持と新たなる技術開発の推進 

４）道路整備に必要な予算の確保 

５）北海道横断自動車道の整備促進 

①「足寄－陸別小利別」間の整備促進 

②「端野高野道路」の整備促進 

６）地域高規格道路「遠軽北見道路｣の早期整備 

①「生田原道路」の整備促進 

②「北陽－端野」間の計画段階評価の早期着手 

③「豊里－瑞穂」間及び「大成－栃木」間の調査促進 

７）道道の整備促進 

①北見環状線「南岸通」の整備促進 

 ②北見常呂線道路改良事業の整備促進 

 ③網走端野線（緋牛内インター線）の早期着手 

３．地域振興 

１）住民の生命・財産を守るための治水事業及び砂防事業の推進   

２）公民共創によるまちづくりの推進 

４．特別提案 

１）産業・生活を守るための物流機能の確保 

２）コスト負担の増加と深刻化する人手不足への対応 

３）ＧＸの推進 

４）次世代半導体関連産業集積に伴う経済の活性化と雇用の確保 

 

 

（２）北見市長・北見市議会議長に対する要望活動 

令和７年４月２１日（月）  

市長応接室・議長応接室 

参加者 舛川会頭、河合副会頭、片山副会頭、永田副会頭、服部専務理事 

対応者 北見市 辻󠄀󠄀市長並びに副市長・各部長他、 

市議会 飯田議長、中崎副議長 

 

  １．財政健全化計画アクションプランの実施について（新）  
当市では、市税収入の減少、物価高騰並びに地方交付税の減少等により厳しい財政状況になること

から昨年財政健全化計画を策定し、令和７年度から令和９年度までを「集中健全化期間」と位置付け、

財政健全化アクションプランに取り組むことといたしておりますが、その実施にあたっては、市民生

活はもとより企業経営に多大な影響を及ぼす事も懸念されることから、丁寧な説明とともに慎重な対

応を要望いたします。  
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記 
（１）アクションプラン実施における丁寧な説明及び対応  
（２）アクションプランの事業年度毎の検証・確認  
（３）検証・確認に基づく次年度アクションプランの実施 

 
２．経済活性化対策の推進について  

わが国の経済は、長引く物価高騰等の影響から個人消費の冷え込みが続き、厳しい状況が続いてお

ります。  
国は、賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済の実現し、「賃上げと投資が牽引する成長型経

済」への移行を確実なものとすべく、日本経済・地方経済の成長、物価高の克服、国民の安心・安全

の確保を柱とする「総合経済対策」を講じることといたしておりますが、地域中小企業が取り組むた

めには賃上げ環境の整備、価格転嫁に向けた取り組みが必要であります。  
さらに、地域では急速に進む人口減少、高齢化と相まって中小・小規模事業者の廃業が危惧されて

おります。市におきましては財政健全化アクションプランの取り組みとの両立を図り、経済活性化に

向けた取り組みを推進いただきたいと存じます。  
また、第３期北見市地方創生総合戦略に掲げられている施策の着実な推進と、公共工事の早期発注、

地元企業への優先発注による景気の下支えを推進いただきますよう要望いたします。  
 

記 
（１）価格転嫁に向けた「パートナーシップ構築宣言」の推進  
（２）地域経済活性化に繋がるプロジェクト取り組みの推進  
（３）第３期北見市地方創生総合戦略に基づく効果的な事業の実施  
（４）公共工事の早期発注と地元企業への優先発注の確保 

 
３．安全・安心な都市基盤整備の推進について  

当市は行政区域として道内一の広大な面積を擁していますが、地方都市が豊かでそして安全安心な

営みが可能となるためには、生活インフラの基盤整備とともに国土強靱化政策との一体的な整備の推

進が必要であります。  
要望項目の実施主体が国・道・各関係機関の事項につきまして、それぞれ要望を継続強化していた

だきますようお願いいたします。また、年々台風や大雨などによる道路等への被害は甚大であり、物

流への影響も大きく災害に強いインフラ整備と道路ネットワーク化が求められております。  
さらに、道内における物流は、北海道新幹線の延長に伴う並行在来線、青函共用走行やトラック運

転手不足等早急な対応が求められており、当地域においても一次産品の安定輸送は域内経済にとって

重要課題であり、物流体制の維持・確保に対する支援等、都市基盤整備の推進を要望いたします。  
 

記 
（１）地域道路の整備促進  

１）道路整備に必要な予算の確保  
２）北海道横断自動車道の整備促進  
①「端野高野道路」の整備促進  
②女満別空港網走道路「女満別空港－網走呼人」間の整備促進  
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③女満別空港網走道路「網走呼人－網走」間の都市計画・環境アセスメントを進めるための

調査促進  
④「足寄－陸別小利別」間の整備促進  

３）高規格道路｢遠軽北見道路｣の早期整備  
①「生田原道路」の整備促進  
②「北陽－端野」間の計画段階評価の早期着手  
③「豊里－瑞穂」間及び「大成－栃木」間の調査促進  

（２）市内道路環境の整備改善  
１）北見環状線「南岸通」の整備促進  
２）北見常呂線道路改良事業の整備促進  
３）網走端野線（緋牛内インター線）の早期着手  
４）冬期間の車道、歩道の除排雪の徹底  

（３）防災対策の強化推進  
１）災害に強い道路等基盤整備及び流域治水の推進  

（４）女満別空港の就航体制の充実及び利便性向上  
１）運航・就航体制の充実及び機材の大型化  
２）道内空港間との新規路線開設及び現行運航便の拡充 
３）女満別空港と各観光地を結ぶ二次交通のインフラ整備  
４）季節運航路線の通年運航化  
５）ＬＣＣの誘致拡充  
６）国際チャーター便の誘致並びにＣＩＱ施設の整備と職員の常駐配置  

（５）ＪＲ石北本線の維持・存続  
１）維持及び存続に向けた利用促進の啓蒙・啓発  
２）運行体制の強化及び安全の確保  

（６）北海道新幹線高速化に伴う鉄道貨物輸送の維持と新たなる技術開発の推進  
（７）安定かつ効率的な道内物流体制の維持・確保  
（８）地元公共交通機関の維持・存続  
（９）地域医療体制の維持・充実  
（10）北見市立地適正化計画における施策の推進 

 
４．中心市街地活性化の推進について  

北見市中央大通沿道地区第一種市街地再開発事業については、本年北見経済センタービル及び分譲

マンションが竣工いたしますが、引き続き、円滑な事業推進に向けた交付金の確保と現在検討が進め

られている交流広場の運営等について、ご支援ご協力くださいますようお願いいたします。  
また、中心市街地の活性化と賑わいあるまちづくりを推進していくためには、引き続き「北見市中

心市街地活性化基本計画」に掲げた事業の継続的推進を図ることが必要であります。  
つきましては、市の活力ある経済発展のために、これまで同様、中心市街地の魅力向上と賑わい再

生支援への拡充・推進を要望いたします。  
 

記 
（１）北見市中央大通沿道地区第一種市街地再開発事業への協力  
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１）交流広場の利活用に向けた運営体制の構築支援・協力  
（２）中心市街地の魅力向上と賑わい再生支援  

１）「きたみｄｅ街コン」、「街あるき」事業等に対する支援  
２）空き店舗対策事業等に対する支援  
３）ホワイトイルミネーション２０２５に対する支援 
 

５．中小企業・小規模企業の経営基盤の強化について  
当所では、物価高騰や人材確保難により影響を受けている地域企業に寄り添った伴走型支援を実施

して参りましたが、その影響は深刻であり、地域中小・小規模事業者に対する生産性の向上、健康経

営、販路拡大等、事業者の経営基盤及び稼ぐ力の強化に資する各種事業を実施して参ります。  
さらに、域内事業所の維持・存続に繋がる事業承継・創業では後継者に悩む事業者と創業希望者と

のマッチング支援に取り組んで参ります。  
また、地域において大きな課題となっている人材確保では、学生の就職意識が変化していることか

ら各関係機関・団体と連携した事業を実施するとともに、小・中・高生に対する企業説明会を行い、

地元企業に対する意識の醸成を進めて参ります。併せて、人材確保難の状況が続いていることから、

従業員等の健康管理を経営に取り入れ、長く継続して働ける労働環境整備の推進に繋がる健康経営の

取り組みを後押しして参ります。  
つきましては、市におきましても、これまで以上に地域中小・小規模企業の経営基盤の強化・稼ぐ

力の強化に対する支援の推進を要望いたします。  
 

記 
（１）生産性の向上推進支援  

１）事業者が進めるＤＸ導入（デジタル化・ＩＣＴの活用）支援  
２）外部（各分野で専門性を有する）人材の活用支援   
① 地元企業と人材のマッチングの実施  

（２）事業承継相談体制の強化  
１）後継者に悩む事業者と創業希望者とのマッチング支援  

（３）地域内外における展示会・商談会出展及び販路拡大支援  
１）市内大型店との連携による地域商品販売促進 
２）小規模事業者に対するＩＴツールを活用したＤＸ化支援の実施 
３）輸出に向けた調査研究 

（４）創業支援  
１）教育・金融機関と連携したビジネススクールの開催  
２）後継者に悩む事業者と創業希望者とのマッチング支援 （再掲）  

（５）健康経営の推進  
１）健康経営優良法人認定企業に対する入札等における加点措置の実施  

（６）人材確保・人材育成に対する支援  
１）各関係機関・団体との連携による人材確保支援 
２）ＵＩターン学生に対する就職支援  
３）地元企業就業体験・見学ツアーの開催  
４）出張型企業説明会の実施  
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５）都市部からのＵＩＪターン（移住・定住）の促進強化  
① 移住希望者と地元企業のマッチングの実施  

６）外国人労働者の雇用確保と定着支援の実施  
（７）第２期北見市中小企業振興プランの事業推進 

  
６．当地域の産業振興について 

北見市は、豊富な地域資源に恵まれた地域でありますが、未だ十分に資源の活用が図られていない

状況にあり、これら地域資源、観光資源を活用した地域産業の振興や地場企業の育成、域外からの需

要の取り込みを図ることが重要であります。  
また、「街の駅・北見」構想は、道の駅を越えた、オホーツク圏の代表となる地域交流拠点施設を

目指すものでありますので、整備実現に向け引き続き要望するものであります。併せて、北見の優位

性を活かすと共に、新たな視点による観光振興策の検討・推進を要望いたします。  
さらに、国は、２０５０年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現を掲げており、市においても

ゼロカーボンシティを宣言し、取り組む事といたしておりますが、その推進にあたっては、事業者の

協力が必要不可欠であり、ＳＤＧｓに対する理解を深め、環境経営（脱炭素経営）の推進による対策

を講じることが重要であります。  
つきましては、市の産業振興の推進を図っていただきますよう要望いたします。  

記 
（１）地域資源の活用と農林水産商工等連携の推進  
（２）産学官金連携の推進による産業振興  
（３）観光資源の充実と体験・着地型観光の促進  

１）道の駅を併設する体験・着地型観光の交流拠点施設「街の駅」の早期設置  
２）スポーツ合宿誘致と受入施設の整備促進  
３）カーリング・アニメコンテンツ等を活用した観光振興の推進 
４）北見をハブ（核）とした新たな観光振興の検討・推進  

（４）ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル社会に向けた環境経営（脱炭素経営）の推進  
１）事業所における二酸化炭素排出量の見える化の取り組み推進  
２）ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）に対する環境整備の推進 

 
（３）道東地区商工会議所要望活動（東北海道商工会議所連絡協議会） 

令和７年６月１０日（火）、１１日（水） 
    国土交通省北海道開発局、国土交通省北海道運輸局、経済産業省北海道経済産業局、陸上自衛隊北部

方面総監部、法務省出入国在留管理庁札幌出入国在留管理局、北海道、自由民主党北海道支部連合会、

公明党北海道本部、北海道旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社北海道支社、東日本高速道路株

式会社北海道支社、北海道エアポート株式会社、北海道電力株式会社 
 

   １．中小企業振興 
１）中小・小規模事業者対策の推進 
２）外国人材活用に関する対応策 
３）建設業振興対策の推進 
４）中小企業勤労者福祉関連法の制定 
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２．運輸観光 
１）地方空港の就航体制の確立と整備促進 
 （１）空港間連携による訪日客の地方間旅客機輸送路線の開通 
（２）ＣＩＱ体制の整備・充実 

 （３）たんちょう釧路空港の整備推進及び利便性向上 
 （４）女満別空港の就航体制の強化及び利便性向上 
 （５）とかち帯広空港の航空路線の充実・拡大 
 （６）オホーツク紋別空港の運航路線の維持・拡充 
 （７）地域振興と道内航空路線の充実・強化 
２）民間委託を選択しない空港に対する支援 
３）ＪＲ路線の維持存続及び安全性確保と利便性向上 
 （１）ＪＲ石北本線の維持存続に向けた支援 
 （２）ＪＲ釧網本線・花咲線の維持存続に向けた支援 
 （３）ＪＲ石勝線・根室本線「札幌‐釧路・根室」間の所要時間短縮及び利便性向上 
 （４）北海道新幹線高速化に伴う鉄道貨物輸送体制の維持と新たなる技術開発の推進 
４）道路整備に必要な予算の確保 
５）北海道横断自動車道の整備促進 
６）道東自動車道（北海道横断自動車道）の全線４車線化 
７）高規格道路の整備促進 
８）国道、道道の早期整備 
９）２０２４年問題による水産物輸送への影響緩和対策 
10）北海道の物流輸送体系に即したトレーラーに係る自動車税の見直し 
11）地方バス路線の確保及び充実 

 
３．地域振興 
１）港湾の整備促進 
２）漁業環境の急激な変化への対応と電気料金や燃料の高騰に対する負担軽減措置 
３）対ロ漁業交渉の再開を始めとする国際漁業対策の推進と水産業の振興対策 
４）日本海溝・千島海溝沿いの地震への対応や自然災害に対する防災・減災対策の充実 
５）住民の生命・財産を守るための治水事業及び砂防事業の推進 
６）十勝川、釧路湿原における自然再生の促進 
７）宇宙港「北海道スペースポート」の整備 
８）北海道ＩＲ（特定複合観光施設）誘致による観光振興及び地域活性化の推進 
９）公民共創によるまちづくりの推進 
10）まちづくりと一体化した公共交通政策への支援 
11）「生産空間」の維持・発展に係る道内交通ネットワーク等の整備推進 
12）「阿寒湖及び周辺地域」の世界自然遺産及びユネスコエコパーク登録の推進 
13）白滝ジオパークに対する支援 
14）日高山脈襟裳十勝国定公園を活かした観光振興の促進 
15）道立広域公園の早期整備 
16）海外産炭国への炭鉱技術研修事業等による石炭産業の振興 
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17）公共建築物等における木材利用の促進 
18）地域医療の充実に対する支援 
19）太陽光発電設備の規制に関する条例の制定 

 
４．特別提案 
１）コスト負担の増加と深刻化する人手不足への対応 
２）東北海道の産業・生活を守るための物流機能の確保 
３）泊原子力発電所の早期再稼働など安価で安定的な電力供給体制 
４）ＧＸの推進 
５）次世代半導体関連産業の集積に伴う経済の活性化と雇用の確保 
６）中国における水産物の輸入全面停止への対策 
７）事務局長設置要件の見直し及び経営指導員等の維持・拡充 
８）外国との貿易協定等における適切な対応 
９）北方領土問題に係る啓発活動の強化と解決に向けた交渉の早期再開並びに隣接地域への振興施

策の推進 
10）国土交通省北海道局並びに北海道開発局の体制の維持 
11）北海道における陸上自衛隊の維持・充実及び隊員の処遇向上 

 
 
 （４）令和７年度自由民主党北海道第１２選挙区支部移動政調会（オホーツク商工会議所共同） 

令和７年１２月７日（日） 
 

１．中小・小規模事業者対策の推進                 （継続）＜６商工会議所＞ 

２．外国人材活用に関する対応策                  （継続）＜６商工会議所＞ 

３．建設業振興対策の推進                     （継続）＜６商工会議所＞ 

４．空港の就航体制の充実及び利便性向上              （継続）＜６商工会議所＞ 

５．民間委託を選択しない空港に対する支援             （継続）＜紋別＞ 

６．ＪＲ石北本線の維持存続に向けた支援              （継続）＜６商工会議所＞ 

７．ＪＲ釧網本線の維持存続に向けた支援              （継続）＜６商工会議所＞ 

８．北海道新幹線高速化に伴う鉄道貨物輸送体制の維持と 

                   新たなる技術開発の推進   （継続）＜６商工会議所＞ 

９．道路整備に必要な予算の確保                  （継続）＜６商工会議所＞ 

10．道路網の整備促進                       （継続）＜６商工会議所＞ 

11．北海道の物流体系に即したトレーラーに係る自動車税の見直し   （継続）＜６商工会議所＞ 

12．地方バス路線の確保及び充実                  （継続）＜６商工会議所＞ 

13．重要港湾網走港、紋別港の整備促進               （継続）＜網走・紋別＞ 

14．日本海溝・千島海溝沿いの地震への対応や 

自然災害に対する防災・減災対策の充実  （継続）＜６商工会議所＞ 

 

15．治水事業及び砂防事業の推進                  （継続）＜６商工会議所＞ 

16．公民共創によるまちづくりの推進                （継続）＜６商工会議所＞ 
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17．まちづくりと一体化した公共交通政策への支援          （継続）＜６商工会議所＞ 

18．生産空間の維持・発展に係る道内交通ネットワーク等の整備推進  （継続）＜６商工会議所＞ 

19．白滝ジオパークに対する支援                  （継続）＜遠軽＞ 

20．公共建築物等における木材利用の促進              （継続）＜６商工会議所＞ 

21. 地域医療の充実に対する支援                  （継続）＜６商工会議所＞ 

22．太陽光発電設備の規制に関する条例の制定            （新規）＜６商工会議所＞ 

23．産業・生活を守るための物流機能の確保             （継続）＜６商工会議所＞ 

24．コスト負担の増加と深刻化する人手不足への対応         （継続）＜６商工会議所＞ 

25. 泊原子力発電所の再稼働の実現並びに送電網の強化        （新規）＜６商工会議所＞ 

26．ＧＸの推進                          （継続）＜６商工会議所＞ 

27．次世代半導体製造拠点整備に伴う経済の活性化と雇用の確保    （継続）＜６商工会議所＞ 

28．商工会議所が担う経営改善普及事業に係る事務局長設置要件の 

見直し及び経営指導員等の維持・拡充  （継続）＜６商工会議所＞ 

29．外国との貿易協定等における適切な対応             （新規）＜６商工会議所＞ 

30．国土交通省北海道局並びに北海道開発局の体制の維持       （継続）＜６商工会議所＞ 

31．北海道における陸上自衛隊の維持・充実及び隊員の処遇向上    （継続）＜６商工会議所＞ 

 

 

 

 

Ｂ．各種行事 

（１）令和８年新年交礼会  

        令和８年の新春を祝し、北見市長はじめ市内官公署、団体、当所役員・議員及び会員３１３名の参加

を得て開催した。今年は、４日が日曜日のため、翌日の平日に開催した。 

日  時  令和８年１月５日（月）  午前１０時 

        場  所  ホテル黒部 ２階 

 

 

（２）地元企業の人材確保事業    

オホーツク地域の中小企業では、雇用環境の変化と若年者の人口流出による労働者人口減少などによ

り、優秀な人員・人材の確保が困難となっていることから、関係機関と連携し「高校生のための企業概

要説明会」を開催するとともに、学生並びに既卒・転職ＵＩＪターン希望者等を対象とした「道新就

活・転職フェア」を北海道新聞社北見支社とともに開催、また、出張型企業説明会を北見藤高等学校に

おいて実施した。 

   

   ・高校生のための企業概要説明会 

    開 催 日 令和７年７月２９日（火） 

    場  所 ホテル黒部 

    参加企業 ４９社 

    参加学生 ８５名 
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   ・出張型企業説明会 

    開 催 日 令和８年３月９日（月） 

    場  所 北見藤高等学校 

    参加企業 １社（北都板金工業株式会社） 

    参 加 者 １１９名（１・２年生） 

 

   ・道新就活・転職フェアｉｎオホーツク 

    開 催 日 令和８年３月１７日（火） 

    場  所 オホーツクＪＡ Ｂｌｄｇ. 

    参加企業 ２３社 

    参 加 者 １７７名（うち学生・求職者１３７名） 

 

 

（３）講習会等 

開 催 日 題 目      講 師      参加人数 共催団体 

７年１０月 ４日 
北海道観光マスター検定 

受験対策セミナー 

北海商科大学 商学部観光産業科  

准教授 千 葉 里 美 
  １７ 

北海道商工会議所 

連合会 

１１月２５日 令和７年分年末調整説明会 

北見税務署法人課税第一部門 

  上席国税調査官 岩 佐 修 治 

  財務事務官   今   奈津子 

  ７６ 北見税務署 

８年 ２月２５日 
池谷先生とともに考える 

ＩＣＴ活用セミナー 

東京大学 

    薬学部教授 池 谷 裕 二   
１２４ 

（公財）日本電信電話

ユーザ協会 

 

 

（４）視察団等の派遣及び受け入れ 

   （ａ）視察団の派遣 

     ①青森県（歴史と文化）視察及び近隣視察研修 

     日  時 令和７年４月２３日（水）～２５日（金） 

     視 察 先 青森県青森市、弘前市、五所川原市 

     内  容 青森県歴史と文化視察 

     津軽三味線会館、斜陽館、三内丸山遺跡、黒石伝承館、弘前城、津軽藩ねぷた村他視察 
参 加 者 稲 村 秀 一（稲村電設工事株式会社） 

亀 井   滋（北見石灰工業株式会社） 
紺 野 留 義（有限会社サンケイプリント社） 
主 藤 隆 臣（株式会社北見メッセ） 
戸 田 龍 一（株式会社サン園芸） 
永 田 裕 一（株式会社北見薄荷通商） 

成 中 徳 一（株式会社東洋リネンサプライ） 

長谷川   豊（北商クラブ） 
舛 川   誠（北見通運株式会社） 
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松 原 英 行（有限会社松原新聞販売店） 
村 井 泰 彦（北商クラブ） 
後 藤 達 哉（北見商工会議所) 
酒 井 正 則（北見商工会議所） 

 

 

（５）第７３回全道商工会議所大会 

    関係各位の協力を得て、当面する本道産業経済の諸問題について討究するとともに、諸提案事項の実

現を図り、商工会議所の社会的任務達成の方途を確立すべく、第７３回全道商工会議所大会を当所が主

管して北見市において２７年ぶりに開催した。 

（ａ）ゴルフ大会 

    日  時 令和７年７月４日（金）午前８時２４分スタート 

     場  所 北見ハーブヒルゴルフクラブ 

     参 加 者 ６３名（１６組） 

 

（ｂ）産業視察・エキスカーション 

日  時 令和７年７月４日（金）午後１時・午後１時１０分 

     視  察 Ａコース 北見経済センタービル・㈱北見ハッカ通商・北見ハッカ記念館・ 

ハッカ蒸留館 

          Ｂコース 中止 

          Ｃコース ピアソン記念館・北見経済センタービル・オホーツクビアファクトリー 

     参 加 者 Ａコース ２０名 Ｃコース ３３名 

 

（ｃ）懇親会 

    日  時 令和７年７月４日（金）午後６時 

    場  所 ホテル黒部 

    参 加 者 ３９５名（来賓、役員・議員、事務局） 

 

（ｄ）本大会 

    日  時 令和７年７月５日（土）午前９時３０分 

    場  所 ＮｉＣＣ芸術文化ホール 音楽ホール 

    参 加 者 ４１２名（来賓、役員・議員、事務局） 

 

（ｅ）特別講演 

    日  時 令和７年７月５日（土）午前１１時 

    場  所 ＮｉＣＣ芸術文化ホール 音楽ホール 

    テ ー マ ０から１をつくる ～故郷から世界一への挑戦～ 

講  師 ロコ・ソラーレ 代表理事 本 橋 麻 里 氏 

参 加 者 ４１２名（来賓、役員・議員、事務局） 
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（６）第７２回北見ぼんちまつり   

   本まつりは、当市における都市観光事業の一つであり、北見市民をあげての行事として各界及び一

般市民の参加協力を得て、５年ぶりに中心商店街にて各種行事を開催した。 

期  間 令和７年７月１８日（金）～１９日（土） 

主  催 一般社団法人北見市観光協会、北見ぼんちまつり実行委員会 

事 務 局 北見商工会議所 

 

  （ａ）素人縁日 

     ぼんちまつりを盛り上げるため３７店・４０小間（内キッチンカー３店）が出店して開催した。 

     期   間 令和７年７月１８日（金）～１９日（土） 

場   所 銀座通り 

 

（ｂ）舞踊パレード 

ぼんちまつりの主要行事である舞踊パレードは、市内２４企業・団体、約１，６２０人が参加し盛

大なパレードとして開催した。 

     期   日 令和７年７月１８日（金） 

場   所 市内中心部 

 

  （ｃ）屯田大綱引 

 ぼんちまつりの顔である屯田大綱引を東西対抗戦として２００人の参加者により開催した。 

     期   日 令和７年７月１８日（金） 

場   所 二番街商店街 

 

（ｄ）こども縁日 

ぼんちまつりを一層盛り上げ、大人から幼い子どもまで喜んでもらえる楽しい「まつり」を実現す

るため、こども縁日・サンバ北見ばやしこどもカーニバル・正調よさこい鳴子踊りを開催した。 

     期   日 令和７年７月１９日（土） 

場   所 銀座通り 

 

  （ｅ）ぼんち村 

ぼんちまつりを盛り上げるため、ぼんち村・ダンスイベント（１０団体、延べ４７０人参加）を開

催した。 

     期   日 令和７年７月１９日（土） 

場   所 ロータリーひろば 

 

  （ｆ）納涼花火大会 

     夏の夜空を彩る当地方の夏の風物詩として花火大会を開催した。（打上総数４，０００発） 

     期   日 令和７年７月１９日（土） 

場   所 小泉河川敷地グラウンド 
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（７）きたみホワイトイルミネーション２０２５ 

イルミネーションの輝きを通して、企業や市民に希望の光を届け、北見の元気を発信し街の活性化に

繋げるとともに、医療従事者への感謝を込め「がんばろう北見！」応援実行委員会において約９０，０

００個のイルミネーションを設置し、点灯した。 

期    間 令和７年１１月２８日（金）～令和８年２月１５日（日）  

主    催 「がんばろう北見！」応援実行委員会・北見ぼんちまつり実行委員会 

場   所 北見市小公園 

 

 

（８）北見地産地消フェスタ２０２５ 

        生産者と消費者の相互理解の促進及び地場農林水産物の消費拡大を図るため、新鮮で安全・安心な農

林水産物を地元の消費者にＰＲし、豊かな自然の恵みとその味覚を再発見してもらうことを目的に開催

され、これに協力した。 

期  間 令和７年９月６日（土） 

         場   所 北見駅南多目的広場（ＮｉＣＣ芸術文化ホール前） 

     来場者数 ８，５００人 

 
 
（９）第２回北見秋祭 オホーツクマルシェ２０２５ 

「きたみ菊まつり」、「オホーツク北見ハロウィーンフェスティバル」、「北見オクトーバーフェス

ト」の３イベントを統合し、新たなお祭りとして開催され、これに協力した。 

         期   間  令和７年１０月３日（金）～５日（日） 

         場   所  北見駅前広場、中央プロムナード、ＮｉＣＣ芸術文化ホール横駐車場、北見駅南多目的

広場（ＮｉＣＣ芸術文化ホール前） 

         催  物 菊・カボチャ販売、ステージイベント、他各種イベント 

    来場者数 ５２，０００人 

 

 

（10）第５６回北見冬まつり 

北国の厳しい寒さの中で、元気に外で遊ぶ市民参加のまつりとして「北見冬まつり」が開催され、こ

れに協力した。 

         期   間   令和８年２月７日（土）～８日（日） 

         場   所  北見駅南多目的広場（ＮｉＣＣ芸術文化ホール前） 

         観客動員数 １８，０００人 

         催   物   雪山のすべり台・ステージイベント・冬まつりスタンプラリー他各種イベント等 

 

 

 

 Ｃ．中小企業者等の福祉増進に関する事業 

（１）第７５回会員事業所永年勤続従業員の表彰 

        令和７年７月１０日、北見経済センタービルに於て表彰式を行い表彰状及び記念品を贈った。 
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      受彰者数は次の通り。 

    ４０年勤続表彰     ４名 

        ３０年勤続表彰        １０名 

        ２０年勤続表彰        １３名 

        １０年勤続表彰        ３２名 

          合   計           ５９名 

  
 
（２）ミント共済制度 

        会員事業所の福祉対策の一環として、当所独自の共済制度を運営、令和８年３月末現在の加入状況等

は次の通りである。 

        加入事業所数      ２４９件 

        加入者数           ６１１人 

        加入口数          ９２６口 

        給付状況  死亡保険金、入金給付金・一時金等       ８７８，０００円 

          見舞金、祝金                 ４８０，０００円 
          定期健診等助成金               １１７，０００円 
 

 
（３）中小企業退職金共済制度  

        この制度は、「中小企業退職金共済法」で定められた国の援助と共済方式の採用によって中小企業で

も退職金が支給できるようにしたもので、当所もその窓口となり加入手続を行っており、令和８年３月

末の加入者は次の通りである。 

        加入事業所数          １３件 

        加入従業員数         ７４人 

 

 

（４）小規模企業共済制度 

         小規模事業主の退職金制度ともいうべきこの制度は、「小規模企業共済法」によって制定されたも

ので、当所もその窓口となり加入手続を行っており、令和８年３月末の加入者数は次の通りである。 

        加入者数              ２６６名 

 

 

（５）中小企業倒産防止共済制度（経営セーフティ共済） 

        中小企業者にとって取引先企業の倒産は、経営上受ける影響は大きなものがある。本制度は、連鎖倒

産を防ぐことを目的に「中小企業倒産防止共済法」によって制定されたもので、当所もその窓口となり

加入手続きを行っており、令和８年３月末現在における加入状況は次の通りである。 

        加入事業所数         ６６件 
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（６）特定退職金共済制度 

        労働福祉対策の一環として、特定退職金共済制度を運営、令和８年３月末現在の加入状況は次の通り

である。 

        加入事業所数         １５３件  

        加入者数         １，０８７人  

        加入口数         ７，１７５口  

 

 

（７）福祉保険制度 

   会員事業所の福利厚生の充実を目的として、各種福祉保険制度（引受保険会社アクサ生命保険株式

会社）を導入し、加入を推進。令和８年３月末現在の加入状況は次の通りである。 

   新大型保障プラン      加入者数   ９人 

   個人年金プラン       加入者数   １人 

   終身保障プラン       加入者数   ８人 

   総合保障プラン       加入者数 ２４７人 

   個人扱契約プラン      加入者数   ３人 

   定期保険集団プラン     加入者数  ４７人 

   低払いもどし金型定期プラン 加入者数  ４８人 

   ガン治療プラン       加入者数  ９８人 

 
 
（８）商工会議所会員向け保険制度 

日本商工会議所、北海道商工会議所連合会は、会員事業所の様々な事業活動リスク等に対応するべく、

スケールメリットを活かし低廉な保険料で加入できる会員向け団体保険制度の運営を開始。当所におけ

る令和８年３月末現在の加入状況は次の通りである。 

   １）日本商工会議所 

 ①業務災害補償プラン     加入事業所   ３４６件 
     ②休業補償プラン       加 入 者    ２１人 
     ③ビジネス総合保険      加入事業所   ２３９件 

 ④サイバー保険制度      加入事業所    １５件 
⑤中小企業海外ＰＬ保険制度  加入事業所     １件 

２）北海道商工会議所連合会 
     ①業務災害総合保険制度    加入事業所    １４件 
 

 

（９）火災共済制度 

        北海道火災共済協同組合の行う火災共済事業は、中小企業の共済事業として適切なものであるため同

事業への加入の斡旋、事務取扱等を行い、その運営に協力した。 

        令和８年３月末現在の加入状況等は次の通りである。             

        加入件数            １７５件 

        契約額    ４６億１，５５０万円 
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（10）自動車事故費用共済 

   北海道中小企業共済協同組合の行う自動車事故費用共済は、中小企業の共済事業として適切なもの

であるため同事業への加入の斡旋、事務取扱等を行い、その運営に協力した。 

   令和８年３月末現在の加入状況は次の通りである。 

        契約台数             １４台 

 

 

（11）集団扱保険制度（自動車保険） 

        会員企業の福利厚生の充実を目的に集団扱保険制度として自動車保険の取扱いを開始。令和８年３月

末現在の加入状況は次の通りである。 

    加入者          ９７件 

 

                   

（12）経営者等の健康管理 

   （ａ）生活習慣病健診 

       近年、生活習慣病疾患が増加している現状に鑑み、経営者をはじめ従業員を対象に、生活習慣

病（心臓病・脳卒中・糖尿病・腎臓病・高低血圧症・動脈硬化）の集団健診を実施した。 

 

１. 健 診 日    令和７年４月２２日～２４日、９月１１日～１２日 

２．受診人数    ５３１人 

 

    （ｂ）自宅健診 

      問診票、検査キットによる自宅健診【大腸がん・胃（ペプシノゲン）・前立腺（ＰＳＡ）・子宮

頸がん（ＨＰＶ）】を実施した。 

     １．受診人数  大腸がん         ３名 

             胃            ４名 

             前立腺  （男性のみ）  １名 

             子宮頸がん（女性のみ）  ３名 

 

胃がん・大腸がん・口腔がんのリスクを評価できる検査キット「サリバチェッカー」を全会員

事業所に周知・斡旋した。 

       申 込 ７事業所 １４名 
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Ｄ．技術・技能の普及、検定・試験 

（１）検    定  

（ａ）珠算能力検定試験（１～１０級） 

回  次 年  月  日 人  数 1級 準 1級 2級 準 2級 3級 準 3級 4級 5級 6級～10級 合計 

第 234回  ７年 ６月２２日 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

1 

1 

― 

― 

1 

1 

― 

― 

2 

2 

第 235回 １０月２６日 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

2 

1 

― 

― 

1 

0 

― 

― 

― 

― 

3 

1 

第 236回 ８年 ２月 ８日 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

1 

0 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

― 

― 

3 

2 

7 

5 

合          計 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

1 

0 

3 

2 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

3 

2 

12 

8 

 

（ｂ）暗算検定試験（１～１０級） 

回  次 年  月  日 人  数 1級 準 1級 2級 準 2級 3級 準 3級 4級 5級 6級～10級 合計 

第 234回  ７年 ６月２２日 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

2 

2 

― 

― 

― 

― 

1 

1 

1 

1 

4 

4 

第 235回    １０月２６日 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

1 

0 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

1 

1 

2 

1 

第 236回  ８年 ２月 ８日 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

1 

0 

― 

― 

― 

― 

3 

3 

1 

1 

― 

― 

5 

4 

合          計 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

2 

0 

2 

2 

― 

― 

3 

3 

2 

2 

2 

2 

11 

9 

 

（ｃ）簿記検定（統一試験） 

回   次 年  月  日 人  数 １ 級 ２ 級 ３ 級 合  計 

第 170回 ７年 ６月 ８日 
受験者数 

合格者数 

４ 

０ 

６ 

２ 

１２ 

６ 

２２ 

８ 

第 171回   １１月１６日 
受験者数 

合格者数 

８ 

０ 

１７ 

０ 

１８ 

６ 

４３ 

６ 

第 172回 ８年  ２月２２日 
受験者数 

合格者数 

― 

― 

５ 

１ 

１７ 

１１ 

２２ 

１２ 

合         計 
受験者数 

合格者数 

１２ 

０ 

２８ 

３ 

４７ 

２３ 

８７ 

２６ 

 
（ｄ）簿記検定（ネット試験） 

回   次 年  月  日 人  数 ２ 級 ３ 級 合  計 

― 
７年 ４月 １日～ 

８年 ３月３１日 

受験者数 

合格者数 

５５ 

１８ 

１３７ 

６７ 

１９２ 

８５ 
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（ｅ）リテールマーケティング（販売士）検定（ネット試験） 

回   次 年  月  日 人  数 １ 級 ２ 級 ３ 級 合  計 

― 
７年 ４月 １日～ 

８年 ３月３１日 

受験者数 

合格者数 

― 

― 

１ 

０ 

４ 

３ 

５ 

３ 

 

（ｆ）北海道観光マスター検定 

回   次 年  月  日 人  数 

第２０回  ７年１１月２３日 
受験者数 

合格者数 

４８ 

３５ 

 

 

（２）情報処理技術者試験 

回   次 年  月  日 試験区分 受験者数 

春 期  ７年 ４月２０日 

応用情報技術者試験 

ＩＴストラデジスト試験 

ネットワークスペシャリスト試験 

情報処理安全確保支援士試験 

９ 

２ 

５ 

１６ 

秋 期    １０月１２日 

応用情報技術者試験 

データベーススペシャリスト試験 

エンベデッドシステムスペシャリスト試験 

情報処理安全確保支援士試験 

１３ 

６ 

１ 

７ 

合         計 ５９ 

  

 
 

Ｅ．広    報  

（１）定期刊行 

（ａ）北見商工会議所報「きたみ」（年６回） 

    （ｂ）速報会議所ニュース（年４９回） 

 

（２）不定期刊行 

    （ａ）北見商工会議所報「きたみ」（議員改選特集号）（臨時号） 

    （ｂ）各種小規模事業指導パンフレット 

    （ｃ）各種講習会テキスト 

 

（３）インターネット活用 

   （ａ）ホームページによる商工会議所事業紹介「経営相談、イベント・観光、統計・調査、会員サービ

ス、まちづくり等」 

   （ｂ）ＳＮＳによる商工会議所事業周知・報告 

   （ｃ）メールによる事業等案内配信サービス 
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      配信回数   ２５回 

      登録事業所 ３７８社 

 

 

 

Ｆ．証明・鑑定   

（１）特定退職金共済制度加入証明書  ３４件 

 
 

 
Ｇ．中小・小規模事業者支援事業 

地域内における中小・小規模事業者に対する支援を北見商工会議所中小企業相談所が中心となり、各関

係機関と連携し、３期目となる「経営発達支援計画」に則り、窓口・巡回相談の実施、講習会・セミナー

の開催、金融の斡旋、事業計画作成、展示会・商談会の出展支援等、中小・小規模事業者の持続的発展を

図るべく伴走型支援を実施した。併せて、令和８年３月１８日に北海道より２期目の事業認定を受けて

「事業継続力強化支援計画」に則り、自然災害等への事前の備え、迅速な復旧に向けた事業継続力強化計

画の策定支援を実施した。 

 

（１）窓口・巡回相談件数及び内容 

相 談 指 導 の 内 容 巡   回   指   導 窓   口   指   導 

経 営 革 新         

経 営 一 般         

情 報 化         

金            融 

税            務 

労            働 

取            引         

環 境 対 策         

そ     の     他 

３０ 

２２１ 

２ 

６７ 

１０１ 

１４５ 

１５ 

７ 

３６ 

７ 

５３ 

１ 

６８ 

１６２ 

１１ 

１ 

１ 

３５ 

計 ６２４ ３３９ 

 

 

（２）講習会・講演会・情報交換会 

（ａ）集団指導 

開 催 日 題 目      講 師      参加人数 共催団体 

７年 ５月１３日 事業計画作成セミナー 
合同会社ふじた経営企画 

   代表社員  藤 田 貴 史  

 ６ 

（ ４） 

(公社)北見地方法人会

北見支部 

北見間税会 
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 ６月１７日 

～１８日 
創業実践セミナー 

合同会社ふじた経営企画 

代表社員  藤 田 貴 史  

 ５ 

（ ３） 

北見ビジネス総合 

サポートセンター 

北見市 

８月２６日 事業計画作成セミナー     〃 
 ４ 

（ ３） 
 

９月 ６日 
起業女性のための交流 

カフェ 

株式会社ブルーブロッサム 

代表取締役 工 藤   勲 

一般社団法人 

Ｎｏｒｔｈ Ｗｏｍａｎ 

代表理事 繁 富 奈津子 

３０ 
（ ９） 

北見ビジネス総合 

サポートセンター 

北見市 

 ８日 

～９日    
創業実践セミナー 

合同会社ふじた経営企画 

     代表社員 藤 田 貴 史 

 ６ 
（ １） 

〃 

２５日 年収の壁対策セミナー 〃 
３４ 

（１３） 

(公社)北見地方法人会 
北見間税会 

  １０月１０日 経営戦略セミナー 
株式会社日本ビジネス社      

代表取締役社長 佐々木 隆 浩 

 ７ 

（ ４） 

(公社)北見地方法人会 

北見ビジネス総合 

サポートセンター 

北見間税会 

１４日 
事業継続力強化計画作成 

セミナー 

さかいビジネルコンサルタント事務所 

所長 酒 井 和 輝  

 ５ 

（ ４） 
 

２９日 事業計画作成セミナー 
合同会社ふじた経営企画 

     代表社員 藤 田 貴 史 

 ４ 

（ ３） 
 

３１日 海外展開セミナー 
株式会社ＪＥＴＴＡ 

代表取締役 長谷川 雄一朗 

 ５ 

（ ２） 

(公社)北見地方法人会 

北見ビジネス総合 

サポートセンター 

１１月１０日 カスハラセミナー 
株式会社Ｍｅｉｄｅａｓ 

    代表取締役 山 本 恵 子 

１７ 

（ ６） 

(公社)北見地方法人会 

北見間税会 

１０日 

～１１日 
創業実践セミナー 

合同会社ふじた経営企画 
代表社員 藤 田 貴 史 

 ３ 

（ ２） 

北見ビジネス総合 

サポートセンター 

北見市 

 ２９日 創業入門カフェ 〃 
 ７ 

（ ３） 
〃 

１２月 ２日 経営セミナー 
株式会社青山プロダクション 

代表取締役 青 山 夕 香 
３３ 

（ ４） 

(公社)北見地方法人会 

北見間税会 

北洋北見はまなす会 

− 89 −



 90 

 ８日 
事業継続力強化計画作成 

セミナー 

さかいビジネルコンサルタント事務所 

所長 酒 井 和 輝 

 ４ 

（ ２） 
 

１５日 生成ＡＩセミナー 
Ｆｉｒｅ Ｃｒａｃｋｅｒ株式会社 

代表取締役 米 澤   聡 

１３ 

（ ４） 

(公社)北見地方法人会 

北見間税会 

８年 １月２１日 建設業ＤＸ体験会 

株式会社ＮＴＴ東日本-南関東 

デジタルコンサルティング部 

北海道エリア部門 

地域共創担当 畠 山 明 久 

２１ 

（ ７） 

 

(公社)北見地方法人会 

北見間税会 

 

  ２月 ４日 

～５日 
創業実践セミナー 

合同会社ふじた経営企画 
代表社員 藤 田 貴 史 

１０  

（ ６） 

北見ビジネス総合 

サポートセンター 

北見市 

２月 ５日 SNS 活用セミナー 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 
１５  

（ ６） 
 

３月１６日 新入社員研修講座 
ＣＬＤ ｌａｂｏ 

代表 中 里 のぞみ 

２７ 

（ ５） 

(公社)北見地方法人会 

北見支部 

北見間税会 
北見ビジネス総合 

サポートセンター 

集    団    指    導    計 計２０回 
２５６ 

(９１) 

 

※参加人数の（  ）内の数字は小規模事業者数 

 

（ｂ）個別指導 

開 催 日 講題または指導内容 講 師      参加人数 共催団体 

７年 ４月 ４日     専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

    代表社員 藤 田 貴 史 

 ２ 

（ ０） 
 

１１日 〃 〃 
 ２ 

（ ０） 
 

１８日 〃 〃 
 ３ 

（ １） 
 

２５日 〃 〃 
 ４ 

（ ３） 
 

５月 ９日 〃 〃 
 ４ 

（ １） 
 

１６日 〃 〃 
 ４ 

（ ３） 
 

２３日 〃 〃 
 ４ 

（ ２） 
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６月１３日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ３ 

（ １） 
 

 ２０日     〃 〃 
 ３ 

（ ２） 
 

２７日 〃     〃 
 ４ 

（ ３） 
 

７月１１日 〃 〃 
 ３ 

（ ２） 
 

２４日 知財無料相談会 
ＩＮＰＩＴ北海道知財総合支援窓口 

           知財専門家 

 ０ 

（ ０） 

ＩＮＰＩＴ北海道 

知財総合支援窓口 

２５日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ３ 

（ １） 
 

 ８月 １日 〃 〃 
 ２ 

（ １） 
 

１８日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 １ 

（ １） 
 

２１日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

 代表取締役 西 野 寛 明 

 １ 

（ １） 
 

２２日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

    代表社員 藤 田 貴 史 

 １ 

（ ０） 
 

２５日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 １ 

（ １） 
 

２８日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 

 ２ 

（ １） 
 

２９日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ２ 

（ １） 
 

 ９月 ５日 〃 〃 
 ３ 

（ ２） 
 

 ８日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 ０ 

（ ０） 
 

１１日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

   代表取締役 西 野 寛 明 

 １ 

（ ０） 
 

１２日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

    代表社員 藤 田 貴 史 

 ２ 

（ １） 
 

１８日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

   代表取締役 西 野 寛 明 

 １ 

（ ０） 
 

９月１９日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ２ 

（ １） 
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２２日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 ０ 

（ ０） 
 

２５日 知財無料相談会 
ＩＮＰＩＴ北海道知財総合支援窓口 

           知財専門家 

 ０ 

（ ０） 

ＩＮＰＩＴ北海道 

知財総合支援窓口 

２６日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ２ 

（ １） 
 

１０月 ３日 〃 〃 
 １ 

（ １） 
 

６日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 ０ 

（ ０） 
 

１０日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

    代表社員 藤 田 貴 史 

 ３ 

（ ０） 
 

１６日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 

 １ 

（ ０） 
 

１７日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

 代表社員 藤 田 貴 史 

 １ 

（ ０） 
 

２０日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 ２ 

（ １） 
 

２３日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 

 ０ 

（ ０） 
 

２４日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

    代表社員 藤 田 貴 史 

 ３ 

（ １） 
 

３１日 〃 〃 
 ３ 

（ １） 
 

１１月 ７日 〃 〃 
 ３ 

（ ２） 
 

１０日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

      代表 佐々木 優 奈 

 ０ 

（ ０） 
 

１３日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

 代表取締役 西 野 寛 明 

 １ 

（ １） 
 

１４日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 １ 

（ ０） 
 

１７日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 １ 

（ ０） 
 

２０日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 

 １ 

（ １） 
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２１日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ３ 

（ ２） 
 

２７日 知財無料相談会 
ＩＮＰＩＴ北海道知財総合支援窓口 

           知財専門家 

 １ 

（ １） 

ＩＮＰＩＴ北海道 

知財総合支援窓口 

２８日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

    代表社員 藤 田 貴 史 

 １ 

（ ０） 
 

１２月 １日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 ０ 

（ ０） 
 

４日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 

 １ 

（ １） 
 

５日 
専門家による 

「一日経営個別相談会」 

日本政策金融公庫北見支店、 

北見ビジネス総合サポートセン

ター、合同会社ふじた経営企画  

各担当者 

 ３ 

（ ２） 

日本政策金融公庫 

北見支店 

北見ビジネス総合 

サポートセンター 

(公社)北見地方法人会 

北見支部 

〃 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

    代表社員 藤 田 貴 史 

 ２ 

（ １） 
 

８日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

代表 佐々木 優 奈 

 ０ 

（ ０） 
 

１１日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 

 ２ 

（ ２） 
 

１２日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

    代表社員 藤 田 貴 史 

 ３ 

（ １） 
 

１９日 〃 〃 
 １ 

（ ０） 
 

２６日 〃 〃 
 ３ 

（ １） 
 

８年 １月 ８日 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 

 １ 

（ １） 
 

９日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ２ 

（ １） 
 

１３日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

      代表 佐々木 優 奈 

 ０ 

（ ０） 
 

〃 デジタル化個別相談 
株式会社ロジカル 

代表取締役 西 野 寛 明 

 ２ 

（ １） 
 

１６日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ３ 

（ １） 
 

− 93 −



 94 

１９日 外国人労働者雇用等相談 
Ｓａｓａｋｉ ＨＲＤ Ｏｆｆｉｃｅ 

      代表 佐々木 優 奈 

 ０ 

（ ０） 
 

２２日 知財無料相談会 
ＩＮＰＩＴ北海道知財総合支援窓口 

知財専門家 

 １ 

（ １） 

ＩＮＰＩＴ北海道 

知財総合支援窓口 

２月２０日 専門家による個別経営相談会 
合同会社ふじた経営企画 

代表社員 藤 田 貴 史 

 ２ 

（ １） 
 

３月 ６日 〃 〃 
 ２ 

（ ２） 
 

１９日 〃 〃 
 １ 

（ １） 
 

２７日 〃 〃 
 ２ 

（ ２） 
 

〃 知財無料相談会 
ＩＮＰＩＴ北海道知財総合支援窓口 

           知財専門家 

 １ 

（ １） 

ＩＮＰＩＴ北海道 
知財総合支援窓口 

個    別    指    導    計 計 ６９ 回 
１１８ 

( ６１) 
 

※参加人数の（  ）内の数字は小規模事業者数 

 

 

 

（３）金融の斡旋 

中小・小規模事業者に対する金融支援として、日本政策金融公庫融資及び北海道中小企業総合振興資

金融資等を斡旋することにより経営改善を促進した。 

斡旋の窓口 斡旋延べ件数 斡旋金額 貸付決定件数 貸付決定金額 

日本政策金融公庫 

（  ）内マル経資金 

２１件 

（２１） 

１５，７４０万円 

 （１５，７４０） 

２１件 

（２１） 

１５，７４０万円 

 （１５，７４０） 

その他の金融機関             １５件 

（信用保証協会の信用保証を含む） 

３３，７００万円     １５件 

 

３３，７００万円 

計       ３６件 ４９，４４０万円       ３６件 ４９，４４０万円 

 

   

 

（４）小規模事業者経営改善資金融資制度 

当所が窓口となり調査・審査・推薦し、日本政策金融公庫国民生活事業から無担保・無保証人で低利

に融資することにより小規模事業者の経営改善を促進した。 
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 四  半  期  別 
推 薦 決 定 額 貸 付 決 定 額 

件  数 金額（万円） 件  数 金額（万円） 

第    １ 

（ ４～ ６月） 
４ １，８４０ ４ １，８４０ 

第    ２ 

（ ７～ ９月） 
９ ８，６５０ ９ ８，６５０ 

第    ３ 

（１０～１２月） 
６ ４，１００ ６ ４，１００ 

第    ４ 

（ １～ ３月） 
２ １，１５０ ２ １，１５０ 

 

計 
 

２１ １５，７４０ ２１ １５，７４０ 

 

審査会の開催状況 

開     催     日 出席委員数(経営指導員) 場      所 審査件数 

７年 ４月１６日                                

６月１３日 

７月１０日               

８月 ８日 

            ９月１１日 

            １０月１０日 

１１月 ７日 

１２月１１日 

８年 １月１６日 

２月 ９日 

４（３） 

３（３） 

３（３） 

３（３） 

４（３） 

４（４） 

４（４） 

４（４） 

４（４） 

３（４） 

当    所 

〃 

〃 

  〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

２ 

２ 

５ 

１ 

３ 

１ 

１ 

４ 

１ 

１ 

 

 

（５）経営状況の分析 

小規模事業者経営改善資金融資調査や事業計画の作成支援等を通じて、小規模事業者の経営状況の分

析を行い、経営改善を促進した。 

（ａ）経営指導員による経営分析    ５０件 

（ｂ）専門家相談          １０９件 

 

 

（６）事業計画の作成 

小規模事業者が経営課題を解決すべく、経営状況の分析等を活用し数字・データに基づく事業計画の

作成・フォローアップを行った。 

（ａ）事業計画策定事業者数      ３５社 

（ｂ）創業支援者           １５社（人）（うち８社（人）創業） 

（ｃ）計画策定後のフォローアップ   ８３社 ２８０回 
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（７）販路開拓  

地域外に対する販路拡大を図るべく、関係機関と連携し商談会及びテスト販売への出展支援を行った。 

（ａ）地域外展示会・商談会・テスト販売支援 

開 催 日 展示会・商談会名 開 催 場 所 参加事業所 

７年 ９月１３日 
～１５日 

道北地域連携 
駅マルシェ２０２５ 

ＪＲ旭川駅 
 ３ 

（ ３） 

８年 ２月１８日 

    ～２０日 
スーパーマーケット・トレード

ショー２０２６ 
幕張メッセ 

 ５ 

（ ０） 

※参加事業所数の（  ）内の数字は小規模事業者数 

 

 

（８）連携機関会議 

各機関〔北見工業大学社会連携推進センター、北見市、一般社団法人北見工業技術センター運営協会、

オホーツク財団道立オホーツク圏地域食品加工技術センター、北海道中小企業総合支援センター、中小

企業基盤整備機構北見オフィス〕との連携及び地域活性化事業の検討・情報の共有を目的に懇談会・運

営会議等を行った。 

（ａ）北見ビジネス総合サポートセンター連携機関会議  １２回  

 

 

（９）各種調査 

地域内における景気・業界動向、事業承継、中心市街地における回遊動向、会員のニーズ、若年者の

雇用動向を把握すると共に基礎資料として提供すべく各種調査を行った。 

調 査 月 調  査  名  称 調査対象 備  考 

７年 ４月～毎月 

 ６月・９月・１２月・８年３月 

 

 

 

 

 

７年 ６月・９月・１２月・８年３月 

７年１０月 

ＣＣＩ－ＬＯＢＯ(早期景気観測システム) 

景気動向調査 

（付帯調査） 

・賃金改定に関する調査 

・経営課題に関する意識調査 

・生成ＡＩ活用状況に関する調査 

・賃金改正に関する調査 

業界動向調査 

歩行者通行量動態調査 

市 内 組 合 

市 内 業 界 

 

 

 

 

 

〃 

市 内 

定 期 

〃 

 

 

 

 

 

〃 

〃 

 

 

（10）中小企業振興委員の設置（令和８年３月３１日現在） 

地域内における各業界動向の現状・課題並びに事業所における経営課題を把握すべく、各業界より委

員を選任し、情報を収集した。 
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  （ａ）振興委員名 

氏        名 組 合 名 氏        名 組 合 名 

富 樫 伊知朗 

猪 狩 貴 諭 

土 屋 隆 幸 

田 尾 航 太 

荒 井   勉 

佐 藤 貴 彦 

綱 元 亮 太 

西 田 周 史 

吉 岡 俊 英 

北見板金業組合 

北見建設業協会 

北見地方建設事業協同組合 

北見管工事事業協同組合 

北見駅前商店街振興組合 

北見木工協同組合 

北見鉄工協同組合 

北見魚菜買受人協同組合 

北見ホテル旅館組合 

佐 藤 公 一 

 

小 池 康 幸 

 

高 桑 弘 基 

金 崎 大 朗 

渡 辺 界 立 

 

川 本 朝 生 

北海道宅地建物取引業協会 

北見支部 

北海道社交飲食生活衛生同業 

組合北見支部 

北見菓子協会 

北見クリーニング組合 

北海道理容生活衛生同業組合 

北見支部北見理容師会 

北見美容協会 

 

（ｂ）中小企業振興委員連絡会議 

   日 時 令和７年１１月２１日（金）午後６時 

   場 所 北見経済センタービル５階 会議室２ 

   出席者 委員７名 

   議 題 １）中小企業振興委員の役割について 

２）当所からの情報提供について 

       ３）意見交換（業界動向、業界同士の連携、新たな取り組み等） 

 

 

 

（11）経営安定特別相談事業 

    地域内事業者を対象として経営危機の恐れのある事業者からの事前の申し出により、経営的に見込み

のあるものについては会頭から委嘱を受けた商工調停士等の協力を得て経営再建の方途を講じ、見込み

のないものは円滑な整理を図り、中小企業の倒産に伴う混乱を未然に防止するために経営安定特別相談

室を設置している。 

（ａ）経営安定特別相談件数   ― 件 

  （ｂ）講習会事業 

     経営安定セミナー「会社にお金を残すための 脱★ドンブリ経営」実践法 

     開催日 令和８年２月２０日（金） 

     場 所 ホテル黒部 

     講 師 ㈱ソウルスウェットカンパニー代表取締役・中小企業診断士 仲 光 和 之 氏 

出席者 ９社 ５名  

 

 

（12）北海道事業承継・引継ぎ支援センター北見サテライト  

当所では、北海道事業承継・引継ぎ支援センターと連携し、北見サテライトを運営。エリアコーディ

ネータ―を配置し、事業承継の悩みを持つ中小企業経営者の支援を行うべく、専門家の派遣、窓口・巡

回相談により案件の発掘を行った。また、当所に毎月２回相談室を設置し、事業承継の悩みを抱える事

業者の相談を受け付けた。 
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（ａ）窓口・巡回相談 １２６件 
  （ｂ）事業承継相談室  １６件 

 

 

（13）事務代行（令和８年３月３１日現在） 

地域内における中小・小規模企業の労働環境の整備と労働保険加入の促進を図るべく労働保険事務組

合を設置し、労働保険事務代行を行った。 

   （ａ）労働保険 

委 託 事 業 所 数           対 象 従 業 員 数           備 考           

１５８  １，２３６  

 

 

（14）記帳継続指導 

（ａ）税務記帳指導対象事業所数 ５０件 

 

 

（15）小規模事業者持続化補助金 

小規模事業者が経営計画に基づいて実施する販路開拓などの取り組みに対して、経費の一部を補助す

る同補助金申請にあたって経営計画の作成、販路開拓方法など支援・助言を行った。 

（ａ）支援事業者  ３２件 

（ｂ）補助金採択  １８件     

採択事業者名 株式会社鈴木工業所、株式会社ダイゼン、株式会社海田鋼材、株式会社ルネサンス、

有限会社羽前屋、北見調理サービス、株式会社スマートプロジェクト、長縄唯、株

式会社 LIVES、株式会社 LIFE WORKS、有限会社杉商、TUTTI BASE、酒は咲く、有限

会社カーショップワイ・ティ、株式会社やの組、合同会社 Lambka-Na、株式会社北

海道自動車共販、株式会社リバイブ 
 

 

（16）事業継続力強化支援事業 

    小規模事業者の自然災害等への事前の備え、迅速な復旧支援のため、当所と北見市が連携し「事業継

続力強化支援計画」を策定している。 
同計画に基づき、小規模事業者の事業継続に対する啓蒙を図ると共に、事業継続力強化計画の策定支

援を行った。 
事業継続力強化計画策定支援件数 ４件 

 
 

（17）制度改正等の課題解決環境整備事業 

   日本商工会議所と委託契約を結び、働き方改革関連法などの労働法制や税制度等の各種制度改正、

デジタル化やグリーン化、生産性向上に向けた取り組みや、複雑化・高度化する多様な経営課題等に

対応するため、講習会の開催や相談支援等を実施した。 
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   実施期間 令和７年４月１日（火）～令和８年１月３１日（土） 

  巡回・窓口指導件数  ４３件 

  講習会・セミナー    ２回 

 

 

（18）事業環境変化対応型支援事業 

    新型コロナウイルス感染症の影響や最低賃金引上げ、デジタル化、インボイス制度導入等の対応と

いった事業環境変化による影響を受ける中小・小規模企業者からの経営相談や各種申請サポートなどの

対応を行うべく、日本商工会議所と委託契約を結び経営相談窓口（経営個別相談、外国人雇用等個別相

談、デジタル化個別相談）を開設。講習会等を開催するとともに専門相談員を配置し個別相談会を実施

した。 

 

  実施期間 令和７年２月１日（土）～令和８年１月３１日（土） 

  相談件数      １０７件（経営個別相談 ８６件、外国人雇用等個別相談 ７件、デジタル 

化個別相談 １４件） 

    講習会・セミナー    ４回 

  専門家個別相談会   ６６回（経営個別相談 ４２回、外国人雇用等個別相談 １２回、デジタ

ル化個別相談 １２回） 

 

 

（19）事業所における二酸化炭素排出量の見える化の推進 

    新たな価値観と環境変化に対応した取組として、カーボンニュートラル社会に対応した環境経営の推

進にあたり、『省エネルギーの取組等である脱炭素経営のメリット』をテーマに各部会を開催し、脱炭

素経営の啓発に努めた。 

    

 

（20）パートナーシップ構築宣言の登録・取組推進 

    事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業の共存共栄を目指し、「発注

者」側の立場から、「代表権のある者の名前」で宣言するもので、登録・取組についてチラシ等により

推進を図った。 
     

 

（21）販路拡大支援のための企業ＰＲ動画作成 

    小規模事業者の販路拡大、とりわけＨＰやＳＮＳ等デジタルでの企業ＰＲを兼ねた販路拡大を支援す

るため、企業ＰＲ動画作成支援を行った。 
動画作成支援件数 ５件 
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Ｈ．女性会活動の推進  

当所会員である女性経営者等が相互に啓発と親睦を図りながら女性の地位の向上と地域経済の振興発展

に寄与するために、次のとおり積極的な事業活動を行なった。 

  （１）会員の状況     ５１会員 

  （２）会議開催状況  

①定時会員総会  令和７年４月１４日（月） 

②三役会               ５回 

③役員会               ５回 

④部  会 

          イ  研修部会         ３回 

          ロ  親睦部会          ４回 

          ハ  総務広報部会     ５回 

 

  （３）例会開催状況 

        ①第１回例会  日 時  令和７年５月１９日（月） 

                場  所    北見経済センター 

                内  容  三部会打ち合わせ 

 

②第２回例会  日 時  令和７年７月１４日（月） 

                場  所    北見経済センタービル 

内  容    移動市長室 今後の北見市における財政状況の見通しについて 

     講 師 北見市長 辻󠄀󠄀 
   直 孝 氏 

 

③第３回例会  日 時  令和７年１１月２５日（火） 

                場  所    北見経済センタービル 

内  容    講 話 短時間救命講習 

     講 師 北見消防署 東出張所 小 村 光 紀 氏 

 

④第４回例会  日 時  令和８年１月１９日（月） 

                場  所    ホテル黒部 

内  容    新年会 

 

⑤第５回例会  日 時  令和８年２月１７日（火） 

                場  所    北見経済センタービル 

内  容    講 話 ０次避難に備える”もしこれⓇファイルワークショップ 

     講 師 くらしオーガナイズひとつぼし 防災士 わがつま ともこ 氏 
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Ｉ．青年部活動の推進  

次代を担う若手経営者が相互に交流と連携を図りながら当市商工業の振興と企業の発展に寄与するため

に、次のとおり積極的な事業活動を行なった。 

（１）会員の状況     １２１会員  

     

（２）会議開催状況 

①定期総会    令和７年５月１６日（金） 

②臨時総会        ５回 

③理 事 会            １３回 

④四 役 会        １３回 

⑤委 員 会   

          イ  交流委員会    １８回 

          ロ  未来創造委員会  １５回 

ハ 研鑚委員会    １６回 

ニ 地域力創造委員会 １９回 

          ホ 総務広報委員会  １９回 

⑥その他会議等     ２５回 

 

（３）例会開催状況 

① ４月例会 日 時  令和７年４月８日（火）  
場 所  北見経済センター 
テーマ  「ＹＥＧ活動の魅力再発見」 

 
② ５月例会 日 時  令和７年５月１３日（火）  

場 所  北見経済センター 
テーマ  「北見ＹＥＧみんなそろって大交流会」 
 

③ ６月例会 日 時  令和７年６月１０日（火）  
           場 所  ＮｉＣＣ芸術文化ホール 
           テーマ  「ショート動画でビジネスチャンス拡大」 
 
    ④ ７月例会 日 時  令和７年７月１８日（金）～２０日（日） 

場 所  北見ぼんちまつり会場 
テーマ  「ぼんちまつりの未来のために」 

     
⑤ ８月例会 日 時  令和７年８日８日（金）  

場 所  駅南多目的広場 
テーマ  「北見ＹＥＧ大盆踊り大会」 

 
⑥ ９月例会 日 時  令和７年９月７日（日） 

場 所  北見モイワスポーツワールド 
テーマ  「体験・発見・志群研」 
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⑦１０月例会 日 時  令和７年１０月１６日（木）  
場 所  ホテルベルクラシック北見 
テーマ  「北見商工会議所青年部 創立２５周年」 

 
⑧１１月例会 日 時  令和７年１１月７日（火）  

場 所  ＯＴＴＯセントラルパーク（中央公園） 
テーマ  「ＢＯＮＣＨＩ ＮＩＧＨＴ」 
 

⑨１２月例会 日 時  令和７年１２月５日（金）  
場 所  ホテルベルクラシック北見 
テーマ  「持続可能な未来づくり」 

 
⑩ １月例会 日 時  令和８年１月９日（金）  

場 所  ホテルベルクラシック北見 
テーマ  「北見商工会議所 新年交流会」 

 
⑪ ２月例会 日 時  令和８年２月１０日（火）  

場 所  北見経済センタービル 
テーマ  「チームビルディングで強い組織をつくる」 

 
⑫ ３月例会 日 時  令和８年３月１９日（木）  

場 所  ホテル黒部 
テーマ  「北見商工会議所青年部 令和７年度卒業式」 

 

 
 

Ｊ．北商クラブ活動の推進 

北見商工会議所の役員・議員退任者の相互の連携並びに親睦、研修を図るため次のとおり積極的な事業

活動を行った。 

（１）会員の状況     ２４会員 

 

  （２）会議開催状況 

     ①会員総会    令和７年６月１６日（月） 

     

（３）事業実施状況 

①同好会事業 

イ ゴルフ同好会    ３回 

ロ パークゴルフ同好会 １回 

ハ 釣同好会      １回 

二 麻雀同好会     １回 
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Ｋ．北海道環境マネジメントシステムスタンダード（ＨＥＳ） 

  国際規格のＩＳＯ１４００１を基本とし、中小企業や各種団体等、多くの組織が容易に取り組める環境マ

ネジメントシステムとして、北海道商工会議所連合会が中心となり、各団体・行政機関の協力を得て構築

し、より分かり易く、より安価で取り組みやすく、環境保全と経営の安定を支援するためにつくられた環

境規格で、当所ではこの運営団体であるエイチ・イー・エス推進機構より環境マネージャーの委嘱を受け、

ＨＥＳの普及啓発事業を行った。 

    認証登録事業者数    ３社  
 
 
 
Ｌ．北見市中心市街地活性化協議会    

  中心市街地活性化協議会の役割たる事業の効果的かつ一体的な実施を図るために、様々な関係者が意見調

整等を行う場を提供するとともに、まちづくりの司令塔として機能し、「来たくなるまち 歩きたくなる

まち 住みたくなるまち」としてコミュニティ再生に向け、「コンパクトシティ」の構築と商業活性化に

取り組むとともに、中心市街地の魅力と活力を高めていくために各種事業を推進した。 
  
（１）中心市街地活性化協議会の開催 

開催日 開催場所 会議の内容 出席者数 

 ７年 ６月１２日 

 

 

    

北見経済センター 

ビル 

 

 

１．令和６年度事業報告並びに収支決算報告について 

２．監査報告 

３．令和７年度事業計画（案）並びに収支予算（案）

について 

１３名 

 

 

 

 

 （２）運営委員会の開催 

開催日 開催場所 会議の内容 出席者数 

 ７年 ７月３１日 

 

 

    ９月１１日 

 

 ８年 ３月３１日 

北見経済センター 

ビル    

 

北見経済センター 

ビル 

北見経済センター 

ビル 

１． コミュニティプラザパラボ並びにパラきた Kids

との連携事業の実施について 

２． 今後の事業活動について 

１． 街あるきスタンプラリーについて 

２． 今後の事業について 

１．中心街活性化交流事業、地域コミュニティ再生事

業支援事業について 

２．今後の事業活動について 

９名 

 

 

９名 

 

５名 

 

（３）中心市街地集客力アップ事業（空き店舗対策事業） 

まちなか賑わい創出の一環として下記事業を実施、協力した。 
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名  称 開催期間 実 施 内 容 

①まちなか文化教室 

 ○陶芸教室 

 

○ハーフリース教室 

○クリスマスリース教室 

 

７年 ４月～１０月 

第４土曜日全７回 

７年１０月１１日 

７年１２月 ６日 

中心市街地への来店機会と賑わいづく

りの醸成を目的として、陶芸教室 

（４３名）やハーフリース教室（６

名）、クリスマスリース教室（１０

名）を開催した。 

②イルミネーション連携事業

（「きたみホワイトイルミ

ネーション」との連携） 

７年１１月２８日～ 

８年 ２月１５日 

 

中心市街地（パラボ）にイルミネー

ションを設置・点灯し、賑わい創出に

繋げた。 

 

（４）中心市街地回遊事業 

名  称 開 催 期 間 実 施 内 容 

①２０２５第１回街あるきス

タンプラリー  

～ハロウィン探検隊～ 

 

７年 ９月２９日～１０月２９日 北見市商店街振興組合と連携し、中心市

街地の回遊・街あるきの促進を目的に、

抽選で５０名に景品が当たる第１回スタ

ンプラリーを実施。 

参加店 １４店 

参加応募者数 １６０名 

②２０２６第２回街あるきス

タンプラリー 

８年 １月１６日～ ２月１９日 

 

 

北見市商店街振興組合と連携し、中心市

街地の回遊・街あるきの促進を目的に、

抽選で５０名に景品が当たる第２回スタ

ンプラリーを実施。 

参加店 １５店 

参加応募者数 １４７名 

 

 
 

Ｍ．まちなか賑わい創出事業 

 平成１４年度より空き店舗対策事業の一環として、まちなかの賑わい創出と中心市街地のコミュニティ

再生に向け、各種事業を行った。なお、まちなか文化教室は同会場にて開催した。 

（１）実施期間  令和７年４月１日（火）～令和８年３月３１日（火）  

（２）場  所  まちんなかＳＨＯＷ１０（北見市北２条西２丁目） 

（３）入場者数  ７，３０５人 

（４）アンテナショップ 

①やさい市 

ＪＡきたみらい農協を通じて、地産地消・農商工連携の視点から市内農家の協力を個別に取り付け、 

地場産の安心安全で多種多様な農産品を“やさい市”という形で市民に開放した。また、１０月から

は冬期保存用野菜を販売した。 

②ワンＢＯＸオーナー 

  品揃えや人の配置ができないなどチャレンジショップに応募できない方を対象にレンタルスペース
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を提供することを目的とし、個人が製作した作品の展示販売やリサイクル商品の販売コーナーを「ワ

ンＢＯＸオーナー」として２８ＢＯＸ、２０ハンガーバーを設置した。 

③オホーツク・北見の逸品コーナー 

     オホーツク管内のハッカ製品などの観光土産品や元気商品を展示販売した。 

 

 

Ｎ．きたみ de街コン事業 

 （１）きたみ de街コン２０２５ 

市内中心部飲食店街を舞台に「未婚の男女の出会いの場を提供」するとともに「市内中心部飲食店街

の活性化と交流人口の拡大」に繋げることを目的に、「きたみ de街コン２０２５」事業を実施した。 

①開 催 日  令和７年１１月１５日（土）午後６時～９時（受付：午後５時３０分～） 

②場  所  市内中心部飲食店街 受付：MEN'TEL SQUARE（ロータリーひろば） 

         参加協力店 ５店舗 

③参加対象者 ２０～５０歳の独身男女 

④参加者数  ７４人 

⑤内  容  時間内に指定店を周回しながら参加者間の交流を図った。１～２軒目は全員店舗を指定

の上、滞在時間を制限、３軒目以降は終了時間まで自由に周回とし、終了時に参加者にア

ンケートを実施した。 

  

 
О．北見ビジネス総合サポートセンター（ビズサポ北見）       

北見ビジネス総合サポートセンターおよび中小企業基盤整備機構北海道本部北見オフィスは、令和７年

度事業として北見工業大学社会連携推進センター等協力機関との連携により、経営課題を抱えるオホーツ

ク圈の中小企業経営者に様々な支援等を実施した。 

創業にあたって必要となる知識・ノウハウの習得や、ビジネスプランの作成支援を実施することで、創

業・起業を志す方を力強くサポートすると共に、北見市が認定を受けている「創業支援事業計画」に則り、

当センターにおいても金融機関など各支援機関と連携して創業支援を実施し、様々な支援策が講じられる

「特定創業支援事業」の認定を受けられるよう創業者を支援すると共に、創業後のフォローアップを行っ

た。加えて、一昨年度より実施している学生対象の起業家育成を目的とした「ビジネススクール」を１２

月と令和８年３月の２回開催し、起業までの流れを専門家による座学を通じて習得してもらい将来の職業

選択のひとつとして認識してもらう動機づけの機会となった。 

また、事業承継では北海道事業承継・引継ぎ支援センターと連携し、近年クローズアップされている後

継者問題に積極的に取り組み、北見市内を中心に事業所を巡回し相談対応を行い事業内承継、第三者承継

につながる支援を行った。 

さらに、北見市が策定した中小企業振興プランにおける北見市の中小企業が目指すべき目標とする「稼

ぐ力」の向上と「稼ぎ手」の増加を図り地域に根差し、地域経済の牽引役として発展する北見市中小企業

を目指すよう支援するとともに、産学官連携による産業活性化を図るべく、事業化を目指した地域資源活

用事業、農商工等連携事業の案件発掘と各種支援事業(創業・経営・事業承継・資金調達・新商品開発・販

路拡大等の経営および試験研究)に対する事業の啓蒙普及と推進に傾注し、経営課題解決のための専門家に

よる個別相談会の実施、外部団体・機関とのネットワーク形成と情報収集提供等地域中小企業者への支援

と相談事業を展開し活動した。 
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（１）創業・起業 

「創業・起業」するためのビジネスプラン・創業計画書の作成、資金調達、設立のための手続き、  

創業時に使える公的融資制度など、さまざまな創業・起業時に必要な知識を体系的に学ぶことができる

「創業実践セミナー」などを開催した。 

①創業入門セミナー   １回  ７名 

②創業実践セミナー   ４回 ２４名 

 ※上記セミナー等を受講し、創業した件数 ５件 

 

   新たに起業までの流れを専門家による座学を通じて実体験することができる学生対象の起業家育成

を目的として開講。将来の職業選択のひとつとして起業家を目指してもらうことを目的に、北見情報

ビジネス専門学校及び金融機関の協力を得て、ビジネススクールを２回実施した。 

    開催日 令和７年１２月１７日（水） 

場 所 北見情報ビジネス専門学校 

講 師 ＢＬＵＥ ＳＨＥＥＰ㈱代表取締役 杉 本 英 範 氏（ＩＴコーディネータ） 
     受講者数 ７５名 

      

開催日 令和８年３月４日（水） 

場 所 北見情報ビジネス専門学校 

講 師 ＢＬＵＥ ＳＨＥＥＰ㈱代表取締役 杉 本 英 範 氏（ＩＴコーディネータ） 
     受講者数 ４２名 

 

（２）事業承継 

事業承継に課題を抱える経営者・後継者の気づきを促すべく、案件の掘り起しを行うとともに北見市

内を中心に事業所を巡回、さらにオホーツク管内の商工会・商工会議所・金融機関とも連携し承継案件

の共有を図った。 

①窓口・巡回相談  １０７件 

 

（３）共同研究、事業化 

北見工業大学社会連携推進センターの活用を積極的に進め、４つの研究推進センター（オホーツク農

林水産工学連携研究推進センター、環境・エネルギー研究推進センター、冬季スポーツ科学研究推進セ

ンター、地域と歩む防災研究センター）とも連携し、研究開発シーズを地域中小企業の研究開発、事業

化に向け利用を促進した。 

 

（４）企業訪問、相談指導 

①市内及び管内中小企業への企業訪問  １８６件 

②窓口相談件数            ４３４件 

   

 （５）専門家アドバイザー相談 

専門家アドバイザー１人による個別相談会を、第２・第４月曜日（月２回）に開催した。 

①相談件数  ５２件 
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（６）北海道知的財産情報センター北見サテライト相談 

北見サテライトとして、テレビシステムを利用した特許等知的財産権の取得、活用のための事業に対

し協力した。 

 

（７）会議 

①運営委員会 

開催日 令和７年５月２６日（月） 

場 所 北見市役所５階会議室５０５号室 

議 題 令和６年度事業経過報告及び収支決算報告について 

令和７年度事業計画（案）、収支予算（案）について 

    情報交換 

開催日 令和７年１１月１５日（水） 

場 所 北見市役所５階会議室５０５号室 

議 題 令和７年度中間・事業経過報告及び収支決算報告について 

情報交換 

②臨時運営委員会（令和８年３月 書面会議） 

 議 題 北見ビジネス総合サポートセンター運営委員会規定（案）について 
     北見ビジネス総合サポートセンター設置に関する規則（案）について 
③連携機関会議（再掲） 

     １２回（毎月１回開催） 
 

 

 

Ｐ．容器包装リサイクル法の業務受託事業 

  平成１２年４月１日より容器包装リサイクル法が施行され、日本商工会議所が財団法人日本容器包装リ

サイクル協会との間で特定事業者の登録、受付業務について受託契約を行った。 

当所では、日本商工会議所との間で業務再委託契約を行い、特定事業者の登録、受付業務を行った。 

   登録事業所  １５社  
 
  
 

Ｑ．健康経営の推進 

（１）「健康経営優良法人２０２６」認定 

健康経営優良法人認定制度とは、特に優良な健康経営を実践している大企業や中小企業等の法人を

「見える化」することで、従業員や求職者、関係企業や金融機関などから社会的な評価を受けることが

できる環境を整備することを目的に、日本健康会議が認定する顕彰制度で、当所では制度の紹介・ＰＲ

を行い、会員事業所２７社並びに当所も認定を受けた。 

認定日 令和８年３月９日 
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【認定会員事業所】 

㈱天内工務店、五十嵐建設㈱、エネルギーサービス北海道㈱、鐘ヶ江建設㈱、㈱カワムラ、㈱きたみ 

観光バス、北見信用金庫、㈱北見タイル商会、北見通運㈱、興和建設㈱、小林㈱、三和工業㈱、㈱シ 

ステムサプライ、住工房ノースリフォーム㈱、㈱スリーエー、㈱セクト、中央防災㈱、㈱富田通商、 

㈱富田物流、㈱中神土木設計事務所、㈱日専連ニックコーポレーション、㈱日本構造会、㈱熱学、 

ネッツトヨタ北見㈱、㈱ＰＨＹＳＩＴ、㈱ベストミント、㈲北栄商事 

 

（２）がんリスク検査キット「サリバチェッカー」の導入 

    従業員の健康意識を高め、より健康的な職場環境をつくるために、手軽に唾液で肺がん・膵臓がん・

胃がん・大腸がん・口腔がんのリスクを評価できる検査キット「サリバチェッカー」を全会員事業所に

周知・斡旋した。 

    申 込 ７事業所 １４名 

 

 

 

 

８．登    録 

Ａ．特定商工業者の法定台帳 

作成年月日   令和７年４月１日から令和７年８月３１日まで 

    登録業者数    法人  １，６６６  個人  ３４    合計 １，７００ 

    うち会員たる特定商工業者  １，１１４ 

    会員外の特定商工業者        ５８６ 

  ※法定台帳は、商工業発展のため商取引の照会斡旋・信用調査等の商工業者登録台帳として活用した。 
 

 

 

 

９．業務施設棟・駐車場等 

 北見市中央大通沿道地区第一種市街地再開発事業による北見経済センタービルの建設は、令和５年１２月８

日に着工、令和８年５月２７日に竣工した。当所は、同年６月９日より新事務所にて執務を開始した。 

 また、北見市の区域内において地震、豪雨、暴風その他異常な自然現象、大規模な火災、爆発その他大規模

な事故により生じる災害の発生、または発生するおそれがある際に、同ビルの一部を一時避難場所として提供

する「災害時における一時避難場所の支援に関する協定」を同年６月１２日に北見市と締結。 

 記念行事は、以下のとおり。 

 

（１）内覧会 

日 時 令和７年６月１２日（木）①午後３時 ②午後３時３０分 ③午後４時 

    場 所 北見経済センタービル５階・６階 

    参加者 ７７名（来賓、役員・議員） 

（２）竣工式 

日 時 令和７年６月１２日（木）午後４時３０分 
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    場 所 北見経済センタービル５階 

    参加者 ８６名（来賓、役員・議員、地権者） 

（３）落成祝賀会 

日 時 令和７年６月１２日（木）午後５時３０分 

    場 所 ホテル黒部 

    参加者 １０１名（来賓、役員・議員、地権者、事務局） 

 

 

 

Ａ．土      地 

     （業務施設棟） 

所    在  北見市北３条東１丁目２５番 

面    積  ３８２．７８㎡（１，３５４．０１㎡のうち、持分１０万分の２万８２７０） 

（駐車場） 

所    在  北見市北３条東１丁目２７番 

面    積  ２６５．８７㎡（１，５５７．５５㎡のうち、持分１０万分の１万７０７０） 

 

 

 

 Ｂ．建      物        名    称    北見経済センタービル 

     所  在 北見市北３条東１丁目２５番地 

構    造  鉄骨造陸屋根６階建 

     総床面積 北見商工会議所専有面積     １，２３７．４３㎡ ５階～６階 

株式会社北洋銀行専有面積    １，４６５．４４㎡ １階～２階 

アルファコート株式会社専有面積 １，６７３．６０㎡ ３階～４階 

        共通運用部分面積        １，２１４．４０㎡ 

             合   計      ５，５９０．８７㎡ 
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専有部各室の面積、使用用途および、使用回数 

階  層 室 名 面  積 （㎡） 収容人員 使用回数他 

５ 階 会議室１＋２ 

会議室１ 

 会議室１収納庫 

会議室２ 

 会議室２収納スペース 

会議室３ 

会議室４ 

会議室５ 

テナント５－１ 

テナント５－２ 

テナント５－３ 

テナント５－４ 

 

 

 

 

収納庫 

通路・ＥＰＳ 

小   計 

１９９．８０ 

９９．９０ 

３．１５ 

９９．９０ 

２．３４ 

２１．００ 

３１．１５ 

２１．００ 

９５．００ 

８７．８０ 

１２３．３６ 

４５．５５ 

 

 

 

 

３１．８０ 

７３．０５ 

７３５．００ 

９０名 

４５名 

 

４５名 

 

８名 

１２名 

８名 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２回 

２２回 

 

１３回 

 

５８回 

２９回 

６６回 

アクサ生命保険株式会社 

三菱電機住環境システムズ株式会社 

三菱電機ビルソリューションズ株式会社 

北見ビジネス総合サポートセンター 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 

北海道本部北見オフィス 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター 

オホーツク支部 

６ 階 執務室 

 エントランスホール 

 相談室１ 

 相談室２ 

 通路・ＥＰＳ 

会頭室 

特別会議室 

印刷室・書庫 

休憩室・更衣室 

給湯室 

小   計 

２７７．７４ 

（６７．５９） 

（７．９２） 

（７．９２） 

（４２．９１） 

４９．１４ 

４９．１４ 

８０．６４ 

３８．８４ 

６．９３ 

５０２．４３ 

  

 

 

 

Ｃ．災害時における一時避難場所の支援に関する協定に基づき提供する避難場所 

   会議室１・会議室２・会議室３・会議室４・会議室５ 
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10．関係団体への加入及び連携  

  Ａ．日本商工会議所 

（１）産業経済委員会委員、中小企業委員会委員、地域活性化委員会委員、税制委員会委員、労働委員会委

員、教育委員会委員、運営委員会委員、まちづくり・地域経済循環推進専門委員会委員 

 

（２）会議出席状況  

会          議          名 開催月日  出  席  者 備  考 

各委員会   

※各委員会、第７４７回常議員会 

※第６回まちづくり・地域経済循環推進専門委員会 

※各委員会、第７４９回常議員会・第３１０回議員総会、第１

４１回通常会員総会 

第７回まちづくり・地域経済循環推進専門委員会 

第７５１回常議員会、第３１１回議員総会、第７５２常議員

会、第３１２回議員総会、臨時会員総会 

※各委員会、第７５３回常議員会 

 

※各委員会、第７５４回常議員会・第３１３回議員総会 

 

※各委員会、第７５５回常議員会 

 

各委員会 

第７５６回常議員会・第３１４回議員総会、第１４２回通常会

員総会 

７年 ６月１８日 

６月１９日 

６月２７日 

９月１７日 

～１８日 

９月２４日 

１１月２０日 

 

１２月１７日 

～１８日 

８年 １月１４日 

～１５日 

 ２月１８日 

～１９日  

３月１８日 

１９日 

専務理事 

〃 

〃 

〃 

 

会頭 

〃 

 

専務理事 

 

〃 

 

〃 

 

専務理事 

会頭・専務理事 

東 京 

当 所 

〃 

〃 

 

東 京 

 〃 

 

当 所 

 

〃 

 

〃 

 

東 京 

 〃 

※印は、オンラインでの出席 

 

 

 

Ｂ．北海道商工会議所連合会 

（１）副会頭、政策委員会副委員長、中小企業委員会委員、ＧＸ推進委員会委員、社会基盤整備委員会委

員、物流対策委員会副委員長、運営委員会委員 

 

（２）会議出席状況 

会          議          名 開催月日 出  席  者 備  考 

第２６３回全道商工会議所専務理事会議 

会頭・副会頭会議、政策・中小企業支援・人材対策・産業戦

略・観光振興・食産業振興委員会合同委員会、第１９３回常議

員会、第２０３回通常会員総会合同会議 

※北海道エネルギー対策協議会担当者連絡会議 

※人材対策委員会 

７年 ６月 ２日 

６月 ９日 

 

 

１３日 

７月２２日 

専務理事 

会頭・専務理事 

 

 

専務理事 

事務局次長 

旭 川 

札 幌 

 

 

当 所 

〃 
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第２６４回全道商工会議所専務理事会議 

北海道教育庁との意見交換会 

第２６５回全道商工会議所専務理事会議 

北海道エネルギー対策協議会 泊原子力発電・石狩ＬＮＧ基地

視察会 

会頭・副会頭会議、第１９５回常議員会・第２０４回臨時議員

総会合同会議 

会頭・副会頭会議、正副会頭・委員長政策懇談会、北海道知事

との懇談会、会議所側参加者による懇談会 

第２６６回全道商工会議所専務理事会議 

会頭・副会頭会議、政策委員会合同委員会、第１９６回常議員

会、第２０５回通常会員総会合同会議 

８月２２日 

２８日 

１１月１１日 

１２日 

 

１２月 １日 

 

８年 １月２８日 

 

２月１２日 

３月 ４日 

 

専務理事 

〃 

〃 

〃 

 

会頭・専務理事 

 

専務理事 

 

〃 

〃 

 

札 幌 

〃 

〃 

泊村他 

 

札 幌 

 

〃 

 

〃 

〃 

 

※印は、オンラインでの出席 

 

 

  Ｃ．東北海道・オホーツク管内商工会議所諸会議 

（１）春季東北海道商工会議所専務理事・事務局長会議 

        日  時    令和７年４月３日（木）午後２時３０分 

        場  所  帯広市 

        出席者    服部専務理事、後藤事務局次長 

 

（２）春季オホーツク管内商工会議所会頭会議 

        日  時    令和７年４月９日（水）午後３時 

        場  所  北見市 

        出席者    舛川会頭、河合副会頭、片山副会頭、服部専務理事、因理事・参与 

 

（３）東北海道商工会議所会頭会議 

        日  時    令和７年５月１９日（月）午後１時３０分 

        場  所  帯広市 

        出席者    舛川会頭、服部専務理事 

  

（４）東北海道商工会議所連絡協議会事務局長会議 

        日  時    令和７年８月７日（木）午後２時 

        場  所  紋別市 

        出席者    後藤事務局次長 

 

（５）秋季東北海道商工会議所専務理事・事務局長会議 

        日  時    令和７年９月２４日（水）午後２時 

        場  所    根室市 

        出席者    服部専務理事 
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（６）秋季オホーツク管内商工会議所会頭会議 

        日  時    令和７年１０月１５日（水）午後３時 

        場  所  美幌町 

        出席者    舛川会頭、服部専務理事 

 

（７）東北海道商工会議所テーマ別担当者会議 

        日  時    令和７年１２月４日（木）午後２時 

        場  所    遠軽町 

        出席者    酒井総務部次長、中島総務課長 

 

（８）オホーツク管内商工会議所専務理事懇談会 

        日  時    令和７年１２月８日（月）午後４時３０分 

        場  所    釧路市阿寒町 

        出席者    服部専務理事 

 

 

 

Ｄ．大会・協議会等 

（１）第１０３回東北海道商工会議所連絡協議会 

        日  時    令和７年５月１９日（月）午後３時 

        場  所  帯広市 

出席者    舛川会頭、河合副会頭、片山副会頭、永田副会頭、服部専務理事、坂井常議員、主藤

（隆）常議員、堂田常議員、稲村議員、京塚議員、佐々木（幸）議員、成中議員、後藤事

務局次長、中島総務課長 

   

（２）第５８回北海道・東北商工会議所連絡会議 

日  時    令和７年９月９日（火）午後３時 

        場  所   山形県山形市 

出席者   舛川会頭、河合副会頭、片山副会頭、服部専務理事 

 

 

 

  Ｅ．オホーツク商工会議所経営指導員連絡協議会 

 
 
 

回 開 催 日 開 催 地 当所よりの出席 内     容 

１ 

２ 

３ 

７年 ７月 ９日 

１１月１８日 

８年 １月３０日 

留  辺  蘂 

美   幌 

遠   軽 

２  人 

２  人 

２  人 

総会・協議会・研修会 

協議会・研修会・マル経協議会 

協議会・研修会 
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 Ｆ．外郭団体  

    令和８年３月３１日現在本商工会議所に事務局を置き、本商工会議所において事務代行している団体は次

の通りである。 

（１）オホーツク商工会議所協議会（会長  舛川  誠  会員数 ６会議所） 

（２）公益社団法人北見地方法人会（会長 片山 隆文  会員数  ８２３名） 

（３）北見地方青色申告会連合会（会長  真柳 正裕  単位会数 ９会） 

（４）北見青色申告会（会長  真柳 正裕  会員数  ３７５名） 

（５）北見間税会（会長 河合 昭徳  会員数 １０５名） 

（６）北見市街路灯組合連合会（会長  鈴木 富雄  組合員数 ５９３名） 

（７）中小企業オホーツク公和会（会長 海田 有一 会員数 ６８名） 

（８）ぼらんち会（会長 木村 眞吾  会員数 ３６名） 

（９）北海道自衛隊退職者雇用協議会北見支部（支部長 服部 浩司 会員数 ２４名） 

（10）北見警察官友の会（会長  舛川  誠 会員数 ８５名） 

（11）北見方面警察官友の会連絡協議会（会長 舛川  誠 単位会数 ７会） 

（12）情報プラザ（代表幹事 小柳 亨信 会員数 ８名） 

（13）労務管理専門部会（部会長 五十嵐 龍 会員数 １５名） 

 

 

 

Ｇ．北見市政及び各種団体運営への協力 

（１）北見市政については、商工行政の推進を中心に市政全般について協力した。令和８年３月３１日現

在における関係委員会・協議会・審議会等は次の通りである。 

オホーツク新エネルギー開発推進機構（事務局長） 

香り彩るまちづくり推進機構（会頭、河合副会頭） 

北見国際技術協力推進会議（専務理事） 

北見市環境審議会（事務局次長） 

北見市北見地域暴力追放推進協議会（事務局長） 

北見市強靭化計画有識者会議委員（都市振興委員長） 

    北見市技能振興推進協議会（専務理事、女性会副会長） 

北見市技能功労者表彰選考会（専務理事） 

北見市共同募金委員会審査委員会（総務委員長） 

北見市献血推進協議会 (経営指導課長) 

北見市健康づくり推進協議会（総務課長） 

北見市・高知市姉妹都市提携４０周年記念事業実行委員会（永田副会頭） 

北見市交通安全市民運動推進委員会（総務部次長） 

        北見市国際親善交流委員会（交通観光委員長） 

北見市子ども・子育て会議（女性会理事） 

北見市雇用創造協議会（河合副会頭、事務局次長、北見ビジネス総合サポートセンター長） 

北見市産学官連携推進協議会（会頭、事務局長、北見ビジネス総合サポートセンター長） 

     北見市社会福祉協議会（事務局次長） 

        北見市住居表示整備審議会（事務局長） 
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        北見市住宅審議会（河合副会頭） 

北見市障がい者支援ネットワーク（総務部次長） 

北見市上下水道審議会（片山副会頭） 

北見市消費生活審議会（事務局長） 

北見市消費者被害防止ネットワーク会議（経営指導課長） 

北見市情報公開・個人情報保護・行政不服審査会（中小企業委員長） 

北見市男女共同参画審議会（人材・労務委員長） 

北見市地産地消推進委員会（事務局長、女性会会長） 

北見市地場産品高付加価値化推進委員会（中小企業委員長、経営指導課長） 

        北見市中小企業振興審議会（専務理事） 

    北見市鉄道活性化協議会（事務局次長） 

北見市都市計画審議会（専務理事） 

北見市廃棄物減量等推進審議会（工業部会長） 

        北見市表彰審議会（総務委員長） 

     北見市緑化審議会（都市振興委員長） 

        北見市若者就活応援センター運営協議会（会頭、専務理事、中小企業委員長、女性会副会長） 

北見振興公社（中小企業委員長、事務局長） 

     北見地域企業立地促進協議会（専務理事） 

     北見地域季節労働者通年雇用促進協議会（事務局次長） 

北見地域定住自立圏共生ビジョン懇談会（専務理事） 

北見地区暴力追放推進協議会（事務局長） 

北見まちづくり協議会（河合副会頭） 

広報広聴モニター（女性会理事） 

公立高等学校配置計画地域別検討協議会（事務局長） 

国民健康保険事業の運営に関する協議会（女性会副会長） 

社会を明るくする運動北見市推進委員会（会頭、事務局次長） 

緑と花の市民の会（会頭、事務局次長） 

リサイクル実行委員会（女性会正副会長） 

 

 

（２）国・道及び関係団体（令和８年３月３１日） 

     下記のとおり役員・委員として協力した。 

網走地方職業病防止対策連絡協議会（会頭） 

網走地方道路防災連絡協議会（経営指導課長） 

        オホーツク管内職業能力開発協会（会頭、専務理事） 

        オホーツク圏活性化期成会建設経済専門委員会（会頭） 

オホーツク少子化対策圏域協議会（事務局次長） 

オホーツク地域雇用ネットワーク会議（事務局次長） 

オホーツク物産振興協議会（会頭、事務局長） 

国立大学法人北海道国立大学機構経営協議会（会頭） 

北見工業大学後援会「ＫＩＴげんき会」（会頭、中小企業委員長） 
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北見工業大学社会連携推進センター推進協議会（会頭） 

北見工業大学社会連携推進センター産学官連携推進員（北見ビジネス総合サポートセンター長） 

北見公共職業安定所雇用対策推進協議会（専務理事） 

北見社会保険委員会（総務部次長） 

北見保健所管内自殺対策連絡会議（総務部次長） 

釧路保護観察所管内刑務所出所者等就労支援推進協議会（専務理事） 

全国健康保険協会北海道地区支部健康保険委員（総務部次長） 

特定非営利活動法人道東就労支援事業者機構 (専務理事) 

日本赤十字北海道看護大学運営懇話会（会頭） 

北網圏域地域･職域保険連携推進連絡会議（事務局長） 

北海道科学技術審議会部会（事務局次長） 

    北海道社会保険協会北見支部運営委員会（事務局長） 

        北海道立北見高等技術専門学院後援会（専務理事） 

北海道立北見高等技術専門学院職業能力開発運営協議会（専務理事） 

 

 

（３）その他の団体（令和８年３月３１日） 

下記団体の役員・委員として協力した。 

エイチ・イー・エス推進機構（会頭） 

池川神楽北見保存会を支える会（専務理事）        

オホーツク懇話会（会頭） 

オホーツク森林産業振興協会（会頭） 

公益財団法人オホーツク財団（会頭、専務理事） 

オホーツクの道を考える会（事務局長、女性会会長） 

オホーツク被害者等支援連絡協議会（専務理事、事務局次長） 

学校法人栗原学園教育課程編成委員会（河合副会頭） 

北見医工連携研究会（永田副会頭） 

一般社団法人北見市観光協会（会頭、交通観光委員長） 

北見首長会（会頭） 

北見市カーリング支援推進委員会（会頭） 

北見市交通圏タクシー事業適正化・活性化協議会（交通観光委員長） 

北見地域産業保健センター運営協議会（専務理事） 

北見地区被害者等支援ネットワーク（事務局次長） 

北見地方精神保健協会（専務理事） 

    北見地域の医療を守る会（会頭、河合副会頭、片山副会頭、永田副会頭、女性会会長、青年部会長） 

        北見物産協会（事務局長、事務局次長） 

北見文化連盟（会頭） 

北見労働基準協会（専務理事） 

社会福祉法人きたみ北尽会（専務理事） 

社会福祉法人恵和福祉会（専務理事） 

社会福祉法人めぐみ会（専務理事） 
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小さな親切運動北見支部（会頭、事務局次長） 

東京農業大学生物産業学部協力会（会頭） 

道東縦貫道路整備促進協議会（河合副会頭） 

    東北海道自衛隊協力会連合会（会頭） 

        日本商工連盟（専務理事） 

公益財団法人日本電信電話ユーザ協会オホーツク地区協会（会頭） 

美幌地方自衛隊協力会（会頭、河合副会頭、専務理事） 

北海道エネルギー対策協議会（会頭） 

北海道開発幹線自動車道建設促進期成会（会頭） 

北海道警察官友の会連合会（会頭） 

北海道高速道路建設促進期成会（会頭） 

北海道自衛隊退職者雇用協議会（専務理事） 

北海道神宮奉賛会（会頭） 

        北海道生産性本部北見地区支部（専務理事） 

        北海道宅地建物取引業協会北見支部（会頭） 

北海道中小企業再生支援協議会（会頭） 

        北海道労働保険事務組合連合会北見地区協議会（専務理事） 

女満別空港整備・利用促進協議会（会頭、事務局長） 

女満別空港の運営に関する協議会（会頭） 

 
 
 
Ｈ．その他本商工会議所が加入している団体（令和８年３月３１日現在） 

アクサベストウィズクラブ 

    エア・ドゥ オホーツク友の会 

オホーツク観光連盟 
北見消費者協会 

北見市女性ドライバー協会 

公益社団法人北見青年会議所 
一般社団法人北見地区自家用自動車協会 

北見日韓親善協会 

北見日台友好親善協会 

北見日ロ親善協会 

北見文化連盟 

北見ローターアクトクラブ 

北見ロータリークラブ 

栗原学園協力会 

公益財団法人産業雇用安定センター 

公益社団法人鉄道貨物協会北海道支部 

道新オホーツク政経文化懇話会 

日本販売士協会 
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北海道火災共済協同組合 

北海道グリーンコミュニティ推進ネットワーク 
北海道貿易物産振興会 

北方領土復帰期成同盟 

 

 

 

11．その他   

  Ａ．後援事業 

後援事業 主催団体  開催年月日 

第４１回北海道ジュニアトランポリン競技選手権大会 

 

令和７年度北見市食育講演会兼こころの健康づくり 

講演会 

こども仕事体験フェスタｉｎ北見 

令和７年度企業見学会（前期） 

令和７年度福祉職場説明会 

 

第７０回北見地方剣道大会 

令和７年度北海道国立大学機構シンポジウム 

令和７年度合同企業説明会・面接会（前期） 

北見キャンプタイム２０２５ 

 

相続対策セミナー 

デザイン経営普及・啓蒙事業 

北見秋祭～オホーツクマルシェ２０２５～ 

 

第６５回全珠連オホーツク支部珠算選手権大会 

学生×企業交流会 地域の価値を生み出そう！ 

「大学研究は社会でどう生きる？」 

令和７年度企業見学会（後期） 

新エネルギーセミナー 

物価高騰対策等経営支援セミナー 

第１８回～姉妹都市高知～高知県の観光と物産展 

 

令和７年度合同企業説明会・面接会（後期） 

第５６回北見冬まつり 

 

北ガスグループＰＲＥＳＥＮＴＳオホーツク 

ダンスフェス２０２６ 

北見トランポリン協会 

 

北見市保健福祉部健康推進課 

 

こども仕事体験フェスタｉｎ北見市実行委員会 

北見市雇用創造協議会 

社会福祉法人北見市社会福祉協議会 

 

北見地方剣道連盟 

国立大学法人北海道国立大学機構 

北見市雇用創造協議会 

北見キャンプタイム実行委員会 

 

税理士法人中央総合会計 

北見市商工観光部商工業振興課 

北見秋祭実行委員会 

 

公益社団法人全国珠算教育連盟オホーツク支部 

北見市産学官連携推進協議会 

 

北見市雇用創造協議会 

オホーツク新エネルギー開発推進機構 

公益財団法人北海道生活衛生営業指導センター 

公益財団法人高知県観光コンベンション協会 

 

北見市雇用創造協議会 

北見冬まつり実行委員会 

 

北海道ガス株式会社北見支店 

令和７年 ４月２６日 

～２７日 

６月２１日 

 

２８日 

７月 ８日 

８日 

～９日 

１３日 

３１日 

８月 ８日 

９月１３日 

～１４日 

１７日 

２６日 

１０月 ３日 

～５日 

１３日 

 １１月１３日 

 

１９日 

３０日 

１２月１０日 

令和８年 １月１４日 

～１９日 

２４日 

２月 ７日 

～８日 

１５日 
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Ｂ．北見自治地区内の状況（令和８年３月３１日現在） 

（１）商工業者数        ４，５６８人 

  （２）小規模事業者数    ２，８６２人 

  （３）人    口       ９５，０２２人 （北見市 １０６，９８６人） 
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